
第6 章　組織変革論の試論的考察

第1 節　組織変革過程の分析モデル

以十の考察により、行政組織は社会変化と組織適応との対応関係において、内外環境と

組織の内部特性との緊張関係激化から不可避的な自己変革を強いられているという構造が

明らかになってきた。そして主としては、組織変革の構造的アプローチ（structural app-roach

に ょって、動態的組織の導入過程とそのさまざまな問題点を指摘、考察してきた。

同時に、制度を変えても必ずしも職員の態度・行動までは変わっておらず、必ずしも達成

されていないという現実態も解明されてきた。ここに、「組織変革は究極的には職員自身

の行動パターンの変容を意味している」という大命題に突きあたっていることになる。つ

まり当然の帰結として、成員の能力や態度を対象とする人間的アプローチ（human approa-ch

）の必要性が生じる。これをチャイルド（Child.J. ）の組織的選択の理論に依拠していえ

ば、組織構造は環境要因によって一方的に規定されるものではなく、同じ環境条件のもと

でも選択の余地は相当に残されているという主張ができる（1）。　例えば、「 機械的選択か

有機的選択か｜「背の高い組織かフラット組織か」「集権組織か分権組織か」など、経営

者（われわれのいう変革主体）の選択可能性が十分存在している。組織は自分が行動する

環境を選択できるということである。「組織目的は組織が実現しようとする期待された状

態であるi と、エチオーニ（Etioni,A ご）もいうように、その組織活動を期待し実践してい

るのはあくまでも職員各層の主体なのである。

そこで改めて、行為主体（actor ）の行動という変革者の視点から検討していく必要が出

てくる。アクション・アプローチ（act ion approach）は、社会が組織をつくり、組織が人

間を規定し、人間がっくった組織から一方的に疎外され使われているといった考え方では

なく、むしろ“自分だもの組織の決定過程に参加していぐ という視点に立つ。う投・末

端の成員にも全体的組織変革への参加機会が与えられていると考える。大切なことは、行

為主体としての職員が組織変茎のグループ・ダイナミックス（group dynamics ）（2）の中で、

どれだけ、どのような形でコミットしたかである。ジルバーマン（Si lverinan,D.）もいうよ

うに、職員はそれぞれ家庭的・教育的・社会的背景によって、また置かれている組織内状

況（地位役割関係など）によって、さまざまな欲求・態度・期待・志向性をもっている。

また個々人の価値基準や理念も異なり、さらに認知能力や判断力にも差異かおる。つまり
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客観的環境状況を牛観的に知覚する能力が各自治体（職員）によって違う。こうした成員

の異なる志向性や能力ゆえに、また異なった自治体の対処行動が見られるわけである。変

苗主体の「人間の根底にある個人の動機」がどれだけ満足できたかによってその達成度が

異なー1ているといえる。まさに組織変革の成否や度合は、こうした主体職員の能力差や努

力差によって規定されているといっても過言ではない。

それゆえ、変革過程における変革主体（行為主体）の行動パターンを追求していかねば

ならない。レヴィン　　　　　 などのアクション・リサーチでいう一連の変革過程につい

て列挙してみると、(I）いかなる変革を追求するのか、価値目標を明確にする、②目標達成

のための実践計画をたてる、③社会的介入により、一定の方向への変容を生起させる、④

この変容のプロセスを観察、測定、分析し、次いで評価を加える、さらに⑤評価結果をフィ

ードバックする、ということになる。このような変革過程において、さまざまな組織的危
七の

機や緊張や重要問題が発生している。それでi
どうも
革を推進する主体とこれに抵抗する主

体との力関係において、どんな段階で、どんな困難な問題が多く生まれ、またどんなコン

フリクト解消（緊張処理）に取組んでいるのだろうか。変革主体の「諸利害関心」をめぐ

る選択行動に踏み込んで、これまでの実証分冊を踏まえ、少し理論的な考察を加えてみた

い。ただ、組織的意思決定過程（organizational decision-making process ）に、外部環境

（ 例えば、中央省庁・上級団体や住民要求など）からの影響力が大いに行使されているこ

とを前提にしながらも、ここではとくに組織内部の主体間のダイナミズムに焦点を当てな

がら変革過程のサイクルを解明してみたい。

そこで、いくっかの成功事例の変革現象を通して抽出される「変革過程の分析モデル」

（（図2 －241 ）を6 段階に分けて設定する（3）。そして各段階に共通し表出してくるさ

ざまな固有の問題群を整序し、併せてマルチ・レベルでのサブ変革目標の存在と重要性を

明らかにしていきたい。

ここで予め、これらの変革段階について要約しておくと、第1 段階は問題認識過程であ

りヽ 内外環境条件の変化から自己診断や問題発見を通して、自己イメージを認知し、変革

の必要性を自覚する、環境知覚の共有化プロセスである。第2 段階は企画立案過程であり、

変輦目標や価値理念を共有化するため、公式の検討委員会を編成し、集団討議による問題

点の分析ヽ報告書の作成・提出などのプG セスである。第3 段階は実施過程であり、変革

目標具体化のために
ヽトップの意思決定により、錯綜するグループ・ダイナミヅクスの

中

で実践される。第4 段階は管理運営過程であり、新しい地位一役割関係の変化に伴って変
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革という出来事を共有化する。第5 段階は定着過程であり、新しい行動様式に順応し、変

造パターンが日常化される、体験の共有化プロセスである。第6 段階はフィードバック過

程であり、さらに新しい問題発生に対処するため長期的変革計画に沿って、変革の分有化

に取組むプロセスである。

このような一連の変革段階に対応して、既述してきたような組織の内部特性変数をクロ

スし図示すれば．r 表2 －1幻 のようなマトリックスを描出できる。この図を参照にしな

がら、さらに詳細な分析に入っていこう。

第1 段階・問題認識過程

これは環境動態の特性と内部構造特性との適合性を認識する、いわゆる「変革の離陸期」

であ乱 組織集団の課題状況としては、①行政需要の増大、②職員数の増加、③職務能率

の高度化、④財政の硬直化など、多数の行政ニーズが問題提起されている。自治体は、こ

のような「客観的状況の単純化され、温化され、歪曲されたモデル」としての「状況の定

義 イo を通して、緊急に解決すべき組織問題を自己認知し、何等かの実際的な組織行動

をと乱 これらの環境変化の諸状況を明確に知覚、判断し、自己の置かれている内外諸要

丙を自己イメージ化するのが成員の人格特性である（5）。自己診断による問題の発見、徹底

345



J
ら
C乃

r衷i刈 組織変革におけるmm の内部特性の変容過程

糾

政

の

内

乱

特

性

�

卜 二
���
第1  段階 � 第2 段階 � 第3 段階 � 第4 段階 � 第5 段階 � 第6 段階

����川赳認識過程 � 企画立案過程　・� 実 施 迦 仁 � 管理巡営過程 � 定 着 過 仕 �フィーv バ ック過程

�Ji-I-I卜課題状況

(il肌 行動) ���

・変革ニーズの自己

認知

・変革勣はの1川 肩じ

・問題提起と麗定

・現状分析と問題発

見

・川題徹候群の発止

と変革の必然性の

自覚 �

・ 変 革 目 標 の 設定

（l ＼ <!'■]■対S μ 方 法・

手 続 ）

・ 変 革 の 公 式 化

・ 検 討 委 貝 会 の ぶ 成

・ 集 団 肘m  （ 合 意 形

成 ）

・ 総 点 検

・ 報 告 書 の 作}&. �

・変々実̂ 践炳動

・制皮の解休と創出

・新しい経廿 技法の

導入

■Ik団内外% 張閔係
の処埋

・部門調怒・.議 会審

議

・トップの憲思決定 �

・新しい地位- 役割

関係

・役割川待一認知一

収得一行助の内面

化

・則 バ コンフリク

ト解m)

・町知版底 ■理解 �

・tl 的達成状況

・変球El≪?.の評fifi

・ 行動様式の順応

・能力I!!I発 と職員研

條 �

・新しい閻題発生へ

の対処

・組織構造全休への

拡大

・第2 次改革への準

伽

・長川的変革SI・画の

策定

・変革動機づけの制

炭化

●フィ―ドバック
．・

システムの定式化

�意識と行動の変化 ���即 竟知覚の共有化 �fiBifi/i理 念の共有化 �変革LI 標の 火践化 � 出m 事 の共有化 � 休験の共有化 � 変ぶの分布化 よ

�成ilの人格特性

(人間行動) ���

・自己イメージの認

如

・ロ'h'l的 生 活世 界へ

の異和感

・環境変化の知覚と

判断

・変革欲求

・勁機づけ

・自己洞察 �

・変叩ri 仁の共イ,セ

以

・憲識の変球

・学習と理解 �

・心思ik'/il

・ト ップの熱心とイ

ニシアチブ.と責任

・推巡名・のリーダー

シップ

・ikWi 力'・選択力・

実行力の発抑 �

・変革に対すろ基本

的態皮

・成員の関心・ 以m

・支持協力

・苫痛に対する態度

・闘題解決・処理能

力 �

・成□の欲求充足

・満足悠と達成悠

・努力に対する内在

的 ，外在的報酬

・I'l信と 騎り

・行動規定の定式化 �

・内而化された変ぷ

■ mill.
・ 再 検肘

・次の変革への珀乎

・新しい 価値理念の

模索

�mi有効性

(机 織唆革)



した自己吟味、自己評価、自己分析によって、現状を把握しかつ問題点の所在をはっきり

させろ⌒そしてさまざまな矛盾、苦痛の感覚、病弊的現象、不満の症状、あるいは抑圧の

発見などを自己認識する。

これをフローチャート化すると、現実環境と内部状況とのズレ→問題徴候群の発生→自

己診断的現状分析→総点検→変革動機一変革不可避性の認知ということになる。こうして

ある特定のイシューが明確になり、変革への第一歩が踏み出される。

総じて、この段階は組織が内外環境をいかに認知し、いかなる状況判断を下し、どの程

度変茎の切実性・不可避性を察知するかである。まさしく「組織はその組織が認知し、解

釈した環境の要請に従うl というテーゼが適用される。こういう脈絡において、「“組織

がm 境に対して、いかに探索の戦略を立て、いかに認知し、プライオリティの順位をつけ、

いかにオルタナティブを設置し、いかなる基準をもって決定していくか’という主体的な

選択の可能性を予想している べ6）といえよう。つまり環境の要請→組織の内部特性一集

団の課題状況というコンテクストに対し、成員の人格特性がいかなる主体的選択を示すか

の力関係が問題である。とりわけ変革の成否は、トヅプおよびミドル・マネージャーの受

信能力、感受性、分析・評価能力などの力量に依存する。なかんずくトップ個人の環境把

握力、自己像の現状認識力、あるいは将来像への期待感などの資質がイノベーションへの

大きな原動力となる。

第2 段階・企画立案過程

これは変革の不可避性に促されて、変革目標や価値理念を共有認識していく、変革の公

式化プロセスである。これはまた「知覚された変革目標」を確立し、具体的実践のための

計画を策定する。つまり特定の状況で、特定の新しい変革方法を発見し、その可能性の示

唆や基準、条件などを明確にしていく過程である。

そのためにまずフォーマルな検討委員会が設置され、代表機関としてのプロジェクトチ

ームなどを編成する。ここで現存する諸問題や潜在的欠陥を摘出し、それを組織集団全体

の病理現象として令成員に認識させる。さらに合理的、現実的、客観的な見直しや検討を

繰返L 、望ましい変革への行動方針、新しい変革目標、方法、手続、受入れ可能性、ある

いはその効果など、より精確な具体的手法が探索される。そのために既存のデータや情報

を収集し、他市事例や先進的・革新的自治体の視丿察、成功・失敗事例の比較考察などが行

われろ。こうして委司会の慎重な発案・審議・評価・決定を経て、当該市なりの実情に沿っ
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た報告書を作成し、それをトヅプに答申する。この報告書作成に当たっては、予めトップ

や成昌のコンセンサスを得る努力が必要である。市長や主要幹部、各階層、各部門間での

調整、根まわしや了解作業を十令に行う。一般成員に対しても事前の説明会やPR 、伝達

をす乱 ある場合には、集団討議の場を設定し、職員の多数意見を聞き集約するというボ

トムアヅプ方式が採用されたりする。こうした学習と理解を通して、全体として「変革す

るぞl という変革雰囲気づくりを達成していく。

第3 段階・実施過程

これは変革目標実現に向けて、トップの最高意思決定により、実際の変革活動を開始す

る段階である。変輦推進者は既存の制度の廃棄・解体と同時に、新制度の経営技法の採用・

創出に当たる（機構改革、規約改正、人事異動など）。

ここで問われるのは、組織の長としてのトップ・リーダーの熱意や力量や説得能力であ

る。変革は各層、各部門、各職員間の切実な利害得失を伴う。変革はたちまち集団力学や

政治力学の渦中に投げ込まれ、市長、検討委員会、一般職員、議会、組合、住民などを巻

き込んだ全勢力間のグループ・ダイナミックスに陥る〔表2 －18 参照〕。 とりわけトップ

は、自治体首長としての“行政官僚の立場”と政治家としての“高度の政治判断’とを二

重に迫られている。議会承認、組合対策、選挙日程等の問題も絡んでいる。とりわけ政治

家としては、次の選挙を恐れ、“住< 市〉民のために”というより “選挙民”に対する配

慮から決断を左右される（7）。まさにこうした諸組織間の連合と対立、推進と抵抗の力学

的状況の中で、トップは反撥・反対する諸活動の激化を鎮静化させ、かつ理解と承諾を求

め、さらには支持協力へと拡充していかねばならない。明確な反対 グループだけでなく、

その周辺利害の微妙な調整も難しい。ここにいたって組織変革ぱ パワー・ポリティヅク

ズ の様相を呈し、「バーゲニング・プロセス（bargaining process ）」（8）として最も大

きな試練を受けることになる(9で）n

この段階で、誰が本当の変革主体者であり、その協力態勢がどうなっているかが問われ

る。またこの過程で、主導的役割を果たす責任ある人物、部門、集団も自ら明確になる。

とりわけ検討委員会のメイン・スタッフの果たす役割は大きい。市長の選択行為は究極的

にはプラグマティズムであり、ことの成否に合わせて動き、機を見るに敏なりといえる。

従ってヽトップの下のサブ・リーダーの存否が変革の成否を規定しているといっても過言

ではない。総じて言えば、変輦の成否はト
ヅプのイニシアチブと推進協力者のエネ

ルギヅ
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シュな行動力如何に依存しているようである（10）。

第4 段階・管理運営過程

これは変革という出来事の相互共有化を図るため、変革理念として頭や知識で理解して

いる仙のを現実レベルに引き寄せ、それを職員（自己）自身の指針や責務として受容する

よ引こ思考態度を転換していく過程である。

新制度が導入されても、それが実施される仕方は、結局、それを運用する側の新制度に

対す乙理解の仕方や意識と、七れを運用する能力とに依存しているからである（11）。つま

り新制度は当然、新しい地位役割関係の創出、行為のための知識の獲得、新しい行動様式

の試み、また変革方向の学習と訓練などを必要とする。そのために必要な職務活動や役割

行動の説明や研修を行う。こうして新しい行動概念の取入れ過程、内面化のための変革努

力が達成されていくことになる。

このような出来事の変化の結果、自らさまざまな混乱や戸惑いや不安も生じる。まさし

くマートンが「社会学的アンビヴァレンス（sociological ambivalence ）」 と呼んだ、組

織社会における特定の地位ないし地位群に伴う特定の態度、信念および行動の相矛盾する

規範的期待に対する葛藤が、この段階において生じる（12）。抽象的理念の変革目標と具体

的運用との格差、ラインとスタヅフ・主管者と管理者との対立、「法の支配」から「人の

支配りこいたる振幅の大きさ（13）、事実の認識と解釈の相違、 などが見られるようになる。

このような時、職員は自分の取扱う特定の職務においてほんの僅かの自律的自由裁量や発

言権に拘泥する。また新しい状況判断に際して、他人 の定義づけによってではなく、自分

自身の下した判断によって行為しようとする。彼らはそこに下位執行部門、第一線現場の

レーソン・デートルがあるとさえ思い込んでいる。そしてもし彼らの判断が受容されなけ

れば、変革目標と一致してもよく、しなくてもよいという曖昧な態度となり、やがてそれ

が変革の自壊作用へと連動してゆく初期的原因ともなる。

それ故、この時期の組織内緊張の緩和、調整機能が大切である。混乱の収拾、コンフリ

クト解消のための適切な問題解決処理が図られ、かつ変革趣旨や目的理解の周知徹底化が

行われる。職員サイドからいえば、［ 協力のなかの抵抗、抵抗のなかの協力］という苦渋

に満ちた体験に翻弄されつつも、新しい変化への態度変容を達成していかねばならない。

変革の成否は、「新しい権威によって古い権威を置き換え」（14）ていく作業、即ち、役

職名の変更（ 課長→主幹、係長→主査）に伴う実質的機能化がうまく遂行されたか否かに
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依存古るであろう
⌒
つまり新しい地位との関係で、彼がどんな行動をとるべきかという役

割担い手としての人間、即ち「ホモ　ソシオロジクス」　　　　　　　　 としての行為様

式を禅得できたかどうかが問題となる。逆に言えば、彼の職場社会領域における主管者へ

の役割期待の認知と取得、集団規範の内面化、準拠枠の形成といったものが未成熟の場合、

当然のことながら変革は失敗するのである。

第5 段階・定着過程

これは変革体験の共有化として変革パターンが日常化し、新しい手続きや行動様式が順

応・安定化する過程である。ここにおいて、一連の変革サイクルのひとつの終焉期を迎え、

通常はこのまま自然消滅する。新しい価値体系や行為規範は一応内面化されて、社会化過

程は終了する。同時に組織は、初期変革目標の何が達成され、また如何なるデメリットが

生じたか、その達成状況が評価される。さらにはこの変革パターンを持続するため、職員

研修や能力開発ちしばしば実施される。

なお多様な自己矛盾も発生しているが、この段階での変革推進者たちは総じて変革意欲

を喪失しており、「今後検討したい」という返答でとかく諸矛盾を隠蔽しやすい。ともす

れば、変革を一時的・通過的事件と看倣し、「かつて変革を体験したことがある」といっ

た史的事実として捉えがちになる。これは、変革の結果や現状に関する報告書が軽（無）視

され、再検討の機会がないこと、また実績評価があまりなされていないことなどにも現わ

れていよう。即ちここに、変茎努力に対する誘因と貢献とのアンバランスが見られるので

あ乱

第6 段階・フィードバック過程

これは長期的な組織変革への分有化を図り、次の変革準備に着手する過程である。しか

し通常の場合、前段階で終了し、数次の変革計画に沿って実施する事例はあまりない。

だが、一つの終わりは次の出発点であり、新しい問題も次々に発生している。とりわけ

新しいシステムをめぐる組織行動は、組織と環境、理念と現実、組織と成員など、内外の

欲求やシステムを変化させており、そこからさらに新しい矛盾葛藤や要求が生み出されて

いる。一つの新制度導入を契機に、部分的変革ふらシX テム全体・組織構造や組織風土の

変革へと拡大発展させていかねばならない。既述した「不断の変革化」のための“動機タ

けの制度化”や“フィードバック・システムの定式化”が企図される。また成員も小さな
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成功体験を次の将来の変革に期待をつなぎ、新しい価値や態度や活動を通して自信をつけ、

さらに次の段階に向けた変革運動を持続する。「内面化された変革価値」こそは重要な変

革エネルギー源となるであろy

以上、組織変革の有効性は。環境動態化に促されつつも、それは必ずしも環境決定論で

はなヘ チャンドラーの命題「組織は戦略に従う」のであり、あるいは意思決定論や戦略

的選択論のように、組織の内部特性変数における集団の課題状況と成員の人格特性との内

部適応・調整過程如何に大ぎく規定されていた。とりわけ「誰によって、どのように、ど

こまで変革されたか1 が重要なポイントであった。変革過程デザインにおいては．one b-est way 

の万能薬はなく、各事例の特定状況に対応して最もうまく適合して実行されたか

否かであった（15）。結局、環境要因と集団課題状況を与件とする変革主体との措抗関係に

おいて、主体の側でさまざまの利害フィルターを通し、どこまで変革段階を達成できたか

であった。

ところで、この困難な変革に取組んだ各自治体においては、今日なお残る混乱と不信、

錯綜と停滞に代えて、一体何か得られたのであろうか。

組織は悪戦苦闘の果てに、危機的状況と精神の惨苦とを人びとに引き起こしている。わ

れわれはこのような組織的実熊と変革理念と現実体験との考察を通して、組織行動の意識

化過秤（自己集団の対象化）を直視してきた。そしてこの内実分析を経て後、体験の内面

化から思想化（理論化）へと昇華できるであろう。決して理念が現実に勝つことはなく、F

ヨ常性の変革を介して、体験の思想化による自前の変革化理論を構築していくほかない。

優れた理念が優れた変革を生かという信仰を棄て、個別事例の体験的事実への固執と困難

な壁の根底を問い続けるという作業から漸進していくしか官僚制化克服の方法はないので

ある。つまり官僚自身が組織変革行動の現実態を自己凝視し、その自己矛盾の本質を問い

詰めろという、小さな試行の繰返しによってしか、本当の持続する変革は結実し得ないで

あろ≒

だが、多くの事例において見られたように、組織変革は価値理念から功利的利己主義へ、

形式合理化へと転移し、自己欺痛的変革を糊塗してしまう利害葛藤の構造や官僚的パーソ

ナリティ性向からなお離脱していなかった。各変革段階において、職員は彼らなりの意味

付与や解釈により、「組織有効性や住民のために」から［職場と職員自身のために］へと

プライオリティを変え、論理の擦り替えや意味変容を行っていた。しかもそれはかなり異
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常なまでの徹底性であった。

これらの現実を踏まえた上で、われわれは次のように帰結しなければならない。環境適

応的システム・モデルとしての動態的組織を現実の流動的活動体制に托し論考してきたが、

それはまだまだ「組織の動態イい と呼ぶべき初歩的・試行的段階にすぎない、と。何故な

ら、動態的組織とは常に状況の変化に対応し、柔軟な適応行動をとっていく過程そのもの

であるのに対し、この体制ではようやく変革過程の第5 段階の「 定着化 」で終止し、次の

フィードバック過程まで果たしていないからである。新制度を実施しても、一時的には状

況適合を試みるが、またすぐ安定化・固定化し制度化されてしまう。こうして組織の恒常

化が進んでいけば、それは即ち新たなる官僚制化のプロセスを辿り完結することになる。

つまり制度化されてしまえば、動態化や流動化の意味はなくなる。

先の〔図2 －24 〕の図式でいえば、絶えず変化する動態化システムのあり方が模索され

ていかねばならない（〔図2-24 〕の点線部分）。同時に変革目標も、これまでの一元的・

単一的なものから、各変革段階に合わせて重層構造化されたサブ目標を設定し、かつ成員

の意識と行動も並行して変革されていかねばならないのである。

第2 節　変革力の概念構成

環境一組織の対応関係において、変革契機は確かに環境プライオリティの位置にあって

決定的影響力をもっか、その具体的適合化の過程においてはむしろ、組織主体が如何にそ

の変化事実を認知し、新しい目標を設定しかつ対処行動していくかというイニシアティブ

の問題がより切実に問われている。組織は「環境に適応して、自己変容して生存成長する

のみならず、積極的に環境に働きかけて、環境をも変化させ」（16）、また、「 なにを もっ

て戦略的課題とするか、どのような組織構造特性をもって適合的とみるか、そこに主体的

な判断とデザインが介入］（17）しているからである。 つまり組織の変革主体は、ただその

状況の危機感や不均衡に適合し順応するだけでなく、より積極的にそれらの状況を“創出

’じ 変革”していぐ 戦略的・選択的・創造的対応" の仕方を取るものであり、ここに

いわゆる「変革主体の変革力1 の問題が問われている。

組織は通常、現状維持的恒常力として均衡点に向かう「安定力」（stable forces ）が作

用し このベ クトルにより管理運営されている（18）。ところがこの現存の秩序維持力が衰

退して、新しい逸脱的バリエーションに対応し得なくなった時、ここにいう「変革力」が
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発生ずる。変革力(change forces ）とは「組織の環境変化に反応する適応能力」を意味し、

システムの混沌状態に一定の新しい秩序を形成しようとする自己組織化の生成能力である

と規定できる。さらにこの変蒸力は、「変革に向かう創造的促進力」としてのポジティブ

な「推進力!    (driving forces ）と、「変革に逆らう対抗的反発力 」としてのネガティブ

な「キ氏抗力 （resistance forces) との二項対立的関係に分けられる。変革の成否は、こ

の相反する両ベクトルの優越的力関係如何により決定されているといえる。

組織変革の論理は。まず、令国的・一般的な政治経済社会文化資源あるいは歴史的諸状

況の変化に起因して、一定の宍タスク状況が生じ、それに組織が適合するため自ら内部特性

を変化させ、何等かの対応策を求め始める。つまり組織は環境条件の変化に対応して、変

革を求める内外システムからの要請や欲求が昂まるにつれ、変革ニーズが発生し、ここに

いわゆる変革力が作動するようになる。リピット　　　　　　　は、当初に現われる変革力

の動機として、「不満足と苦痛、現状とありうべき状態とのズレの認識、周囲からもシス

テム内部からも起こってくるクライエント・システムの変革を求める要請］（19）を挙げて

いる。自治体の現状では、財政硬直化やコンピュータ導入、定員削減や住民参加の制度化

といった集団課題状況に迫られているといえよう。

この初期段階において重要なことは、環境動態化の“事実’関係如何ではなく、それら

の“状況認識’の度合である。つまり組織主体が状況をどう認識しているか、その組織が

「状況に与える主体的な意味づけを媒介変数として」（20）導入してくる、変革主体者側で

の認識力や評価力である。つまり状況との接点において、職員自らが「政策課題を選び出

し、それを創意工夫で具体的に実行していく、その可能性を見出すこと」（21）、あるいは

「行政サービスの選別（価値配分）」（22）を 行っているのである。ここで初めて、地域社

会からの要請は変革ニーズへと転移され、変革タスクとしてより鋭明に自覚され表面化す

る。こうして変革契機が訪れ、内部組織見直し論や再検討案がいよいよ緊迫化し、変革に

取組もうとする推進力が惹起してくるのである。

同時にこの時期は、変革に対ずる否定的抑制力や阻害要因も強く作用する。リピヅトは

この抵抗理由として、①欠点を認めることの不本意、②新しい習慣や新しい行動パターン

の試みが失敗しないか、あるいはうまくやれないのではないかという恐れ、③以前に変革

への試みが不成功に終わったことによる失敗への宿命的予期、④現在のある満足状況を失

うことに対する恐れ、などを列挙している。これらの要因を筆者なりに換言すると、それ

ぞれm 自己認知への恐怖、②夫知への恐怖、③失敗への恐怖、④喪失への恐怖、という“

-353 一



4 つの恐怖 ’に要約で きる。 そしてこれ らの潜 在的恐 怖や 不安 が意識 的 ・無意 識的 に変革

回避願望 として抵 抗力とな り、 やがて潜 在一 顕在化 する。後 にこれ らの心 理的 要因が困難

に 直而 して反 対運動 となり、変 革を 逆ベ クトルの方 向に辿 らせ たり する。 あ るいは組織成

員を にて、 否応な く心理的不安感 と安全 への欲求 とい う二 律背反 の コ ンフリ クト状況 に陥

らせたりするので ある。

変 茎はまさに、 このよ うな緊張状 態に あって、推進 力 と抵抗力 が相措 抗 して昂 揚し た状

況で掌行 に移され る。 この時点で 、変革時 の相互 依存性 は推進力 と抵 抗力 の両方を 生じさ

せ、変 革へと向か う力を生 み得 ると同時 に抵抗 力 の源泉 と もな ると いう、 リピ ットの卓見

が極めて重要で あ る。 つまり、「変 革が着 手さ れると、 それ に反 対す る抵 抗の動 機が必ず

現 われ るが、変 革が 成功 し始 めると、抵抗 は変 革の動 機 に急変 す る。 そ の他 の場 合は抵抗

はますます強化 さ れる。 ］（23 ）。 従って、「同じ欲求 が変革 後の条 件下 で もよ り多 く満 たさ

れることを示 さねば ならな い。 そうすれば、 現状を 維持 する ために用 い たそ の同じエネル

ギ ーが、方向を 変 え、 変革の方向 へのは ず みと なるであろ う。 」（24 ）と 彼は言 う。

即ち、多 くの推 進力 は抵抗力 に変 わり 得るし、 また その逆 もいえ る。 つま り変 革力 は常

に その可変 性・可 逆性 とい う両価性に 見舞 わ れて いる（25 ）。変 革 のベ クトル は、 これら2

つの力関係 がど ちらの方向 により優位 に転ず るかによ って 決ま る。 そし てひ と たび変 革が

着手 されると、 それに反対す る抵抗の動機 も必 ず現 われるが 、や がて成功 し 始め るとその

抵抗 要閃は変 革肯 定の動機 へと急 変す る。 これまで反対 の ために 用い たと同 じエ ネルギー

が今 度は一 転方向を 変え、 推進 力への 起動 力 となる。

変 茎はこのよ うな両価性 において、各 変 革段階で どちら のベ クトルを よ り強化 していく

かに依拠して いると いえよ う。「 クライエ ント・ システ ムが自 分の問題 に十 分気 がっ くよ

うにな ると、「 苦痛 」はし だい に増大 し、 その ためにそ れに ついて 何かを しな ければなら

ない という強い希求 が現われ る。 この時点 では、 チェ ンジ・エ ージェ ントが『 クラ イエン

ト ・ システムが変革を 成功さ せろ能力を もってい る 』と 確信す るこ とが、変 革 への非常に

重 要な促進力 とな るであろ うn         I    （26 ）即 ち、変 革はあら ゆる抵抗 要 因を 現 状を変 革するエ

ネルギ ー要因へ と切り変えて いくことが 非常 に大 切なので ある。

かくしてヽ 変 革エ ネ ルギ ーの相互依 存性や 両価性のバ ラ ンスが どこか で崩れ 、ある臨界

点を 越え るとドラマテ ィッ クな転回が 起こり、 全エネ ルギ ーは変 革過程を なん とか完了さ

せよ うとす る方向に向 けて 動 き出す。変 革 はいわば この臨 界点の自 己超 克 によ り、成功の

条件を 入手 し たこ とになる。 つま り、変 革 は推進力 と抵抗力 との 両価性 にお いて、苦痛な
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感覚に耐えて抵抗力要因を弱めつつ、一方推進力要因をより一層強めてある峠を乗越える

ことにより、成功にいたるといえるであろう。

それでは、このような変革力の論理的概念構成が現実にどのように展開されているかを、

次に検証していこう。

第3 節　変革過程における推進力と抵抗力の措抗関係

〔表2 －19〕「変革過程における推進力と抵抗力の措抗関係」は、変革過程の各発展段

階において、変革主体と変革力（推進力と抵抗力）とがどのように相措抗しつつ推移して

いくか、その変容過程全体を図示したものである。そこで、先述の「変革過程の分析モデ

ル｜の各段階に沿って考察していこう。

第1 段階・問題認識過程

まず第 ＼段階は、環境状況の変化に対応して、新しい問題発生、住民ニーズ内容の察知、

またそれらのニーズに十分対処しきれていない内部組織の自己認知など、いわば組織と環

境とのズレやギャップを認識するプロセスである。変革への初源的誘因は、外的要請（ シ

ステム外からの圧力うと内的要請（システムそれ自身の内からの圧力）とによる新しい状

況変化一適切な判断評価一明晰な問題把握といったキーワードを手掛かりに、自己イメー

ジ化されることにより鋭明化する。つまり自己システムの自我像を出来る限り客観視する

ことである。

ここで推進力は。組織主体のもつ現状分析能力、自己診断能力、あるいは自己認知能力

などが主たる要因を成す。それは現状の不満や苦痛を認知し、“現状とありうべき状態と

のズレの拡大”を自己発見していく能力であり、この能力発揮により変革への欲求が高ま

り、徐々に自己変業の必要性が知覚される。これらの自己認識の程度や必要性の度合いに

より、変革に取糾む熊勢が大きく異なる。この能力差は、変革主体自身の内部特性如何に

より牛に乱 つまり組織が状況変化に過敏に反応しかつ積極果敢な対処行動力に富む人材

をより多く内包しているか否かである。もしこれらの能力（こ人材）が欠如していれば、

如何に内外から変業や強要されても変革力はとくに生ぜず、無為無作に放任、黙過してし

まうだけである。多くの場合がそうである。

しかしいくっかの自治体においては、有能な人材の存在により変革活動に着手される。
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このような組織に共有される変革主体を類型化してみると、①トップリーダー型（首長個

人のワンマン型リーグーシップド ②サブリーダー型（助役の主唱力）、③有力ブレーン

型（総務部課長の積極的発案や検討委員会）、といった三者にまとめられよう。

①トップリーダー型は、とかくヘッドシヅプになりやすいが（27）、彼は強固な絶対的自

己信念に基づく経営哲学や組織原理を主張し、独自かつ理想的な組織像を一方的に作り上

げてしまう傾向がある。またそのユニークなアイディアやヴィジョンを情熱に任せて、早

々に実現できる実践能力も併せ持つ。このようなトップは組織変革のみならず、他の施策

にも独自な改革を加え、旧来慣行を根本的に打破し、次々に新しい案を具現する。そして

ある程度までその特異な発想や独創的形態が構築されてしまえば、周囲（他の自治体やマ

スコミ）からもかなり注目され高く評価される。このタイプは概してワンマン型・トップ

ダウン方式であるが、しかし職員の評価も、総じて「親分肌で面倒見もよく、われわれの

意見や考えも聞いてくれ、親父さんと呼んでいる」などと、むしろプラスに受容されてい

る。

しかしいくつかの問題もあろ。トップが若くして当選し矢継早に構想を実現した場合、

やがてそのイノベーター精神が涸渇した後に、却ってその管理運営面での困難な重荷が生

じ乱 しかもその弊害や限界の克服法はユニークなだけに容易には発見できず、只維持し

ていくことだけが自己目的化され易い。通例これらの首長の再選期間は長く、従ってシス

テム仙かなり長期間保守されることになる。職員の評価は成員の自由度・参加度・協力度

などと密接不可分であるが、令体的に、トップは大枠で組織の“ハコ’を作り、管理運営

面は成員の自由裁量に委譲するといった手法を取り易い。しかし長期間にはその“ハゴ

自体の現実的対応能力が欠如し、さらなる変革の必要性に迫られることになる。

②サブリーダー型は、多くの場合、助役の力量と能力発揮とにより実行される。首長が

政治家として対外的活動に主力を注がざるを得ないのに対し、助役は内部組織の現実問題

に精通し専門的に従事してい乱 このポストに有力者を得れば、変革は容易に断行され易

い。宗際、助役のイニシアティブでトップの了解を得、実施に踏み切っている事例は数多

い ・*たこれらの有力助役はその後、殆どがトップに昇進・昇格していくという傾向があ

る。

（泌有力ブレーン型とは、公式管理部門の総務部（課）長の発議で事務局内で改革案を取

りま斤め、フォーマルな検討委員会を経て実施されるものである。その他の部門の長がイ

ニシアティブを取るというようなことは殆どない。つまり助役同様、メンバー中最も有力
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な人材をこのポストに得た場合に組織変革が行われている。

推進力は、これらの人々や部門やポストに有能な人材を得た場合に、多く変革に着手さ

れかつ成功している。この理由としては、（ア）情報への近づきやすさ（中心的重要ポスト）

（イ）問題状況に対する鋭敏さ（感受性資質 ）、（ウ）影響力の与えやすさ（公式・集中的権

限）などに恵まれていることが考えられよう。

逆に抵抗力要因は、変革可能性に対する恐れ（先述の“4 つの恐怖・ ）や無知である。

これはおそらく日常的職場生活世界の異変に対する心情的、感情的な反発に起因していよ

う。つまり職員意識は、「現状のみが唯一安全だ」「現在ある満足状態を失いたくない」

といった気持ちが絶対優先し、「とにかく、どんな改革にもすべて反対 」といった拒否感

を持っている。この現状維持的志向性は既述した「安定力 」ベクトルとしていかなる組織

にも通底しているものである。さらに言えば、この恐怖や不安の源泉は、未知の変革状況

に対する不確実性、技能・経験・能力の未習得、あるいは自己認識能力そのものの欠如な

どに由来しているものと考えられる。

これらの抵抗力要因を排除するためには、より精確な情報と知識、現実可能性のイメー

ジ化、具体的手法の伝達、変茎意義の十分な説明と説得などが予め提示されねばならない。

こうにてリーダーやメンバー令員の変革への心的準備状態が高められていくことが何より

も肝要である。

第?,段階・企画立案過程

この段階は。日月確な価値理念や望ましい行動方針など、変革目標の確立過程である。検

討委目会や審議会や中心に情報収集や作業の計画化を図り、階層間・部門間・担当者間の

利害を調整し、より多くの成員の支持・協力・理解を得るため集団的参画体制を用意する。

さまざまな関係機関や担当者が動き出すが、推進力の中核的役割はやはりフォーマルな

「検討（改革）委目会｜が担y ここで、問題解決案の作成、代替可能な目標の抽出、新

しい活動目標の設定、変革可能性や条件の発見などが詳細に検討され、合意・決定事項が

計画案として策定され、長に提出される。この時、委員会総体の力量（つまり危機的状況

認識の陪合）が問われていることになる。例えば、①新しい課題内容がどの程度の業務量

の規樟をもっか、⑦新しい部門を設置する必要在（機構・ 新設・廃止・不要化の立証責任）

③その課題を担当する職員数( 仕事量と適正必要人員との関係）、④定員増減の合理的根

拠の明示、ざらには⑤どこまで組織構造自体の変革を要求しているかなど、客観的な測か
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評価を提示しなければならない。つまりここで、新しい行政課題の質量の認知と、その解

決のための部署、 人数、規模、予算などの具体案が提示されねばならない（28）。

ここで推進力のポイントは、代理成功事例の十分な分析（力）である。これはつまり、

既存の変革事例の予備調査や仔細な検討を積重ね、未知なる経験に対し少しずつ可能性イ

メージを現実化していく作業能力である。そして徐々に変革への自信と確信を獲得させる。

しかし同時に抵抗力も激化し、新しいものへの不安、新しい地位・役割・権限・行動様

式などへの恐怖はつのる一方である。伝統的既得権益の喪失と固執との葛藤、とりわけ廃

止部門内部の不満と対立と批判はますます高まり、反対グループを結集して必死に抵抗す

る。これに対し当局サイドでは、委員会を中心に三役会議、部（課）内会議、職場会議な

どを開催して合意をとりっけ、また職員意識調査によって総意を反映したりする。さらに

必要に応じて有識専門家の参加や経営コンサルタントによる診断書の答申などにより、総

論的賛成多数を確保する。　総じて、この報告書作成の段階までは、一応いかなる組織体

においても到達可能なレベルである。

第3 段階・実施過程

報告書を受けた首長は自らの最高意思決定により、いよいよ変革活動に着手する。変革

の成否は殆どこのトヅプの決断力と実行力とにかかっていると言え、この時期が最も困難

な正念場となる。この段階は、レヴィン　　　　　　 の3 段階モデル（ 融解→礎 化→再凍

結）でいう融解段階に位置し、また意思決定論（plan-do-see ）でいうdoのプロセスに該当

しよy 変革への不安の解消、変革能力（29）への自信の強調、不慣れの克服など、トップ

リー＼ーの資質として［何を為すべきか］が切実に問われている。強力なリーダーシップ(

激励、許容、理解、保証、援助など）の発揮努力こそ強力な推進力となる。

[.がし変革に伴う受苦層や被害者からの反発も熾烈であり、とくに統廃合部門の抵抗力

は極大化する。グループ・ダイナミックスの観点から、保革自治体間の優位差はあまり見

られないが、議会勢力の支持協力は不可欠である。議会や組合の妨害や反対にあって計画

が延期→中断されることち多々ある。さらに利害関係をもつ中央官庁、政党、利益団体、

住民団体なども直接間接的な影響力を与えている（30）。

このように変革は管理者の価値観や政治的プロセスが如実に反映されているが（31）、力

関係を好転させ、反対グループを説得するためには、とりわけ［変革の正当性根拠］と［

変革唱導者への信頼感］が必要である。つまり、前者はトップの公式決定という権威づけ、
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後者は有能な人材の有力ポストへの登用ということである。とくに後者は、変革主体者へ

の一種の安心感、「欲をいえぼきりがないが、あの人に任せておいてまず間違いはあるま

い1 とか、「 リーダーに対してよせる集団成員の信頼性（reliability
）」（32）である。既

述の成員の“4 つの恐怖 ’に由来する抵抗力要因を緩和するためにもこれは必要不可欠で

あろう。ここでもし、トップの意思決定かにぶり象徴的権威（中心的人物）が見失われた

場合、組織内集団力学は混乱し、主体間の不信と疑惑を深化させ、コミュニケーション・

ルートは切断される。また連絡調整は徹底せず、分裂と対立状態はますます紛糾、悪化し

ていく。こうした集団雰囲気や影響力関係や凝集性の混迷が抵抗力として、やがて変革の

阻害、中断の主因となることは明らかである。

それゆえ、このような緊張関係のピーク時にあって、変革は相互依存性や力のバランス

を切り崩し、臨界点を一歩超越しようとする努力こそが何よりも大切である。しかしまた

この一歩を踏み越えられず、中断する場合も少なくない。

第4 段階・管理運営過程

さて、変革目標が具体的に実施され、組織は新しい地位一役割関係へと転移し、変革主

体も下位の職場集団レベルの部課係・各担当者の位相へと移行する。ここでは主に実務的

な串間管理職レベルで、新しい制度一管理運営一適応のための組織学習と訓練が行われる。

当局は変化 ぐ改正点）の趣旨説明やPR に力を入れ、コンフリクト解消や調整作業に努め

る。こうして新しい事務手続きが理解され、職員の態度変容が行われる。各担当者は新し

い職務活動や権限関係を取得し、変化事実を認め、「変化に対する心理的受容」を行う。

職c=3は、個人的には変革に反対であっても、「苦痛に対する態度」を支持協力に向ける

か、あるいは不満の潜在化を図るしかない。当局はなおも、対内的には前述の「関係性の

変茎｜( 第7 章参照）を図りつつ、対外的にも上級団体への連絡調整、議会説明、関係利

害団体の苦情処理、一般住民への広報活動などを併せ行わなければならない。このような

面倒te繰返しの説明と理解を求める行為こそ、実は最も骨の折れる仕事である。この了解

作業は通常長期間にわたるため、「ある時期においては、変革力と抵抗力との葛藤は、解

決の方向へまったく進んでいないようにみえるであろう。むしろ両方向の力が強まるにつ

れてヽ 葛藤も強まるのである。しかしながら結局は、r がんばりとおし』て抵抗の力を弱

めるかヽ峠を乗り越えて変革力を強めることに成功することによって突破されるであろう、
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多くの事例において、この一点突破はかなり困難である。変革理念と現実とのギャップ、

新制度と旧慣行との矛盾、新責任体制の不満と混乱、内外関係者の無理解など、緊張関係

はなお続いている。とりわけ新任者や犠牲者の不満や反対は大きい。組織はこれらの批判

的グループの抵抗に抗しきれず、しばしば第2  次的手直しに着手することになる。しかし

この部分的修正に応じれば、一般的にはさらにより大きな根本的改正を要求され、徐々に

変革そのものの初期理念さえ見失われ。、やがては中断に追い込まれるというヶ－スが多い。

第5 段階・定着過程

この最終段階で、組織変革の有効性（変革理念や目標の実現度）が判断される。組織レ

ベルでは財政克服、行政需要の実施、職務能率の迅速化などの変革目標の具現度が、集団

レベルではセクショナリズムの解消、働きやすい職場環境、部門間葛藤の解決などの達成

度が、また個人レベルでは生き甲斐やモラールの向上、仕事関係や人間関係の改善や満足

度などが、それぞれに評価される。

これらの変革パフォーマンスの客観的測定基準はなお未確立であるが、変革活動に対す

る誘閃（期待）一貢献（努力T）一報酬（満足）の充足度が問われている。全体的に、報酬

は給料や地位などの外的報酬にはなく、極めて個人的・心理的・主観的な自己評価（内的

報酬い こ終始する場合が多い。しかもこの評価は、類似団体との相対比較や対住民への優

越意識に求められ、かつそれを誇張する傾向にある。加えて、この対外的評価や変革意義

の強調は一定期間・一定程度の効果はあるが、時間的経過と伴に常態化する。やがて評価

も無化されるに従い、3 ～5 年後には変革の再検討を迫られるようになる。

推進力は。変革による新しい形態への積極的・肯定的な受容と承認と賞讃であり、「小

さな成功体験｜を共有し、それが彼らの自信と誇りとなることである。そのためには、さ

らに成昌の動機づけを強化する能力主義的施策（抜擢人事、若手起用、能力給、専門職手

当など ）`を頻繁に掌行し、職員研修や人事交流を通して対人関係や職務能力や仕事意欲な

どを向卜させることである。

逆に抵抗力は、これまでに費やしてきたエネルギーの消耗や衰退は避けられず、しがち

可抑、的達成感を味わいにくい行政体だけになおさら潜在的不満を抱かせ易い。職場社会に

は、六まざまな期待と現実の食い違い、新しい行動様式の未定着、役割分担の曖昧性、達

成基塵の不明確性、専門的技能の未成熟など、いわゆる［ 苦痛な感覚］が徐々に増大しつ

つあろ。この「苦痛な感覚 」は改革結果に対する失望やマイナス・イメージによって倍加
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され、進行を早めかっ深める。こうして遂には耐えきれず、変革そのものの否定へと連絡

され乱 それ故ここでは、これらの新旧ギャップを埋める組織学習と訓練こそが重要であ

る。

第6 段階・フィードバック過程

この段階は、①予想外の新しい問題への対処、②システム全体の問題解決、③官僚制組

織構造令体の変革的視点など、変革活動の一般的拡充化を図る、次の新たな変革への準備

期間である。この時期は第1 次改革の疲労やアイディア不足から将来への不安をもち、概

して変革には激しい反発感情を引き起こしやすい。

推進力は、変革主体が再び組織レベルへと移行し、変革の中核グループ（変革推進委員

会など）を設置して、「変革の不断の制度化」（フィードバック・システムの定式化）を

行うことである。ここで変革の意味づけや変革目標の再検討、あるいはさらなる変革化の

モデルづくりを探求する。これはまさにマーチ・サイモン　　　　　　　　　　　　のい

う（革新の制度化I (institutionalization of innovation）であり、変革活動自体の常態

化、サブから全体への発展過程であるといえる。このグループの存在そのものがいわば変

革のシンボルとして、革新的・創造的な組織風上づくりに意欲や士気を感じさせ確認させ

る作用を果たす。変革は一回限りのものではなく、変革価値の内面化による「継続する変

革｜として位置づけられる。ここで彼らを支えているものは何よりも、地域社会全体から

の役割期待であろぺ

だが、クローシェ　　　　　　も言うように、官僚制組織は変革に伴う短期間の危機と

変化より、長期間にわたる安定とルーチンを選択しやすく、再び次の変革を迎えるために

は、「極めて重大な逆機能が発生し、もはや他の如何なる選択も残されていない時に着手

されることになる べ34）のかも知れない。もとちと困難な試行からくる苦痛な体験は、成

員にとかく失敗の宿命的予感を抱かせやすい。また仕事の大変さと疲弊感、無力感と拒絶

感は、「もう十分だ1 という「先行き不安」に駆立てる。さらに当局の終結宣言は決定的

であり、批判的自主的グループが形成されて乱 再び変革への動向が出てくることはあま

りない。

ところでヽ変革過程の現実は必ずしもこのように整序された段階状態にはなく、相互に

前後にグ スし合って複雑な様相を呈している。こうした中で本論の分析のポイントは、

変革字体が各発展段階に対応して複数存在ししかも少しずつ転移していき、変革力（推進
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力と桟抗力）の内容もまた少しずつ変化・変容しているという視点を導出してくることに

あった⌒そして(T〉変革主体に一定の転移パターンが存在すること、②各段階に固有の問題

群が発生していること、③それらに対応して異なった変革力が作用していること、などを

抽出してきた。「変革主体の転移構造」とはつまり、第1 段階のリーダー（首長、助役、

有力メンバー）から第2 段階のフォーマル検討委員会へ、第3 段階のトップの決断と実行

から第4 段階の部課係レベルの中間管理職へ、さらに第5 段階の一般職・個人レベルへと

下降し、再び第6 段階で組織レベルの変革推進委員会へと移っているということである。

このように変革主体は、必ずしも一部特定の個人的人物によってなされるのではなく、

全庁的に拡大発展して「トップダウンからさらにボトムアップヘ」という循環的相互作用

を経て、その集団的意思決定が行われている。さらに変革力は一元的、連続的、必然的な

プロセスではなく、多元的、非連続的、偶然的といった交錯する場で、推進力がより優越

することにより進展していた。変革の困難性はまさにこうした未決状態の前期段階を次々

に引き摺り込みながら絡み合い、人事・情報交流や利害関係が錯綜することによってもた

らされているのである。

変革の成否は、このように多元的重層構造化された力学的発展過程にある争点（変革主

体、問題肛、解決法など）を如何に克服し得たかによるといえるであろう。

第4 節　組織変革の問題点

印m. 進力要因と成否の条件

それではさらに、如何なる要件が変革の推進力により決定的影響力を持っているかを整

理してみたい。一般的には、組織開発の要件として、計画性、トヅプの承認と支援、組織

の効率と健令性の増進などが指摘され、さらに問題点の摘出と明確化、既存組織との摩擦

や利害関係の調整、優れたリーダーと的確なりーダーシップ、メンバーの協力態勢の確立

などが挙げられている。これらについては既に論述してきた通りである。

そこでさらに、これらの諸要因間に共通する推進力をまとめてみると、①変革動機（変

革の必要性を促す理由づけ）と、②変革能力（変革目標を達成するためのエネルギー）と

③変業状況（変革を実行する最適状態）、という3 つを抽出することができる。

まず、①変革動機とは、「何故変革せざるを得ないのか」という不可避性根拠を明確に

し、隼団課題を形成することである。そのための自己認識力や問題洞察力こそすべての変
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革の初源的起動力となる。逆に、この内発的モチーフの不明確性は、現状への不満一欲求

（非現実的願望）→期待（価値理念）一要求水準（変革目標）への発展を曖昧にさせ、変

革の阻害要因＝抵抗力となる。

②変革能力とは、変革主体（成員の人格特性および組織特性）の総合的能力（資質X 年

齢×人数×出身×ポストなど）である。これは、これらのトップリーダーや有力スタッフ

や検討委員会や中間管理職などの、情報収集能力や過去の変革経験、計画力や意思決定力

などの複合力に規定されている。変革主体の能力差を客観的に評価することは難しく、そ

の限界や不在をあまり強調する必要はないが、より決定的なのは「変革努力（持続する意

思力）I であろう。逆に、 この変革努力や意欲の喪失こそ最大の抵抗力要因である。

③変革状況とは、集団雰囲気としての変革ムードの盛上がりや空気づくりが熟成し、絶

好のタイミングやチャンスに恵まれた準備状態を意味する。例えば、内外環境の変革への

期待感、行革風潮、政治的安定期、労使協調などの好機到来である。推進力はこれらの時

間的継起の中で実施され、また逆にこれらの欠如と混乱、対立と不安定期は相即的に抵抗

力を増大させることになる。

これらの3 要因を組み合わせると、変革力の推進力条件として①×②×③のパフォーマ

ンスという見取図が描かれる。つまり、明確な変革動機に基づく実現可能な変革目標を設

定し、成員の総合的能力を発揮できる態勢づくりと変革状況のタイミングを見て断行、か

つ持続する意思力をもって変革に取組むというダイナミズムがうまく適合した場合に、よ

り多く変革に成功しているといえる。

逆に失敗は、これらのディス・コミュニケーションにある。①×②では、変革ニーズ（

モチーフ ）`も変革能力もあるにもかかわらず、与野党勢力の伯仲化やスキャンダルの発生

などで好機に恵まれず、延期→中断せざるをえない場合、①×②では、変革はうまく実施

されたが、その後さまざまな難局に直面し、能力不足と意欲喪失とで中断する場合、②×

③では、潜在的には能力も状況も存在しているが、明確な動機づけや目的意識が見失われ

てい乙場合ヽなどである。もちろん現実的にはこれらの要因がさらに複雑に錯綜している

ことは言うまでもない。

さらにヽ＜組織変革の成否の条件＞について強調しておくと、成功事例に見られる共通

要閃斤しては、（Tで磨 革動機 と②変革能力③有利辿変革状況とのニJンビネーションが極めて

うまぐいっているということである（35）。 つまり、変革動機は集団課題状況としての目的ヽ

理由ヽ対象などが明確に掌握されていること、変革能力は成員の人格特性としての強力な
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リーダーとそれを支えるレジームの存在（とくに有力なサブ・リーダーの参加）、さらに

有利な状況要因として、グループ・ダイナミックスにおける連携協力関係がスムースであ

ること（多数のグループや職員が参加するほど成功率は高い）、および政治的状況も最適・

安定した時期にあること、などである。

また、失敗要因としては、組織行動と人間行動との乖離が大きく、新制度導入には成功

し得ても、それに伴うべき成員の意識と行動の自己変革が行われていない（即ち、「組織

の変革のための個人の変革」（36）がなされていない）こと、またコンフリクト解消に必要

な①職位上の影響力、②適性能力に基づく影響力、③決定に必要な実際の知識や情報など

がパラパラであったこと（37）、さらに総体としては、結局、変革努力の欠如ないし不徹底

ということである。

C2）組織変革の有効性

とちあれ、かくして成功にいたった場合、「組織変革の有効性」という問題が問われて

く乱

では、組織変革の実績評価、即ち変革の有効性はいかなる基準によってなされるのであ

ろうか。行政組織における変茎のパフォーマンスを査定することはなかなか難しいが、大

きく3 つの成果で 見ることができる。それは①管理的有効性と、②社会的有効性と、③変

革的有効性であ乱、とりわけ（I）と②はバーナードの説明概念によれば（38）、有効性（effe-ctiveness

）と能率（efficiency) という判断基準に相当するものである。

（D管理的有効性とは、初期変革目標の達成度であり、さまざまな行政ニーズ（新規事業

の完成、定員増の抑制、財政赤字の削減、コミュニケーションの能率化など）の実現の度

合である。より具体的には、流動的活動体制の成果は、①部内人事移動の人数と回数、②

真議制の印鑑数の減少、③職員数の漸減（人件費の節減）、④職員一人当たりの担当人ロ

量の増大（個人の生産生、コストダウン）などによって測定されている。また動態的組織

によって期待された変革目標は、①変化への弾力性、②意思決定の速さ、③仕事本位の組

織運営、④部門的黒考の廃止、⑤スタッフ部門の強化、⑥主体性発揮の可能性、⑦責任と

権限の明確化、⑧役職地位のキャリア化などであった。これらの測定基準の精確度は、さ

らにぐ共的哲の間題も勘案して検討される必要があろう。

⑦社会的有効性とは、変化に対する成員の欲求充足度であり、それは変革努力に対する

内存的・外存的報m  (認知された努力 ）によって測定される。これは成員の変革体験に対
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する内面的・精神的評価であり、客観的・数量的な尺度化は難しいが、モラール、態度、

動機づけ、仕事への打込み、団結力、凝集性、社会的満足度などが挙げられる。とりわけ、

「困難な変革をよく完遂し得た！という心理的達成感、充足感あるいは参加感に対してよ

り高い満足度が示されている。このような体験の尊重や積極的評価は彼らの“自信と誇り

゛となって浸透するが、しかしともすれば、「これでよし、うまくいった、意義があった」

という自己満足感に終始する場合も少なくない。逆に、挫折感の大きさは決定的ダメージ

を沈潜させ、職員は新しい試みを回避するようになる。しかし多くの場合、なんらかの正

当と認知された報酬を求め、とりわけ他市や住民からの評価や視察に過敏な程の反応を示

し、比較相対的な満足感（「ちょっとだけ違う」）に自足するという傾向が見られる。

とちあれ、変革の成否をどう判定するかは、［どちらがよいかという問題ではなく、ど

んな状況でどちらに重点をおくか］という適合性の問題であろう。その際、①適応的変化

のための柔軟性と機動性、②組織の内部矛盾を契機とする創造的な発展性を達成し得たか

否か（39）が重要な基準になるものと思われる。

この「組織有効性 口こついては、①管理的有効性（変革目標の達成度）と②社会的有効

性（成員の期待充足度）とのうち、とくに行政体においては、②を強調する傾向があるこ

とが判明している。さらに、この心理的・主観的自己満足感はやがて常態化し、変革その

ものの令面的否定や失敗の宿命的予感へとリンクされやすいことち考察してきた。しかし

何故、彼らは変革成果に対して余りにもこうした自己否定的なマイナス評価しかしないの

であろうか（40）。これは、変革経験そのものへの積極的意義づけがまだよく見出せないで

いるからではないかと推察できる。

そこでここでは、組織有効性の第3 ファクターとして③「 変革的有効性」という概念を

付加にて検討したい。この「変革的有効性 」とは「変革経験から学び取った組織学習の成

果I  （41)であり、これは常に新しい変革に立ち向かいうる成員の意識や行動とそのための

可変的組織であるという意義を、多大に自己肯定的に評価する。またこれは組織自体の中

に内在する「変化適応能力」を高め、「変化志向的組織風土」（42）となることを目指すも

のである。

組織学習とはヽ組織変革の結果を評価して、各主体の各過程にあらゆる情報をフィード

バックしていく継続的な問題提起であるといえ’よう。そのために組織全体として双方向的

に共同学習しヽ各段階で生じている特定の組織危機や問題点を明らかにし、さらに新しい

対応策を検討していくことである。前述の「社会的有効性 」がどちらかといえば、、個人
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レベルのモチベーションやモラールの達成度を重視する「個人学習」や「個人成長」であ

るのに対し、組織学習はフォーマルな組織行動としての「組織成長」の程度を検討する。

つまり個人においては、意思決定、コミュニケーション、リーダーシップ、仕事の生きが

いなど、人びとの態度・行動パターンの自己変容過程を問い、組織学習においては戦略的

選択の有効性、新制度の定着度、変革目標の達成度など、全体としての環境適応過程の成

果を問うものである。

組織有効性はマクロな意味で時間軸および空間軸の流れの中において考えるべきであろ

う。時間軸とは、組織変革は`“第1 次機構改革”ですべて終了したのではなく、組織が常

に生成一成熟一解体の過程にあり、いつでも新しい組織化に取組む準備に迫られているも

のと考える。既存の行動様式は不変にして、新しい地位役割関係も未確立、その他、コミュ

ニケーションの欠如や誤黙マンフリクト解消、人事異動、職員研修、新規事業への取組み

など、フォローすべき課題は数多く残されている。この解決プロセスこそ、再調整のため

の最終的な第6 段階「フィードバック過程」である。組織のライフ・サイクル・モデルを

説いたリピット・シュミット・モデル（Lippit-Schraidt model）によれば、組織成長を①誕

生期(birth)、②青年期(youth)、③成熟期(maturity)の3 段階に分けているが(43)、このモ

、　 言 応 仁 言 言
の持続的学

習こそ絶対的に必要不可欠である。このプロセスこそ、組織学習と個人学習とを統合する

令成昌の組織的実践の段階といえるであろう。

さらにもうひとつ、［ 場］としての空間軸としていえば、組織変革そのものは成員の意

思決定パターンや情報処理パターンを変えていくひとつの訓練の場、共同　学習と教育の

場であると考えることができる。あるいは自己利益と他者・全体の利益とを調整する場。K

笠冶
成員の役割分担・協働・団結などの意義を体験させる場、とくに日

子 冪言
職場と権限の仕

事の巾に埋もれ、多すぎる会議と情報不足、無関心と無責任などに忙殺されている同調過

剰型組織人にとって、主体性を回復し、変革と創造的人間への再発見の場となろう。

こらして変革的有効性の組織学習により、成員の知識・情報・体験が相互に交流、伝達

され、合意形成されていく。また組織全体の信頼関係や協働体制の確立、支持と協力関係、

リスク・テーキングヘの志向性、問題解決志向型の組織風土づくりなどが構築されていく

であろう。何よりも成員の心理的エネルギーの昂揚と自信の体得こそ、次なる変革を恐れ

なくずるという意味において高く評価されなければならない。

この概念の根底には、現状を因果的発想ではなく、またある状態（condition ）でもなく、
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“ 成長・成熟への過程（processy にあるという考え方かおる。すべての存在は変化しヽ変

化とは成熟することであり、成熟とは無限に自己を創造し変革していくということである、

これは必ずしも結果変数にこだわらず、「過程プライオリティ」、すなわち変革活動の努

力過程を重視しようとする視座であり√ ククレイ（Buckley, W. ）のいう に過程モデル（proc-ess model

）］（44）である。

従ってこれは、効果的な問題解決的行動能力の増大を意味する「質的変革」であると同

時に、失敗や挫折もまた次の新しい試みへの起爆剤となりうると考える。「一般に、すぐ

解けろ小さな問題を処理する能力が少しずつ発達していくと考えられる。一度この能力が

できると、そのシステムはもっと大きな問題に対処できるようになる。そしてこれこそが、

問題を解かせるように働く圧力、つまり変革への圧力となるのである。」（45）このような

「変革への圧力 」が常に醸成されていれば、それは次のフィードバック過程に結びつき、

絶えざる変革を要請するようになるであろう。

この「変革的有効性」は、変革経験のもたらすさまざまな小さな成功を発見し、受容し、

承認する。例えば、①変転する諸問題に対処行動できること、②不満や苦痛な感覚が緩和

されたこと、③ある一つの弊害をうまく解決したこと、④変革を恐れない気持ちになった

こと、⑤環境を積極的に支配しようとする態度になってきたことなど、自己組織のまわり

の世界と自分自身を正しく認識できるようになる。この経験を通じて学習する自由を入手

し、価値観の変革、仕事の見直し、対人関係能力の向上など、適応性や柔軟性をもって自

らも変化する思考態度が形成される。

ベニスはこれを「体質強化1 と位置づけ、成長発展の機能的自主性をもたらすとして、

次のような資質要素を挙げている（46）。①経験から学び取り、その学習成果を記号化・保

存で浙る能力、②「学び方を学ぶl つまり学習プロセス改善の方法をつくりあげる能力、

③「プロセスに精通する｜ために、自己の仕事ぶりにフィードバックを得、それを活用す

る能力、④自らの運命を方向づける能力、などである。そしてこれらの新しい能力の獲得

により、組織はそれ自体が絶えず自らを作り変えていく自己組織生成的な志向性の強い組

織となり得る。

このような「変で輦的有効性1 を推進力要因として積極的に強調・育成することにより、

環境滴応能力としての変革力はより一層強化されるようになるであろう。

ぼ) 祇抗力要閃と官僚制組織の社会性
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それでは。組織変革の「管理的1 「 社会的 」「変革的」有効性にもかかわらず、依、然変

革が巾断に追い込まれる抵抗力要因の根源を一体何処に求めればよいのであろうか。

変輦はここで最も困難なアポリアに遭遇していることになる。つまり変革は環境動態化

に伴って内部組織の変革の不可避性に追い詰められたが、内部変革には成功しえても外部

環境条件そのものは一定・不変のままであった。従って、この環境状況も変革の対象にし

なければ、まさにリピットが言うように環境一組織の変革時の相互依存性は推進力と同時

に抵抗力の源泉ともなりうるのである。事実、外部環境の圧力はもはや変革の抵抗力要因

として作用している。①地方行政組織は国家・中央官僚制構造の部分的・下位的改革に過

ぎない、②さまざまな政治経済社会的権力構造の枠内で捉えらえられていない、③地域社

会における組織間関係論の欠如、④社会通念としての地位志向性（「社会的階統秩序にお

ける行政官の地位と声価」（47））への無配慮、⑤家族成員からの不評と反発など、組織変

革は外部環境との対応関係においてその変革意義が問われていたのである。つまり組織変

革は今や地方自治体としての存立構造の基盤そのものとして課題となってきたのである。

かつてアルブロー(Albrow.M.) は「官僚制」を7 つの概念に分類したが（48）、これをヒ

ントに整理し直すと（49）、①エリートとしての官僚制（ 地域社会の支配的・特権的・優越

的集団とそのえらさの体現者T）、②純技術的団体としての官僚制（行政エキスパートとし

ての国家権力への奉仕者）、③生活職場集団としての官僚制（労働者や才－ガニゼーショ

ンマン）、④価値担い手としての官僚制（住民自治の代表、コミュニティ・メンバー）と

いう4 つにまとめられよう。そして現実には、とりわけ①と③が結びっき、②の裏付けに

よって国家の執行機関、地域社会の権力集団として位置づけられ、④は必ずしも具現され

ていろとはいえないが、実はこれらの領野まで変革の範躊に含めなければならなかったの

である。

このように考えてくると、「組織のフィードバックと状況適合のプロセスは、すぐれて

組織内政治やコンフリクト解消にかかわる政治力学の問題でもある」（50）といえる。また

バーンズ＝ストーカーのいうように、「どの会社にも業務組織のほかに政治体系と身分構造

が含まれているので、業務組織に組み込まれている権力や身分の機会が組織改革によって

消滅するのを個人的・派閥的思わくが警戒させたためだ］（51）と ち解釈される。つまり組

織変革は「政治力学｜や「政治体系や身分構造」の問題にも連動しており、また外部環境

の「重層的・複合的な社会体系I （52 ）との“不断の交換過程“ でも捉えられねばならなかっ

削 いわば［組織は実に社会の縮図 ］として、国家権力構造や社会制度としての官僚制を
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考えろというマクロな視座をも必要とするものであった。

ま判こ組織変茎の展開過程は、「問題の発生と解決という連鎖的な弁証法的展開をとお

して、組織構造の創造と精緻化と変革に向かう複雑な環境適応の過程」（53）であったが、

組織の官僚制化のプロセスは実は既に社会構造との相互関係において、環境圧力とともに

始まっていたのである（54 ）。従って、今後はこの抵抗力要因としての外部環境そのものを

も変革しかつ乗越えていく論理が展開されねばならない（この課題こそ第m 部のテーマと

なるであろう）。

以上、われわれは組織変革の動的展開過程を変革力の推進力と抵抗力という両面から内

実分析を試み、複数の変革主体の転移構造と問題点の変容過程、あるいは推進力要因と抵

抗力の源泉などを明らかにしてきた。しかし今、より困難な課題に逢着し、①国家や地域

社会における行政官僚制構造との対応関係、②変革モデルそのものの再検討、③新制度の

導入過程の徹底的分析、④新制度を支えきれなかった変革主体の能力開発、あるいは⑤抵

抗力を推進力に転化するための条件の解明、などが眼前に残されている。これらの諸課題

については今後さらに追って取組んでいかねばならない(55)。
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参照。

（55）行政組織は，プラウとスコットの4 つの類型論によれば，「 サービス組織」と「公共

（益）組織1 とに該当し，自治体分析の理論的枠組みもまたこのモデルの適用範囲内に

あ乱 その最主要受益者は「住民」や「一般公衆」とされている（Blau.P.     M.＆Scott,W.R..Formal Organization.1962,p.42;

が，本論の追求結果明らかになってきたのは，

その類型論の混在性と建前性であった（塩原勉「組織と運動の理　論」新曜社，P.89参

照八 限りなく現実態へと接近し，「その主たる受益者は誰か」という観点から分析す

るとヽ「サービス！「公共｜組織が［ 住民サービスの向上のために］という変革目標を

く 汀 A



掲げながらも、サービス過剰、受益者負担論などから結果的に住民白身が被害者となっ

ている。今や行政組織は、民間委託、民間活力の導入、公共企業体、第三セクター方式、

地域産業おこしなど「半官半民化」（官設民営化）しつつあり、いわゆる［ビジネス組

織］化の傾向を強めつつあるといえる。とりわけ~政大財一官二学二の統合化を目指す

テクノポリス構想は、行政組織のもつ多目標、多機能、多側面性が強調され、複合的・

総合的な考察を必要とするようになってきた。

二のように、プラウとスコットのいうごとく 卜公共2　7サービス］型の行政組織という

類型論では現実不適応化（建前化）が進みっつあり、いわゆる「受益者」と卜被害者］

あるいは「加害者」と7 救済者J が一体誰であるのか、が極めて曖昧になってきたとい

えよう（混在化）。実際、本論での組織内部の自己革新プロセスを動態的アプローチ（

状態論ではなく過程論）してみても、複数の受益者群の配置連関構造が明確になってお

り、しかもその受益者群が各変革段階に対応して基本的変化や転移のプロセスを示すと

いう実態が明らかにされてきた。二のような視点からも、1 行政組織を組織として維持

している真の力とは何かごが改めて問われねばならなくなっている。
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第7 章　まとめと今後の展望一 関係性の変革-

われわれはなんとか行政官僚制組織の伝統的・本質的な核心部分を見出し、その重要性

を指摘することができた。この指摘は大きな意味かおる。それは組織変革の困難性の根拠

であると同時に、日本的行政官僚制を支えている構造的根幹でもあるからである。組織変

革は、この根源的問題に直面し、そのコアの部分をどう変えていくか、どう切り崩し、ど

こに突破口を求めていけばよいかが示唆されているからである。

これまでの組織変革においては確かに、この中核部分まではあまり変えることができな

かった。多くの自治体が理念や制度までは変革したが、そこに生きかつ支えている職員の

意識変革までは十分に達成することができなかった。ましてや日常的な職務関係や人間関

係の思考態度を変革することは極めて難しく、ここにひとつの大きな限界点があった。こ

こから、変革には理念や制度だけでなく、生きた個人や職場、あるいは外部環境といった

連環的構造の総体的変革の必要性が、すなわちそれらすべてを組込むことが必須条件であ

るということがわかってきた。内部変革だけでなく、官僚制総体に関わる内外諸環境の諸

要因を変革対象にしていかねばならなかった。あらゆる歴史的累積と現存在とを包括的に

変革していかねばならないという歴史的構造論的アプローチを必要としていたのである。

「国家官僚制」や「官僚制社会」によって規定、拘束されている限り、そのものをも変革

対象にしていかねばならない。しかもそれは、普遍的な支配体制として重層構造的に深く

内面化されており、それらの根本的・同時的変革こそが必要不可欠なのであった。

以上の認識を踏まえた上で、ひとつの方法論的視座を提起したい。この論理は、まず自

分を知り、自己自身を変えることにより、その周辺が変わり、対人関係や職務関係が変わ

り、やがて自治体や外部環境が変わるという発想である（[ 図2 －22] を参照されたい）、

これは自己変革を達成した上で、組織集団の在り方を変えていくという変革論理である・

いわぱ関係の在り方を変えていくという「関係の意識の変革」という方法である。このよ

うな「関係性の変革」の視点として、（1) 職員自身の自己変革、（2)  自己と他者（組織・

職場内の対人関係・仕事関係）との関係変革、（3) 中央政府との関係変革、（4）地域住民

との関係変革など、それぞれの変革が求められているといえよう。

（1）職員自身の自己変革とは、主体者としての「個の原理」を確立し、自己支配、自己

管理能力を高めていくことである。職員自身の自由・平等の自覚の達成と高揚が必須であ

る。そして個と個が向かい合う自律的精神生活を営為レ 自主・独立した個性的な人間間-376-



係を形成する。より具体的には、「個人責任の名において」自ら判断し、個人担当制の職

務活動に慣れる。少数精鋭主義の徹底化を図る。さらにトップへの直接参加、ボトムアッ

ブ方式を活用する。仲間間の相互依存、協力関係のみならず、職員階層間のコミュニケー

ションを活発化する。そうした中で被管理者、ヒラ職員といった意識を払拭し、抑圧的対

人関係を改善していく。とりわけ情動レベルでの権威主義依存からの自己脱却を図る。

組織内において、こうした個人の自立化か困難であることは既知の通りである。しかし

これは当然の出発点の確認にすぎない。「自己の意識が変わる」ということは、従来の“

他者”（トップや上司あるいは法制度など）の存在を前提にした行動を、いわば逆立させ

た関係の在り方に転換していくことである。これは、変革の困難性の要因分析で挙げた「

地位過敏性」や「比較妄想性」などを止揚していくことを意味する。そのためには、まず

自己自身の社会観、人間観、組織観に基づいた新しい職員像を自覚し、それから他者との

新しい関係の在り方を摸索・探求していくことである。

もっと「個人責任の原理」を追及し、その制度的保障を確立する。そもそも復活や中断

の主因は動態的組織そのものに欠陥があるのではなく、その具体的な管理運営に不慣れで

耐えきれなかったためである。「すぐ上司を求めたがり、すぐ部下をつくりたがる」官僚

的性格（集団的思考）から離脱しえていなかったのである。命令系統の一元化を好み、指

導を求めたがる習性がなお浸透していた。ヨコの個人対個人、仕事対仕事という並列的関

係が依然として確立されていなかったのである。こうした現状を確認しながら、変革理念

をどこまで耐えて持続し得るかだけが、変革過程において最も問われていたことである。

この「自己管理能力」（当事者能力）の確立こそ、第5 章で述ぺだ権威的なものに依存し

やすい性向（地位志向性）を自己成長させていく転機として、自ら選択する意思力や判断

力となるものである。

(2) 次に、自己と他者との関係において、組織集団内部の対人関係を変えていかねばな

らない。市長、中間管理職、同僚、職員、組合といったグループ・ダイナミックスの中で、

より徹底した職員中心主義の「職員自治」を確立する。これは庁内民主主義としての全員

指導体制ともいえる。役割分担においてできる限り同等の責任と権限を行使し、対等な専

門分化を実施する。できるだけ共同管理・共同参加・共同決定方式を具現化レ 「徹底し

九分権的管理方式」を実践する。そのための権限委譲と職員研修を充実させる。また職場

会議、意思決定会議、事務連絡会議などの質量的改善を早急に図り、「共同経営的管理体

制」へと移行していくことである。
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地域住民に新しい市民像（市民参加）を期待する以前に、職員自身がまず新しい関係の

在り方（職員参加）を実現し得るか否かが優先的に問われている。このような関係の在り

方は、事例分析からも判読できるように、変革理念の具体化、すなわち現実的な実践過程

において殆ど挫折していた。これは職員の意識が従来の伝統的公務員像を残存し、どうし

ても上司対部下、管理職対一般職といったタテ関係が強く、相互的信頼関係がなお確立さ

れていなかったためである。「職員自治」の確立は、地位志向し権威ヒエラルヒーの再構

築へと上昇しやすい性向を、もう一度、構成員メンバー間の機能的役割関係の在り方から

問い直すひとつのモメントを与えるに違いない。mm と人間の新しい関係性を繰返し再検

討することにより、職員総体の価値志向を変えていくしかないのである。

（3）対中央政府（上級官庁）との関係においては、従来の上昇志向や中央志向を大いに

反省する。これは国や都道府県との関係変革であり、「地域住民のために」「市民のため

の行政」という「自治体優先の原則」を確立することである。市民の側からの行政需要を

重視し、住民生活の優位性をさらに確認する。自治体は地域社会において、住民のために

存立するという地方自治の理念や根拠をもっと浸透させる。上級官庁の執行機関としてだ

けでなく、逆に住民要求の実現機関（先端行政）として位置づけかつ強調していかねぱな

らない。そのための自治体の自治能力や管理能力が問われているのである。このような「

地方自治」「自治体の自治権」「地方政府」などの確立は、上級官庁へと上昇志向しやす

い思考バターンを乗越えるひとつの契機を与えることになるであろう。

(4) さらに、地域住民との関係において、住民のひとりとして地域社会を管理するとい

う「住民自治」への発想転換が必要である。職員は公務員、組織入、労働者である前に、

ひとりの「生活者」である。長い人生をその地域で過ごしていくひとりの人間である。職

員はいわば、「地域の代表として」、また「住民のひとりとして」行政に参加しているこ

とになる。この論理の根底には、「私自身が住民なのだ」という地域生活共同体的な意識

がある。自らもまた一人の生活者として市民の声を捉え、住民の側から問題を考えアプロ

ーチしていくのである。当然、この生活者イメージの中には、「家族の一員として」とい

う視点も含まれる。その地域社会で生まれ育ち、やがて死んでゆく大衆、生活者として言

動する。住民本位の現場中心主義や地域性原理を導入する。そしてできるだけ住民の実態

に即した要求を実現していく。「住民自身として、自分かちの住む街をつくるのだ」とい

う姿勢で計画・実践過程に参画していくことである。

ここにあるのはヽ「住民のためにサービスしてやる」という思考ではなく、「自らの筒
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題を自ら処理解決していきたい」という発想である。そうすることによって、住民の中か

ら選ばれた地方エリートであるという優越意識からも解放されよう。このような「住民自

治」の確立により、住民との対応関係において常に「下降志向」し、官民格差的発想をも

ちやすい性向を乗越えていくひとつの契機を与えることができる。そうして外部集団との

関係が自閉化せず、もっと開かれたものになる。そのためには、当局や組合との住民共闘、

民間人の登用、地域住民の参加システムづくりなど、新しい変革の方法が摸索されていか

ねばならない。

こうして「関係性の変革」を達成しながら、公務員像の自己転換を図る。整理すると、

（1）の自己変革から、人間としての「自己管理」の在り方を問い、(2）の組織内における

他者との関係変革から、組織人としての「職員自治」の在り方を摸索し、(3）の中央政府

との関係変革から、地方公務員として「地方自治」の根拠を再検討し、さらに（4) の地域

住民との関係変革から、生活者としての「住民自治」の在り方を探求していくということ

である。このうち、(3）の地方自治体論は比較的検討されている分野で、当局と組合との

関係、賃金闘争、職場改善闘争、政治経済的闘争など盛んに論考されていろ。(2）の職員

参加と（4 ）の住民参加の在り方が徐々に着手されているが、何よりも（1）の自己管理能力

を向上させる方法こそもっと追及されていかねばならない。

このように自治体は、決して自己完結的組織体としては存在せず、現実的には国家社会

の日本官僚制史の流れの中で、複雑・巧妙に重層構造化されている。こうした史的変容過

程において、新しい制度導入がどのような位置づけにあるかという意味が十分に掌握され

ていなければならない。変革とは、このように絡まっている諸関係の総体を、一つひとつ

解きほぐしていかねばならないということである。そしておそらくは、このような関係論

的視座構造からの組織変革が、アイデンティティ・クライシスから地位志向へと直結しや

すい職員の性向を、今一度問い直し、新しい方向性を見出す契機を与えてくれるであろう。

官僚制組織変革の論理は、新しい理念（流動的活動体制や主管者制度や能力実証主義な

ど）が失敗し、復活していく環帰過程において、本当に変革すべきポイントが何処にあっ

たかという分岐点を問うことが重大であった。組織の支配原理の中に再び組込まれてしま

うその分岐点において、変革を持続していく新たな理念がさらに導入されてこなければな

らない。よしんば形式的に課制復活されたとしても、長い官僚制史において、r この変革

の意義が何であったか」「如何なるインパクトを与えたのか」を読取ってこなければ意味

がない。復活すること自体が問題なのではなく、その復活によって心理的に満足してしま
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う志向性こそが真に問われるべき問題なのだ。復活してもおそらく元の意識には復帰しな

いであろうが、その体験の意味内容の深化と今後への展望を見出してくることが、むしろ

より重要なのである。

鹿沼市のある幹部職員は次のように語っていた。「職員の体質をどう変えていこうとし

たかが第一であって、そのためにどういう改革をするかという姿勢で関わった。全職員に

問題提起したのだ。」と。

どういう組織モデルに変えるべきだという理想的な理念型はありえない。それは常に環

境条件が変わり、その時の状況が要請するように柔軟に変わっていけばよいからである。

むしろ大切なことは、組織と人間がいつでも新しい変化に柔軟に対応し得る判断力や実行

力を保持していることである。変革モデルや価値理念が現実を変えるのではなく、それは

ただ状況に対峙し誘発するだけであること、従って職員が具体的に新たな役割関係を具体

化し変革していかない限り、理論や観念が現実に定着することはありえないということで

ある。つまり、組織変革はひとつの契機に過ぎず、むしろこれを機会に人間（職員）と全

体的組織風土との変革こそが大切なのだ。「自分が、あるいは自分たちが5 年前に比べて

どう変わったか、どれだけ成長したか」ということが大切なのである。

結論すれば、日常的・現実的に自己自身の変革を媒介にしながら、仕事関係や人間関係

の在り方をどのように変えていこうとしているかが真に問題である。変革の限界や困難性

は最初から見えていたともいえる。ホンネの部分で言えば、「どうにもならない」と悲観

的にならざるをえないかもしれない。こうした見通しは当初から共有認識されており、敢

えてそれに向かい合い、対決し、試練に挑戦してきたはずであった。それゆえにこそ、こ

うした自己体験から確かな根拠を学び取ってくれることが大切なのである。

そこでヽさらに自治体史の流れにおいて、いくつかの変革の指標を挙げてみよう。

（1）内部組織において、職員一価値理念一職場との3 者関係の変革が、相互的・同時進

行的に行われているかに注意する。変革理念の制度化は実施されたが、運営上の混乱は何

かヽ役割遂行上の支障は何か、未成熟な意識変革のために如何なる研修が必要であるか、

といった視点から見ていくことである。

(2）今日的時代社会状況において、自治体級員の思想問題、関心領域、仕事観などにつ

いての実態を明確に把握する(  若い世代の地位離れ、レジャー志向など）。職員が何を期

待しで行動しているかという視点を√

り変革の過程的なものを重視することである。この「プロセス・プランニング」により。
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変革を長期間構造連関的にかつ不断にフィ―ドバックしながら課題解決していくことがで

きる。アイデンティティの探求対象はすぐれて時代的・組織病理的な不安を反映している

からである。なかんずく今日の組織管理においては、ともすれば人間の精神（個性や創造

性など）は抑圧され、存在感の危機意識はますます高揚されている。こうした職員心理が

非合理的・情緒的不満を噴出させ、没人格的でない人間としての組織参加を期待し、受身

の管理体制から自主管理を要求し始めている（1 ）。こうした職員心理の新しい価値志向

性をより敏感に察知していなければならない。その際、問題状況は同じであっても、これ

に対応するパターンはさまざまであり、共通な解決法はない。それぞれ個別に試行錯誤し

ていかねばならない。基本的にはその環境状況における彼ら自身の洞察力や行動力・意志

力の問題なのである。

（3）変革理念の実践過程においては、職員の伝統的体質としてある意識や認識や価値観

をどれだけ変えることができるか、さらに態度や行動のレベルでどれほど変わったかとい

う追求が必要である。根底において不変であるのか、もし変わるとすればどのように変わ

っているのか、の追跡調査が不可欠である。そしてブラスに変化した部分のイメージ・ア

ップを図り、徹底的に確認・強調する。各自治体は少なくとも変革理念を理解し、その必

要性を認識するレベルまでは到達したはずであり、さらに次の段階への移行がより持続的

に検討され実施されているかどうかを判断することである。

（4）主管者制度の導入により、課長、課長補佐、係長クラスまで権限委譲が下降してお

り、さらにこのような分権化をどの階層にどの程度委譲し充足していくかを問わねばなら

ない。今までは三役への権限集中か、せいぜい部長どまりであったのが、とにもかくにも

主幹・主査クラスへの委譲拡大の可能性が体験されたのである。トップの不安と不信に応

えながら、「権限委譲の原則」を実施し、さらに制度的確立を図っていく。こういう意味

で、集権から分権への可能性部分をもっと徹底的に促進する。これが住民運動との関わり

で地域社会住民にまで委譲されていけばより民主化が達成されるであろう。

（5) 従来、労働の動機づけとして立身出世や役職制度があったが、それに代わる新しい

生きがいの対象をつくり出さねばならない。既にわれわれは職員の地位志向性に難題かお

ることを見出した。これに対して、理念先行型の適用には限界かおり、それゆえ下からの

職員二－ズに慎重に配慮しながら、その志向性を転化させる代償的対象を考え出さねばな

らない段階にきている。上からの形式論議を一歩超え出ろ内実性こそが問われている。仕

事そのものに生きがいを見出し、専門担当の職務や役割遂行に関心を持ち、また持たせる
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ためにどうすればよいのかなどを探求していかねばならない。批判するばかりでなく、そ

れに代わる本当に新しい生きがいの探求を具体的に供与していかねばならないのである。

注

（1 ）新しい組織変 革の理念として、（1)  部門主義→個人主義、べ2)  身分主義→仕事主義、

（3 ）職能主義→課題中心主義、（4）年功主義→能力主 義、（5）官僚組織→動態組織、

へと転換してきているといえよう（清水 勤「組織開発 の日本的展開」『組織科学 』7-4

、1973 、p.27. ）。　 ｀
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第 退 部 住 民 参 加 と 開 放 型 行 政 組 織 の

構 築 に 向 け て



第m 部　住民参加と開放型行政組織の構築に向けて

は じめ に

自治体の存立基盤はもともと外部環境（地域社会や団体や住民など）の行政二－ズにい

かに対応（貢献）しているかである。「住民のために何かできるか、何をなすべきか」が

あらゆる原点である。行政組織はそのための手段にすぎない。従って組織はいつでも、い

かようにでも、ソフトにフレキシブルにかつダイナミックに自己変革できなければならな

い。現在、各自治体では、行政環境の大きな変動に対応して、さまざまな解決すべき行政

課題に迫られているが、このうちとりわけ、住民と行政との新しいリレーションシッブ（

住民参加型のオーブン・システム・モデル）が摸索されている。しかもそれは単に参加活

動（参加志向）を強調するだけでなく、「どういう方法で、どの程度参加し、どれだけ満

足したか」「政策決定過程にどれだけ影響力を与えることができたか」といった、実質的

有効性感覚の体験が期待されている。いわば参加の形や量から質への時代を迎えつつある。

このような新しいシステムづくりに意欲的に取り組んでいる先進的事例を挙証しながら、

自治体変革の方向性について検討していきたい。

本m 部の主たる問題関心は、地域行政の現状分析と課題発見から、問題解決に結びつく

新しい行政組織のありかたを探ることである。地域に根づいたまちづくり型自治体組織と

はどうあるぺきか、どのように運営されるべきか、「新しい自治体組織をデザインする」

というコンセプトにそって、できるかぎり先端的なイメージを探求することにある。

自治体をとりまく内外環境条件の変化から組織変革はもはや不可避であり、とりわけ住

民の庁内意思決定過程への直接参加意欲が高まっている。そして「開かれた行政組織」と

しての新しいルートとルールのシステムづくりが徐々に実行、確立されている。そのキー

ワードは「住民参加」と「開放型組織」という理念である。「住民参加」とは、「住民の

行政参加」への要望が高まり、本庁一支所・出張所一住民間の地域内組織や施設のシステ

ム化か求められているということである。これに対して行政組織は、ネットワーク型組織

への自己変革により、「行政組織の住民への開放」施策をさまざまに試行している。住民

と行政との新たな関係性はおそらく、このような双方向性で再構築されていくてあろう。

問題は両者の対等な関係性を具体的に、いかかる形態で、どう変えていくかである。

そのために、できるだけ新しい時代における新しい観点から新しい課題を抽出し取り上-383-



げることに努める。とりわけ最近の行政組織変革に関する調査と分析から、多くの事例を

多用する中で新しい傾向性を見い出すようにしたい。具体的には、「住民参加システムと

しての地域会議モデル」「中間施設や組織のネットワーク化」「地区ネットワークセンタ

ーとしての出張所の新しい機能的自律性」「環境ニーズに対応しうる自治体組織総体のビ

ジョンづくり」あるいは「まちづくりシステムとしてのまちづくりセンター」などを明ら

かにしていくなかで、自治体組織総体の新しいありかたについて検討する。

第1 章　地域社会の変化と行政組織の対応

第1 節　地域社会と組織的対応の考え方

例えば、大気汚染、水質汚濁、工場汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭など、さまざま

な都市公害の発生は、それに反対する各種の住民運動（住民参加）を生んできた。しかし

既成の行政組織は、必ずしもこれらの住民意思の有効な反映ルートとはなり得なかった、

にもかかわらず、住民の地道な活動は行政の態度変容を迫り、徐々に行政組織の刷新を迫

ってきた。あるいは、住民のエネルギーが動かぬ自治体や遅れた政策を変えてきたともい

える。住民は形骸化された「参加制度への参加」（participate in participation) 、「包接

あるいは包絡」(involvement or inclusiveness ）というリスクを犯しながら、自分たちの

力で新たなルールをつくり出してきたのである。それは端的にいえば、従来の役所本位の

閉鎖的組織ではなく、開放的で住民本位の組織とは何かという問いかけてあった。

このような住民参加の要求は、明らかに行政組織の責任を問うている。だがそれは同時

にヽ一方的に自治体に責任転嫁するのではなく、住民自身もまた役所との共同決定・共同

責任を連帯して負うということを宣言しているのである。なぜなら、「自治」の担い手は

あくまで住民自身であり、その住民自治は自ずから治まるのではなく、「自ら治める」と

いう原則によるからである。この原則論について、的確に表現しているのが次の文章であ

●　●　●　●　●　　　　　　　　　　　　　　●　●　●　●　●　　　　　●　●　●

る 。 「 市 民 は 行 政 の 客 体 で あ る ま え に 、 自 治
石
主 体 で あ 叫 言託 者 で あ り 、 職 員 機 構 の 監督

にあたる長と議会の両代表機関の選出者であり、市民はこの資格において、長と議会の行

動を統制しようと努めるのである」（1) 。こうして住民は、いつも行政が守ってくれる゚

ただ協力すればよい、といった発想ではなく、「共助・自助・自立・自主管理」とい゛た
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新しいイメージへと脱皮してきたのである。

このような民主主義原理の確認こそ、現代の切実な課題といえる「参加」と「開放」と

いう概念の検討にとって、不可欠な前提条件である。われわれはこの前提に立って、行政

側の基本的対応の仕方を考慮していかねばならない。つまり、「生活はますます複雑にな

りつつあり、問題をすべて代表に委ねることはできない、と論じられている。代表は正し
●　 ●　 ●

い決定に到達するためにはしかろべき助力を必要としており、かかわりあいをもつすべて

の人々との討議のための機会が用意されなければならない」（点線は筆者、スケフィント

ン報告書、1969）のである`。

従って行政側の基本姿勢としては、「住民とともに考え、ともに決定し、ともに行動す

る」という論理と手法が要請されている。この考え方から、以下にいくつかの組織的対応

のおり方について述べておこう。

①　行政組織は職員や役所のための組織ではなく、住民のための組織である。

②　すぐやる課だけでなく、すぐやる職員、すぐやる自治体でなければならない。

③　職員は市役所のための職員ではなく、住民の代理・代表としての職員である。

④　仕事は地域社会全体に目を向けた行動基準に従う。

⑤　住民全体・住民参加・参画型の行政が難しいならば、住民自身が行政機構を使えるよ

うな制度に切り変えていく。

⑥　基本的には行政指導型から住民指導型へ、住民主体・行政補完へと移行する。

このような住民と行政との新しい関係について、その基本的な変化をまず認識しておか

ねばならない。

第2 節　地域社会と組織的対応の現状と課題

新しい自治体組織のイメージとして、住民意思を反映させる参加型の行政組織という、

いわゆる住民参加型のシステムづくりを志向していることを確認した。それでは行政側で

は、住民と行政とが直結するどのような新しいテやンネルづくりに取り組んでいるのであ

ろうか。

住民ニーズに対応すべき行政組織は、組織のセククショナリズムや変化を好まない職員

体質に陥っており、必ずしも有効に機能していない。とりわけ、責任体制の不明確性につ

いての行政批判は手厳しい。そこで組織的対応としては、案件が（1）受付窓□で処理でき-385-



る問題、(2）担当部門で処理できる問題、（3）全庁的な関係部局との連絡調整を経て処理

できる問題、などに分けるべきであろう。次いで、決裁手続きのフローテャードを作り、

受付案件の決裁過程が明らかになるようにする。主管部課を確認し、その責任者名を明示

して、その案件についての全責任を負い、申請者に責任をもって回答するようにする。つ

まり、受付一回答一事後処理の経過報告などの一連の流れがわかるような事務処理体制に

変えていくことである。

このような事務処理体制として、従来の部門では処理しにくい新しい問題や横断的テー

マに関しては、新設課（例・えば、武蔵野市の花と緑の課、岡崎市の国際係など）や推進本

本部を設置して対処してきた。一般的には、いわゆる「組織の動態化」が盛んに採用され

ている。これには第H 部で詳述したように、大部大課制（課係制の廃止）、流動的活動体

制、マトリックス組織、タスクフォース、ワーキンググループ、コーディネーター制度あ

るいは提案制度や兼任制などかおり、多様な形で導入されている。

とりわけ新しい行政課題に対応する組織としては、第1 に、迅速な事務処理体制として

の「すぐやる課的組織」がある。これは市区レベルで18.2％が実施されている（ 円83 年

度）。このような組織は、行政機構の行き過ぎた拡大細分化、セクショナリズムの醸成、

モラールの停滞、コミュニケーションの不徹底、財政の硬直化などを是正する一つの処方

亜であったといわれている（2) 。例えば、代表的な松戸市は、1969年以来、「すぐやら

なければならないもので、すぐやり得るものはすぐやります」をモットーに「すぐやる課」

を作って行政サービスの向上を図ってきた。年平均の受理件数は約3,000 件、これを7 人

の職員と委託業者で処理してきた。種類別には、土木関係の横断管の掃除、道路補修、道

路の残土処理などが非常に多く、全体の86.2％（1985年度）を占めている。これは「市民

生活に直接影響があるもので、すぐに解決しなければ市民が快適な生活を営むうえで障害

となるもの」を迅速に除去・処理していこうという体制を確立したものであるノ

役所とのパイプ役として、行政の信頼性の確保に大いに役立っている。もちろん、すぐや

る課だけでなく、役所全体がすぐやる組織、住民のための職員でなければならないことは

言うまでもない。

第2 にはヽ「地域担当制」が挙げられる。住民とともに考え行動し、地域の総合行政の

主体たるべき職員は、常に、実務と実践レベルに眼を向けていなければならない。このこ

とは市行政が夕子割型の仕事とヨコ割型の地域課題との接合部分に目を向け、何か問題で

ありヽいかにそれを解決していくかという対応を図ることである。そのために、地域担当
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制（習志野市）や地域相談制度（仙台市）は、行政窓口を住民の玄関口までもっていき、

市行政が民意を積極的に収集し、反映させようとしたものである。これは行政が住民の理

解と合意を求めるシステムである。習志野市で実施する「地域連絡委員制度」（3 ）は、

「担当地域に出向いて、御用聞き的に都市設備の未整備の実情を把握し、町づくりという

観点から市民の要求をそれぞれの担当行政部門にオンラインさせる任務が課せられている。
●　 ●　 ●　 ●

市民の生活実感や地域の実態よりとらえることにより、行政サービスを受けとる素人とし
●　 ●　 ●　 ●　 ●　 ●　 ● ●　 ●

ての市民の立場から、担当職員が、それぞれの行政専門家である担当部門にその意見をも

ってゆくということになる。」（∠I）（点線は筆者）。また伊丹市の「地域担当員制度」

は、次のような仕組みである。各ブロ ンヽクに一部の参事を置く独任制、市長直属の位置を

占め、日常の活動報告はすべて市長、助役に直接に提示され、市長の裁定を仰ぐという方

式である。担当員は、市長が必要に応じて開催する「地域担当者会議に出席して、地域情

報の交換や各種の連絡調整を行っている（5 ）。

地域担当者は、多数の住民にできるかぎりの行政情報を提供し、かつ住民ニーズや反応

を鋭くキャッチして、住民と行政との連絡調整役としての任務を果たすのである。この制

度は一部・少数の運動や団体からの影響力ばかりでなく、草の根の住民参加として住民の

声を代弁することができる。しかし一方、担当職員（とりわけ管理職）にとっては、職場

のみならず家庭にあっても24時間体制で公務員としての仕事をしなければならず、休めな

いので疲労困態しているという問題がないではない。

第3 節　地域社会と組織的対応の今後の方向

（1 ）公開の原則

「住民とともに行動する」住民参加型の行政組織が名実ともに実効性を確保していくた

めのキー・コンセプトは何よりも、開かれた組織として必要な「公開の原則」である。住

民は、どのような政策内容が決定されたのかというよりもむしろ、なぜその結果が選ばれ

たのかという、意思決定過程そのものを知りたいと思っている。つまり、過程の公開、過

程への参加を希求し始めている。従って自治体としては、政策、計画、人事、組織、審議

会などのあらゆる側面（情報や資料）を開示していかねばならない。「政策の決定・執行

・管理の各段階に、市民が参加しうるようなシステムをそれぞれの自治体の特殊性に対応

し組織しなければならない」（6 ）のである。
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この公開の原則をもっと徹底して推進すべき行政課題はたくさんあるが、とりわけ次の

ようなものが重要であろう。

1) まず、情報公開である。広報紙は、お知らせ広報から政策広報へと切り変えていくぺ

きである。市政だよりを含めて、自治体が知らせたいことと住民が知りたいこととの間

には大きなギャップがある。市の政策形成過程について、住民の要求や意見を「住民に

問う」という機能が十分に果たされていない。住民もともに責任をもちたい、という共

同の意思決定方式には、十分な情報の提供が行われなければならない。そのための情

報公開には、①十分な判断材料の提供、②政策の客観的なブラス・マイナスの明確化、

③複数選択肢（代替案）の提示、④原案から決定案までの継続的・反覆的な検討、など

の諸条件が必要である。

2) 地元住民への説明会の開催も、行政側の一方的な計画に対して、住民は根強い拒絶反

応をもっている。住民は身近な問題について、自分たちの納得のいく方法や内容でやり

たいという意見をもっている。そのためには、基本構想など初期の計画策定段階から継

続的に住民に参画させる、いわゆる「政策決定過程への参加」を制度化することが考え

・　られる。

3）対話市政や参加市政のために、公聴会が設置されている。しかしこの公聴会は、関係

住民の意見を開くことが中心で、ともに討議し審議して決定過程へ反映させるという仕

組みにはなっていない。従って、事業の説明会をどのようにもつか、公聴会をどのよう

な運営にするか、などについての有効なシステムのあり方を検討しなければならない。4

）審議会についても、行政の隠れ蓑的存在といわれ、著名人や高齢者が揃っているだけ

でヽその形骸化が指摘されている。その改善のためには、人選の偏りを防止するための

合議機関を設け、委員会の公開、民間人の起用、一般市民の公募などが考えられる。専

門委員に外部からの民間人を加えることは、いわゆる官僚体質を打破する好機となるで

あろう。さらに議事録の公開も検討すべきである。

（2）地域会議方式への試み

行政過程への直接参加に対応する「行政組織の開放化」は、いわぱパラレルな関係にあ

って徐々に拡充されてきている。その組織的対応は、例えば、区民会議（横浜市）、住民

協議会（三鷹市）、住区住民会議（目黒区）、市民委員会（武蔵野市）、地域事務所構想

（世田谷区）などの新しいシステムづくりであろう。

これらの地域会議方式には、次のような特徴かおる。各地域の要望を地域会議で調整レ-388-



企画調整を通じて市長査定に提案したり、地区基本計画構想委員として参加したり（いわ

き市）、地区代表者会議で決定した内容を市の実施案とするというように市長権限の一部

を委譲したり（三郷市）、地域担当者が出席して地域予算会議を開催したり（習志野市）、

などである（7) 。それはいわゆる住民と行政との共同決定のあり方を摸索する試みであ

る。もちろん、議会（最高議決機関）や市長の権限（最高意思決定機関）と抵触しない範

囲で、政策の形成・決定過程への影響力行使としてである。今のところ、その影響力に何

の制約的保障もないことは言うまでもない。

しかし、ここで見るべき新しい傾向は、市民相談や支所・出張所などが庁内事務局とな

り、討論資料や議事録の作成、関係機関との連絡調整、会議の準備など、その運営と推進

にあたるようになってきていることである。「関係局は区民会議に対してその所管事務事

業に関して積極的に提案するとともに、区民会議から求められた資料の提供、会議への出

席、説明及び討論への参加、要望事項の回答、事業への意見の反映等を行わなければなら

ない」（横浜市）と規定しているところもある。

これらの地域会議方式に幹部職員や一般職員、職員組合などが公式・非公式に参加する

ようになっている（“職員の住民参加”といえる）。とりわけ住民の立場に立つ地域( 地

区）担当員の存在と役割は大きい。彼らは住民に資料や情報を提供し、討議を活発にする

とともに、住民の意見を組織内に伝達するという媒体的な役割を果たしている。担当職員

が市民として市の施設や行事（イベント）に参加し、市民とともに問題発見や紛争解決を

討論し、共同で原案をつくり、新しい政策を立案して市に提案・交渉・建議するというス

タイルである。いわぱ行政の専門家としてのプロと地域生活に精通したアマとが、それぞ

れの視点から政策立案へと接近・影響・関与し合うという関係（ルート）が創設されつつ

ある。これは、「一体、誰が自治体政策を決定するのか」という問いに対して、おそらく

「ともに地域に生きる者全員である」ということになろう。

とりわけまちづくりやむらおこしは、自治体（職員）と住民団体との共催事業( 決して

主催や主導型ではない）によって実施されるようになってきた。「上下関係ではなく、そ

れぞれに独自の役割を担う対等な主体として新しい協力関係に入る時代である（8 ）とい

えよう。

かくして自治体は、公害対策などの苦情や不満の事後的・救済的な対処療法型から、よ

り広いパースペクティブをもった予防政策型へと自己転換を図っていかねばならなくなっ

てきた。新しいまちづくり政策は、逃げや押さえ、根回しやポーズなどの態度や閉鎖主義-389-



管理主義、権威主義などによっては形成されない。今後、自治体が環境適応型の新しいシ

ステムとして求められていることは、地域の生活課題に立脚したまちづくりに即応できる

行政組織の開発であろう。

(3）職員への期待

そのためには、部課係内セクショナリズムから脱皮し、将来の市や市役所について考え、

地域全体の現状を把握し、日本国家や国際情勢について理解するというような視座を無限

大に拡大し、地球・世界から再びその自治体にいる自分自身を想定するというような柔軟

な発想の展開が必要とされるということは、既に第I  部第1 章の［図1  －1 ］で述べた通

りである。

そうした将来の職員像に期待されていることは、行政の専門家としての地域プランナー

アドバイザー、コンサルタント、オピニオン　リーダー、ムードメーカー、オルガナイザ

ー、プロデューサーなどである。組織像としては、よりよい地域社会を創造するための頭

脳センター、シンクタンク、ネットワークセンターなどである。

要するに、これらのイメージから共通していえることは、都市（地域）社会における行

財政の経営について信託された自治体のメンバーであるといった感覚や発想を全職員がも

たざるをえないということである。少なくともこうした厳しい事実認識を強いられてい乱

例えば、―村一品運動、総合商社化、自治体株式会社論、などがしかりである。県でゴル

フ場をつくって町村役場が経営管理する、また観光センターや別荘を自治体半分・住民半

分（全村民出資など）の共同資本で観光開発株式会社を設立し、住民本位の経営を行う、

などの事例も出てきている。企業が新製品の開発をしなくなれば倒産の危機に見舞われる

るのと同様に、自治体が都市経営のまちづくりに失敗すれば、地域産業の地盤沈下と低迷、

人口流出と過疎化などを招来する。今日の自治体職員は、自からの手で地域資源を有効活

用してその活性化の方途を探らなければならないのである。

第4 節　地域社会に開かれた行政組織一一住民参加と組織開放-

さてそれでは、住民と行政との対応関係において、現代社会の時代的要請として期待さ

れている課題、いわばわれわれが「時代の宿命」として、学問上の新しいテーマに措定し

問題定義して成熟的に追求していくべき対象とは一体何であろうか。

さまざまな課題が考えられるが、とりわけ「官僚制化」や「官僚主義化」の構造丿
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的メカニズムの解明については既にかなり進められてきたといえよう。その結果、官僚政

治、官僚支配、官僚社会といった諸特質は徐々に明らかになっている。テクノクラートに

よる高級官僚主導型の政策決定、法案策定、予算編成などが優先的に行なわれ、行政権の

集中・強化という実態もかなり検討されている（「行政系列化の進行」（9 ）ということ。）

そして「議会政治から行政社会化」へと推移し、いわゆる行政官僚制国家が出現しつつあ

るとさえいわれている。このような行政官僚制社会下においては一般的に、組織全体がセ

クショナリズムとヒエラルヒーとによって縦横に拡大細分化され、その“ブラックボック

ス化”が一段と強固に構築されていくものである。しかし同時に、その非合理性や逆機能

性もまた顕在化し、やがてはその克服に向けだ ホワイトボ ソヽクス化”への変革欲求も次

第に高まってくる。それがいわぱ「ホメオスタシス」（恒常性維持機m ）の原理であり、

人間の本能的バランス感覚ともいえるものであろう。結局のところ、あらゆる社会現象は

人間の営意である以上、相対矛盾、相対関係の域を出ない。作用一反作用という措抗関係

の中で、やがてはもう一方のベクトルがより大きくなってくるという仕組みになっている。

それゆえ、こうした官僚主義化の弊害や矛盾に対して、環境や住民側からそのオープン化

やフィードバック化の機能充実や制度的保障が求められるようになる。つまりr 脱官僚制

化」「組織の再構築」ということになる。かくしていわば外部（主権者である住民）から

の行政チェック機能や監視・統制の制度化を図っていくべきだという声が高まってきた。

知る権利、開示請求権、あるいはオンブズマン制度、情報公開制度などの動きがまさにそ

うである(10 ）。

現代的特徴としていえることは、住民がこれまで以上に行政に対してより積極的・意欲

的に関与・参加し始めていること、従って、①住民の存在と役割が増大していること、②

住民本位・住民全体・住民指導型の行政のありかたが真摯に模索されていること、③目的

はその地域社会の個性を生かしたまちづくりにあること、そしてそのために、④自治体は

できるかぎり「開かれた行政組織」でなければならない、ということである。

これらの行政課題はいずれも、新しい時代や新しい社会の変化に対応した切実なテーマ

である。なかんずく衰退していく一方の過疎地においては、「マテやムラがなくなってし

まうかもしれない」という危機意識において認識しなければならないという状況に追い詰

められている。否応なく、自閉的・硬直的・排他的な現行官僚制組織をいかに変革し脱構

築していくかという組織変革の必然性と向き合っているのである。

このような状況認識において、「地域社会に開かれている行政組織とは何か」という問-391-



題関心について考察する。「開放型行政組織」とは、住民と行政との接点にあって、－体

どのような役割期待をもち、いかなるシステム原理によって成り立っているのであろうか

（11）。

（図3-1]　 住民参加ルートの多様化
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ここで 、行政 と住民とを結ぶコミュニ ケーション網について考察 してみよう。［図o  

1 ］は、「住民参加ル ートの多様化」について提示し たものであり、行政 への人力システ

ムの複線化か目立つ。つ まり両者を結ぶルートが増加 して、多元的 ・多 層的な 住民 二－ズ

が反映されるようにな ってきた。これらの各ルートについて若干の補足説明を加えておこ

う。

①住民と行政 とを結ぶルートは、かつて は政治参加型の「議会ル ート」 がき わめて強力

であった。議会ル ートとは、いわば間接 参加型の選挙によって代表者（議員）を選出し、

議会を通じて 住民二－ ズ砲反映さ せていくというシ ステムである。これは住民 にもっとも

身近な町内会・自治会役員を通して有力 な会長（町 会連合会会長な ど） に直訴し、さらに

地元出身 議員や有力 ・与党 議員を介して 、議会で政策化、予算化し ていくというコースで

ある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。
●-’- -・

②「広報公聴ルート」とは、いわば官 製型のフ ォーマル ・コミュニケーション ・ルート

である。例えば、公聴会、区政懇談会、移動市役所、一日 議会、市長 と語 る会な ど、一時

的・一 回的な開催ではあるが、できるだけ住民二－ズを掌握し反映さ せていこうという目

的をもつ。市民相談室、市政モニ ター制、市民意識調査、市長への手紙（電話）なども制

度化さ れている。この ように住民と行政 との対話や交流を図るチャンスとして、あらゆる

ル ートが確立されてきてい る。今日的課題としては、形式的ルートづ くり よりもさらに一

歩進んで、その活性化や内実化や実行化といった問題の方 がより重要で あろう。

③最近、代表制民主主義の間接参加型 だけでなく、 「直接参加ル ート」が求められてい-392-



る。直接請求制度としては、請願・陳情だけでなく、住民訴訟、条例・要綱の制定・改廃

請求、選挙権の行使・リコール（運動）などがあり、住民の声としてはより高くなってい

る。これは在来の議会や議員が必ずしも「公共の利益」や「住民の意思」を反映しておら

ず、またその能力も不十分であると認識しているためであろう。

④とくに最近の傾向としては、「ニューメディアルート」ともいえるME やOA を駆使

導入した新しいルートが開発されつつある（12）。情報伝達の迅速化、広域化の必要性に

より、高度情報化機能をもつ自治体が出現している。技術革新や情報革命はさらに発展し

ていくてあろう。例えば、パソコン通信、CATV （有線テレビ）、LAN   （地域内情報

通信網）、I  NS  （高度情報通信システム）、VAN   （付加価値通信網）、ビデオテック

ス（双方向文字図形情報システム）、光ファイバーケーブルなど。自治体と出先機関や学

校や家庭との電子メールの交換、オンライン化による陳情・情報提供、TV 会議、フフク

シミリによる証明書類の伝送なども可能になりつつある。議会中継により、施策の決定過

程や審議結果を即電子掲示板などで表示することもできる。これらは今後あらゆる自治体

で試行されるようになるであろうが、例えば、伊万里市、港区、所沢市、神奈川県企画庁、

墨田区、杉並区などが先駆的事例として列挙できるであろう。

⑤r 住民と職員との連携協力ルート」とは、あくまでも職員の有志と自主的市民グルー

プメンバーとによって共同構成されたプロジェクトチームのことである。地域社会のあろ

一つの課題解決に向けたチーム編成になっている。職員は「地域に生きる住民のひとり」

として関与し、「住民と行政のパイプ役」として活躍する。従って、勤務時間外に、つま

り夜間や休日を利用して住民集会に出席したりする。職員の参加はとこまでも自発的・自

主的・個人的あるいは自由意思的であることが前提である。

⑥こうした住民のフロンティアランナーの存在がより顕在化してきて、最近では住民参

加論のみならず、「職員参加ルート」論も声高になってきた。職員参加とは、日常的業務

への職場参加ということではなく、庁内の最高意思決定過程への参画ということである。

こうした政策策定への影響力を及ぼすために、自主的な政策研究グループや勉強会を自ら

編成している。例えば、新しい行政検査を考える会（神奈川県）、地域経済研究会（静岡

県）、予防行政を考える会（広島市）、紛争アセスメント研究会（金沢市）など（13) 。

こうした、参加ルートの多様化・複線化により、行政側はこれらのルートのトータル

システム化あるいはネットワーク化を早急に形成、整備せざるをえない。多数の住民意思

を反映できるコミュニティ組織づくりが待たれている。これらの住民ニーズに対応するた-393-



めに、「行政組織の開放化」という課題に直面することになる。開放型組織とは、①「行

政情報の量的・質的拡充」、②「庁内意思決定過程への住民のコミットメント」、③「管

理・運営権限の委譲、市民自主管理」（14）という機会と場をできるだけ設定していく、

そうしたオーブンなシステムづくりをやっていくということである。要は、住民との間に

柔軟に接触（協議）できるいかなるチャンネルを創出・導入できるかということである、

では、このような「意思決定過程への直接的参加システムづくり」ということは、行政

と住民との対応関係においていかなる意味をもつのであろうか。これは少なくとも従来の

官一民的・上意下達的発坦の転換を迫るものである。つまりわが国の行政組織は明治以来

一貫して、「国→県4 市町村→住民」という一方通行的流れを暗黙の前提条件として受け

入れ、思考バターン化してきた。ヒト、カネ、モノ、情報などのあらゆる発信基地ぱ 中

央・上級・本庁・監督官庁”にあるものとしてあまり疑念をさしはさむことはなかったの

である。

しかしながら、住民参加ルートの多様化現象の背後には、

①通達・補助金・タテ割型行政の限界

②スタッフ型・ヨコ割型・地域計画型のシステム開発の要請

③個別施策ではなく総合行政の必要性

④住民との相互協力や競争の時代

⑤画一的標準化モデルよりC  I 戦略や個性化やまちづくりの重視

などの時代的要求があった。さらには人口の過密・過疎化、高齢者人口の急増、自治体の

弱体化、あるいは行政組m の膨張（肥大化、巨大化、複雑化）などとも取り組まねばなら

なくなってきた。こうした各自治体存亡の危機ともいえる切実性が、安易な中央志向から

徐々に離反し始め、自らの方向性をキテンと見定めて、自己責任性において自己決定して

いくようになってきたためであろう。

とくに最近では、各市町村のサバイバル戦略をかけて東京に事務所を設置し、イベント

や地場産品のPR 、あるいは直接的なトレント情報（グルメ、ファッション、好み、観光

など）の収集に乗り出した。これは従来府県を経由して入ってきていた情報が、東京都と

の太いパイプがつながることにより、ストレートに伝達されることを意味する。海外情報

も同様ヽ市町村の「地域の国際都市化」が始まっている。つまり国や府県への全面依存的

傾向から離脱し、自分たちにとって情報がどれだけ有益であるか、その選択権や判断権を

行使し始めたということである。さらには住民自身が、新しい都市計画によって一体どの
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ような変化が起こるのかを「知る権利」があるという「市民参加」の声が高まってきたこ

ともあろう。こうして、「行政政策・決定過程と執行過程における行政・行政情報の公開

と住民の参加の原則的確立」（15 ）が希求されるようになってきたのである。

かかる状況変化が自治体の発想転換を迫り、自治の原点としての“住民、生活、地域、

現場”などを志向するようになった。こういう意味において、新しい志向の流れは「住民4

市町村→県→国」へというように、行政の仕組み全体を見直すようになってきた。自治

体は住民との接点において、その最先端行政としての役割、機能を期待されている。その

ためにもまず、自治体自らか地域社会に開かれた行政組織としてのありようを開示してみ

せなければならないということになってきたのである。
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第2 章　住民と行政との新しい接点

第1 節　コミュニティ組織づくりの展開

（1 ）コミュニティ施策の動向

コミュニティづくりは、伝統的な地域共同体の衰退化に伴う崩壊や成員・他者への無関

心といった地域社会の解体（コミュニティ・ディス・オーガニゼーション）に対応して、

一定地域の住民がその特定地域に対する帰属意識をもって自主的・自律的に参加活動する

ことを期待したものである。それは「生活の場における人間の回復」や「地域全体として

の新しい社会的連帯意識を高め育てていくこと」などが目的とされている。

これまでのコミュニティ施策の動向を概観すると、(1）理念論争的なスローガンづくり

から、（2）物的施策づくり、（3）参加ルートづくり、という変遷過程を経ているように思

われる。

○）の理念論争的なスローガンづくりとは、住民運動の激化を契機に、その対応策とし

て素晴らしいテーマやキャッチフレーズ、コピーやシンボルマークなどが作成された段階

である。「健康都市」「交通安全都市」「公害のない都市」「環境衛生都市」「博物公園

都市」などの“宣言”があらゆる自治体で行われ、都市憲章やコミュニティ憲章にはF 築

こうわがまちわがむらづくり」「市民による心のふれあいのあるまちづくり」「花とみど

りと水辺のあるまちづくり」といったコンセプトが盛んに宣伝された。

（2）物的施策づくりとは、都市計画、社会教育、保健医療、社会福祉などのハード面で

の公共施設が整備拡充され、多くのスタッフが配属された。小中学校区単位の地区集会所、

公民館、自治会館、コミュニティ・センターなどが次々に建設されてきた。

(3) 参加ルートづくりとは、さまざまなコミュニティ活動やコミュニティ運動への参加

活動が盛んに行われるようになってきたということである。①文化教育面での生涯学習セ

ンター、コミュニティ・スクール、校区フラワー・コミュニティ、地区環境美化運動など、

②スポーツ・レジャー面での地域祭、秋まつり、ほたるの里づくり、地区運動会、たこあ

あげ大会など、③生活面での生きがい農園、どろんこ広場、あいさつ運動、落ち葉清掃運

動など、さらに④外国都市との国際交流など、極めて多種多様な活動が展開されている。

ところが最近の傾向としては、

①　自治体の緊縮財政や地方行革による職員と人件費の削減
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②　専任職員中心からパートタイマーやボランティア・グループへの委託

③　建設費の高騰と設置場所の確保の困難性

④　建設ブームの終了と維持費の負担増

⑤　点・線型施設から面的環境整備や複合施設へ

⑥　福祉・開発志向から文化・自然・スポーツ・レジャー志向へ

⑦　広域行政化に伴う自治体の共同建設・共同利用の可能性と必要性

⑧　公共的負担から受益者・原因者・応益者負担の導入

⑨　住民と行政の役割負担（行政の守備範囲論）

などの変化・変容が見られるようになった。こうした社会経済的構造の変動により、従来

の行政指導型の見直しと再検討の機運が高まってきたのである。

一方、住民サイドからも、

①　施設づくりが先行し、活動が伴っていないこと

②　コミュニティ活動は市民自らが計画し、実施し、管理運営するという原則の確認（行

政への甘えの反省）

③　市民施設や住民会議などの自主設計、自主運営、自主管理への志向性

④　社会的価値観の画一化から個性化・多様化へ

⑤　観光・見物に行くのではなく、参加・体験へという願望

⑥　住民の生活権の確立と要求

など、むしろ住民主導型の主体的活動への欲求が高まってきた。そしてコミュニティ理念

として、「主役は住民」「形成主体は住民自身」といった「自助努力意識」や「相互協力

論」が徐々に浸透・定着してきている。

これらの動向をあえて象徴的に言えば、「運動論→施設論→活動論→参画論へ」という

動きであり、「施設の所有権→管理権→利用権へ」「行政の直接管理→民間委託管理-・住民

自主管理へ」という流れ、あるいは「行政の主催→共催→後援へ」といった方向で捉えら

られよう。つまりサービスの提供者側からではなく、逆にその受け手や利用者側の立場か

らものを考えていこうという発想転換が行われているのである。住民は行政サービスの単

なる受益者ではなく、自らもまた地域社会の主たる担い手であるとして積極的に社会参加

していこうという姿勢が目立つようになった。地域社会の共同責任者として自分も引き受

ける（あるいは引き受けざるをえない）ようになってきたのである。とりわけ、女性（主

婦）や高齢者や障害者の社会参加が急増していろ。彼らはがっての無償ボランティアにと
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どまらず、有償ボランティアあるいはパートタイム公務員として採用されるようになって

きた。そして、社会福祉活動への参加による満足感や充実感のみならず、多少の金銭的報

酬も得られるという魅力により、ますます希望者が増加しつつある。

ちなみに日本都市センターの調査では（1 ）、コミュニティ・センターの管理運営の方

法については、行政の直接管理方式が現在(32.8 ％）→将来（5.9％）へと明らかに激減し

ている。一方、住民やボランティア団体への委託は、現在（29.7％）→将来(57.0 ％）へ

と倍増するパターンを示している。これは民間企業への委託（1.2％→0  .'％̂）や第三セク

ター方式（1.6％→2.7 ％）が極めて低率であることを勘案すると、将来の方向性がほぼ示

唆されていよう。公民館の指導体制も基幹公民館だけ残して地区分館の縮小化、住民管理

化、あるいいはパート職員への委託などの方向にあることが読み取れる。さらにコミュニ

ティ・センターと公民館と支所・出張所とを統合した市民センターや地域センターといっ

た複合施設化も進められている。

このようにコミニニティ施設や活動は、名実ともに住民主体で住民の理解と援助と参加

なしには行われなくなっている。つまり現在は住民と行政との対応関係の質的転換が迫ら

れ、官治的行政から住民主体・行政補完への移行過程にあると集約できるであろう。その

典型例が行政主導型の池田町方式に対し、住民指導型の大分県湯布院町の「明日の湯布院

を考える会」や名古屋市天白区の「高坂・しまだを住みよくする会」、あるいは神戸市丸

山地区などの住民参加運動であろう。

（2 ）将来の組織的対応

コミュニティ活動は地域とともに生古引主民と住民、あるいは住民と行政とを結合する

重要な役割を果たす。住民の生活は、コミュニティ有線放送、地域情報誌、コミュニティ

・マップ、機関誌編集の講座などの諸活動を通して、より緊密な協力関係が生まれる。そ

してさまざまな組織づくりが行われ、地区コミュニティづくり懇談会、ふれあい食卓講座、

世代間（三世代）交流会、県人会組織づくり、地区市民協議会づくりなどが形成されてい

る。

「住民のコミュニティ意識や活動を育成するために、どのような取り組み方をしていま

すか」という問いに対し、従来は、①コミュニティ団体への助成金や補助事業の推進に傾

斜し過ぎていたこと(73.4 ％) 、②コミュニティ・センターの建設は、なお過半数におい

て進んでいる（55.9％）ということであった。しかし最近では、③コミュニティ・リーグ
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一の育成に力を注ぎ始め、コミュニティ・カレッジにおける養成講座の開設、コミュニテ

ィ活動の優秀団体の表彰、仲間づくり、リーダー用コミュニティ冊子の発行などが盛んに

行われているという、日本都市センターの調査結果であった。

こうしたコミュニティ活動はやがて、生活・福祉・スポーツ・レジャー中心の生活コミ

ュニティ型から、参加制度としての市民会議や住民協議会とい つヽた自治コミュニティ型へ

と発展するようになる。住民会議方式は、各町内会や施設や近隣地区内レベルでの地域問

題を取扱うコミュニティ参加から、地区連合会レベルでの問題解決への参加、さらに、広

域的レ勺しての行政参加といった3 つの階層構造を上昇し、庁内の意思決定過程（予算編

成会議、長中期基本計画、政策決定の優先順位など）へと参加していくようになるのであ

る（後述する）。

第2 節　 コミュニ ティ組織モデルの検討
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［図3 －2 ］はコミュニティ組織のひとつのモデルを提示したものである。これは前述

の「住民参加ルート」（①～⑥）をいわば横断的に統合しようとしたものである。図表左

側の「住民一町内会（自治会）一支部長会一町内連合会一行政」へというタテ割コースは、

多くの地域にみられる既存の形態である。住民は、居住地区における町内会に「全戸全世

帯自動加入」することが建前になっている。会長は、通常、その地域に古くより君臨して

いろ名望家や有力者たちで占められており、町内会長兼議会議員兼各種団体代表兼行政審

議会委員などを兼務・兼任している場合が多い。こうして少数のパワーエリートだけがあ

らゆる役職を兼ねることによって、とかく住民代表と行政と議会との癒着の構造が形成さ

れやすい。

べ00-



そこで、より多くの住民総意をまとめて行政に反映できるような新しい仕組みづくりが

試みられつつある。例えば、前述したような住民協議会（中野区）、住区住民会議（目黒

区）、市民委員会（旭川市）、コミュニティ市民委員会（武蔵野市）、地域会議（習志野

市）、区民会議（横浜市、神戸市）など（2) 。これらのコミュニティ組織に共通してい

るものは、構成メンバーを特定化せず、より多くの人びとや団体に参加のチャンスを与え

ていこうという基本姿勢である。①年齢別、②団体別、③運動別、④地域別、⑤課題別、

⑥種類別、⑦階層別、⑧個人別（公募による個人参加）に分けて、きわめて多種多様な人

材を発掘、結集しようとしていることである。

コミュニティ組織は、図表右側にあるように「コミュニティ協議会」「地域協議会」「全市

協議会」といった階層に分かれている。まず、住民にも つヽとも身近な居住地区を中心に、

小学校区規模の「コミュニティ協議会」が編成される。このコミュニティ・レベルは、各

地域・団体・運動体間の諸利害が衝突するところであり、相互間の対立紛争を解決、調整

するのはなかなかにむずかしい。各種エゴの直接的・優先闘争だからである。この段階で

の利害調整に関しては、あくまでも各コミュニティ協議会の自主性、自己決定性、調整能

力と努力とに委ね、行政はできるだけ介入しない方がよい。住民富身の問題解決能力を信

頼して、行政はむしろ問題中心型の組織づくりに助力する。世話人会、連絡会議、委員会、

自治会活動などのありよう（編成原理や方法など）について、後方より支援する。それが

本来の自治の原則である。

各コミュニティ協議会で、利益代表の意見が集約されてくれば、次には、より広範な地

区レベルでmm 間利害関係の調整が行われる。中学校区規模の「地域協議会」が編成され、

ブロック単位の各コミュニティ・住民代表によって構成される。これは各コミュニティ協

議会の連合体であり、連絡協議会、利害調整協議機関である。

さらに「全市協議会」とは、市全体レベルでの住民意思の調整段階であり、総合的・公

共的・全体的立場から判断されなければならない。地域社会内部の秩序と調和を保持する

ために、利益代表ではなく、住民代表として活動する。予算や施策の優先順位も住民自身

が判断する重要性に合わせて決定される。もちろんこの段階では、住民意思の結論が政策

決定機関としての行政や議会に与える影響はきわめて大きい。そこで。このような全市協

議会では、行政と住民との共同運営委員会を設置したりする。あるいは行政主催の協議機

関や審議委員会に住民代表委員として参加させたりする。

住民と行政とを結ぶこうした新しいコミュニティ組織づくりがさまざまに試行されてお
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り、住民間のシステム化かかなり進んできている。住民二－ズの入力システムは多元的・

複線的参加ルートを結合した横断的システムとしてのコミュニティ組織づくりとして探求

されているということである。

これに対する行政の組織的対応としては、コミュニティ課、自治活動課（高知市）、区

政推進課（横浜市）などの新設によって対応したり、企画財政課と総務課などの関係課に

よる合同の検討にあだったり、地域担当制を導入したりしている。

地域社会の共同管理は、自治体職員のコミュニティ活動や住民会議への参加を呼ぶよう

になり、職員の自発的グループや自主研究会が住民活動に積極的に参加し、共同で問題解

決にあたるようになってきた。つまり、地域活動の活発化は行政ブラシに住民が形式的・

部分的に参加するのではなく、職員を含む住民が作った計画に行政側が参加するというス

タイルが新しく生まれつつある。コミュニティ・カルテづぐりにしても、市民会議を中心

とする「作成委員会」と庁内職員チームによって編成された「コミュニティ推進会議」と

の「合同検討委員会」を開催して原案を作成し、報告書の作成・提出→各課検討→企画調

整課の取りまとめ、という仕組みで行われるようになってきた。三郷市と三鷹市の場合を

参照してみよう。

三郷市では、居住環境整備地区計画の推進にあたり、住民が各地区に「地区代表者会議」

を結成したが、同時に、行政内部では係長以下10名前後のプロジェクトチームを編成、「住

民の事務局」（住民と行政とのパイプ役）として地区計画推進委員会を設置した。これら

の職員は、週一回の会議のほか、夜間・休日を問わず住民集会に出かけて行き、情報や資

料の提供、調査研究活動、助言や指導を行い、ともに協力して事業化構想を策定し、市ヘ

フィードバックさせるといった架橋的役割を果たしたのである（あるいは住民と職員参加

により総合計画を作成した徳島市の事例など）。ここでは明らかに、市職員の一人一人が

住民として「地域参加」しており、地域づくりのプランナー、コーディネーター、プロデ

ューサー役として活動している。このように、ともに生きる住民と職員と行政との共同参

加形態による新しいシステムづくりが試行されるようになっている。

さらにヽ開かれたコミュニティ・センターを目指している三鷹市の「住民協議会」の実

践例についてみてみよう。本市では、コミュニティを「官製コミュニティ（町内会）」で

はなくヽまた「自治体自治」でもなく、「住民自治コミュニティ」でなければならないと

積極的に位置づけている。市の総合計画の中でもっと有効活用するため、トップマネジメ

ントと企画調整機能とコミュニティ、センターとの有機的つながりを強調する。住民協議
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会の構成メンバーは、町内自治会（20～30名）、自主グループ・団体別(20 ～30名）、住協推

薦者（10～15名）、公募（15名）などである。すべてボランティア・無料参加である。加入

率は町内会・自治会が約半数、6 ～7 割が主婦層である。組織は、イベント部会、事業部

会、広報部会（ミニコミ誌をつくり全戸配布、本の自費出版など）の各部会に分かれてい

る。組織運営の三大原則として、①開放性（住民に開かれ、選出委員で運営）、②非営利

性（経済性を追求しない）、③民主性（委員の民主的選出、民主的運営）などが明示され

ている。

住民協議会と自治体との関係は、行政は管理運営については口出しするが、活動内容に

ついては全部自主的・自由な運営に任せることを前提にしている。しかし予算助成金（維

持管理費、人件費、活動費補助など）の上昇から、経費のありかたをめぐり見直しされて

いるという（施設の有料化、自主財源づくりなど）。両者の会合の機会はより多く設定さ

れている。①「市長と住協会長（副会長）の懇談会」（市主催、年2 回）、②「会長・副

会長懇談会」（住協主催、年2 回）、③「局長事務連絡会」（市職員主催、月1 回）など。

さらに活動状況は、住民自治コミュニティとして、まちづくり、総合計画づくり、カルテ

づくりなどへの参加が盛んである。従来の公聴機能の結果がただ報告、作成、提出される

だけで、あまり内部（各部課レベル）での検討会までやっていなかったにの対し、この住

民協議会での要望は施策としてかなり実施されるようになっている。

基本計画の見直しやコミュニテ-i ' カルテづくりに取り組んでいる住民協議会は、コミ

ュニティ・センターを中心にカルテ作成委員会を設置する。カルテづくりは3 ～5 年おき

に実施され、地域的特性や定量的変化を住民意識調査によって実態分析し、地図におとし

ていく。住民二－ズの変化、新しいニーズと実施済施策の把握、住民の満足度評価などで

ある。各ブロックでは公聴会を開催して担当部局ともよく話し合う。アンケート調査も大

規模で全世帯のl 割をサンブルにとり、要望事項をまとめ、優先順位を決定して、市長に

提言書を提出する。質問項目内容も住民が自分たちで独自に設問づくりをし、各ブロック

ごとに自主的に調査実施した。2 回目以降は大枠これに基づいて、マスタープランとして

共通項目を市が作定し、さらに住民協議会からの個別案を付加して決定する。このように

各コミュニティに根ざした「住民協議会」を通して、住民ニーズが行政施策に反映されて

いくというルートがかなり確立されつつある。

ぺ03



第3 節　「地域会議モデル」の設立

「住民と行政との今日的対応関係」という観点から、これまでの論考をもう少し整理し

つつ展開してみよう。住民と行政との関係は、いわば役割期待の相補性に基づく新しい協

働的関係に入りつつあるように思われる。行政側は住民のより一層の自助努力や自主的・

自立的独立採算化や公共サービスの商品化などを期待し、一方、住民測は行政の小さな政

府化や公開（開放）や直接参加などを期待しつつあった。とりわけ住民は、従来行政が寡

占してきた企画立案、施策決定、予算配分、事業経営、監視体制などの諸権限への参加権

の確立とその制度化（ルートとルールづくり）をより強く希求するにいたっている。

このような移行過程において、「行政主導型から住民主導型へ」「住民主体・行政補完

型へ」あるいは「第三セクター方式へ」などといった概念の内実化をめく恂 、緊迫した課

題が噴出している。この課題をめぐっては、何よりも住民自身の自己決定権（自主管理運

営能力、当事者能力など）の習熟化や成長が待たれるところである。しかも自治体総体の

減量経営化（民問委託や民活導入など）は今後ともますます促進されるー方であろうい主

民側からすれば、コミニニティの形成主体はあくまで住民自身にあり、従ってその代理・

代行機関としての行政組織への参加（庁内意思決定過程への直接参加）は極めて当然の権

利であると考えていろ。そこで、「住民と行政との新しい協働解決型の組織づくり」がさ

まざまに探求されることになる。

このような中間組織モデルとしては、「町会連合会方式」「地区協議会方式」「センタ

ー方式」などが考えられる（これらの内容については別稿にて詳述(3 ））。しかしここ

でのより大きな課題は、これらの受け皿としての行政システムの対応（整備拡充）という

点にある。それゆえ、その窓口組織としての「地域会議」のおりようについて中心的に考

察する。

［図3-3 ］の「地域会議モデル」は、住民組織と行政組織との接点における協働的組

織のおりようについて、ひとつの試論的ひな型を提示している。構図の大意は、①住民と

住民とをヨコに結びつけていくコミュニケーションと、②住民と行政とを夕子につなぐコ

ミュニケーションとのクロス地点において、住民と行政との実質的な討議の場、調整の斗

共同決定の場として「地域会議」を位置づけている。従来ともすれば一方的なコミュニケ

ーション ギ゙ャップがあったものを
ヽ両者がキテンと出会う機会を設け、かつフィード

バ

ック機能白充実したシステムにしていこうというものである。
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t図3 －3l   地域会議モデル

行政机織

千 万

まず、住民と住民との横断的組織は、コミュニティ組織として、先述したように地区会

議、区民会議など、地域における住民意思の合意形成システムが徐々に形成されつつあっ

た。住民の各種グループ名を列挙すると、町内会・自治会を初め、商店会、PTA 、婦人

団体、子供会、社会教育団体、民生委員、ボランティア団体など、枚挙に暇がない。さら

に自主的サークルまで含めると無限に拡がる。しかしこれまでのところ、これらの個人や

団体間のヨコの交流や連携のための仕組みは殆どつくられていない。数少ない有力団体の

みが支所・出張所や本庁との夕子関係で個別につながっているだけである。コミュニティ

・センターなどで活動しているクラブや団体でさえも、個々バラバラに利用している。利

用上の問題点や改善案などを相互に話し合ったり、交流するというチャンスはめったに用

意されていない。

しかし各グループ内の特殊・個別課題は、実は各団体を超えて少なからず共通化・共有

化されるべきものであり、またそうする必要性も出てきた。つま叫主民相互にむすびヨコ

につながり、連携と協力と連絡調整しあう場が必要になってきた。住民同士の対話と合意

づくりに迫られてきたのである。これは、マンション建設を例にとっても、予定地周辺の

住民にとっては共通な重要課題となるが如しである。そこで共通の課題解決に向けて、対

等の立場で“共に考えり　iぷ共に生きる”、「地域の生活にかかわる重要問題を討議する場

づくり」が要請されるようになってきた。つまり団体内部の合意形成にとどまらず、「地

域合意のための地域全体のシステム化」が問われるようになったのである。

さらにいえば、生活時間の構造的変化、24時間稼働体制の日常化、人材・情報・知識の

流動システム化、所得水準の向上、余暇時間の増大、交通機関の発達なども、住民の行政
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ニーズの変容に大きな影響を与えていろ。住民に“ゆとり”（心の余裕）が出てきたとい

えるかもしれない。「この地域がどんなまちで、どんな人びとが住み、これからどんなま

ちにしていこうとしているのか」に関心を持ち始めたのである。当初は個々人の毎日の日

常的生活世界の場から触発されたものであれ、ひとつの課題が周辺に広がる波紋は想像以

上に大きいであろう。そこに住む住民自身が考え、決定し、自分たちの生活を実現してい

こうというs アメニティ・オブ・ライブ への意思をもち始めたからである。

そうすると、次の段階においては、「まちづくりの決定権は誰にあるのか」という問い

に直結する。地域防災、地域保健、地域医療、地域教育、地域計画の主体は一体誰である

のか。公共施設にしても、その建設場所、施設規模、施設内容、利用方法、建築デザイン

など、「誰のための施設であるのか」という基本的問いが設定されることになる。つまり

住民がますます事務事業の基本計画、実施計画などに参加意欲をもち始めるo     さらには施

策全般に関する調査、検討、協議、決定、実行、評価、あるいは調整、相談、紹介など、

一切の行政プロセスにタッチするようになってきたのである。

このようにして直接的住民参加を可能にする地域住民組織づくりが探求されてきた。こ

のような脈絡において、「地域会議」は住民参加ルートをシステム化するコミュニティ組

織のひとつとして位置付けられるであろう。

一方、行政組織の情報の流れは、支所・出張所（詳細は次章にて論考する）を経て本庁

に連絡されるが、この問の情報の体系的流れが必ずしも確立されていない。住民二－ズに

対して責任ある回答の仕組みがつくられていない。とりわけ行政から住民へのフィードバ

ック機能が不備である。住民から行政へではなく、行政から住民への情報伝達手段やルー

トがうまくできていないのである。この理由は、支所・出張所と本庁、関係機関との情報

連絡体制が不断から機能していないためである。この根本的原因に言及すれば、おそらく

支所・出張所そのものの存在理由や存立基盤に抵触せざるをえないであろう。つまり「行

政の顔」としての支所・出張所は、行政の第一線窓□、ミニ区役所総合行政機構、横断的

組織であると建前上いわれながら、それに見合った相当の権限委譲が与えられていないと

いう根本的矛盾である。「地域の行政拠点」に相応するだけの十全な組織・権限・人事制

度などがあまり整備されていないのである。

こうした現状を踏まえて、いくつかの自治体では支所・出張所問題を中心に改革に取り

組んでいろ。中野区の「地域センター」（出張所は「市民のひろば」「地域の区長室」）、

世田谷区の「地域事務所構想」など。こうした改革の方向は、いかに住民と行政との協議
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の場のシステム化を図っていくかということである。「住民の行政参加」と「行政の地域

参加」との協議会の場としての「地域会議」を設立することである。ここで住民と行政の

両者が出会い、同じテーブルについて協議し共同決定していく。支所・出張所は地域会議

の事務局的存在となる。運営委員会が設置され、行政の代表とともに住民の代表が半々位

の割合で任命される。さらに役員会、全体会、課題別専門委員会などが設けられる。地域

会議は、住民と行政とのこのような媒介機能を果たすという意味で、今後さらに検討され

ていかねばならない。

注

(1 ）『新しい市役所事務機構（ 現状分析編）報告書』日本都市センター、1986.3、p.ll9o

（Q  ）岩崎忠夫『住民参加論一住民参加の理論と実務－』第一法規出版、1984、pp.153-161 

。

（3 ）『コミュニティ活動推進調査一東京都板橋区－』日本地域開発センター、1988、pp.34-80

、および奥田道大「コミュニティ施策の新展開・序一束京都I 区の事例を中心

としてー」r 地域開発』286 、1988、pp.1-13 などを参照されたい。
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第3 章　　行政サービスと施設のネットワーク

第1 節　施設のネットワークの考え方

わが国は、1960年代の高度経済成長政策の波に乗り、さまざまな市民施設や巨大な都市

装置を次々に建設・整備してきた。それはあたかも都市づくりが施設づくりとでもいえる

ほどであった。その結果、公共施設には、交通施設、文化施設、体育施設、広場施設、集

会施設、福祉施設、医療施設などの市民・公益施設が整備・拡充されてきた。各自治体は

財政上の許す範囲内で、豊かな都市環境づくり施策として、いわゆるハコモノ（物的施設）

を最優先課題に取り組んできた。

公共施設の機能は、人間性の回復や市民相互の交流・対話のチャンスを与え、かっ高め

る絶好の場（公共空間）である。とりわけ人口急増地や新興住宅街では、公園、公民館、

学校、病院、保育所などが狭小・不備あるいは欠落している場合が多く、生活環境の悪化

が進行していた。そこで都市と自然と人間の調和ある環境が求められ、住民が日常生活を

語り合う場づくりが切実に要求されてきたのである。

しかし、今日の自治体は、もはや財政状況がきびしく（投資的経費の逼迫化）、過密・

過疎地の格差拡大、昼間人□と夜間人口の格差、などの社会経済構造の変動が生じている。

小中学校の統廃合、給食施設のセンター化、保育園の廃止、支所・出張所の統廃合などが

行われ、また各種施設も効率優先・経済性重視のための統廃合が求められていろ。本来、

地域住民の生活は、ヨコの有機的機能的関係をも つヽて結びついている。そのため施設が複

合的で横断的な結合が必要になってきた。まさしく「市民施設のネットワークの形成こそ

が都市計画の中枢課題とかっている」（1) のである。

ネットワークとは諸関係の連環、網の目ということである。それは本庁、支所・出張所

などの各施設を結ぶ垂直統合だけでなく、市民施設間をも結びつける水平統合への試みで

である。つまり行政サービスは、単に自治体と市民のコミュニケーションだけでなく、市

民間・施設間、または自治体問の双方向にも流れるコミュニケーションの統合でなければ

ならない。
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第2 節　地域内公共施設のネットワーク化

今日の公共施設をめぐる諸問題をまず要点列挙しておこう。

①施設の建設や運営の規則（利用対象者の限定）のおり方

②施設規模のアンバランス

③窓口サービスの総合化

④公共性、公平性、収益性、効率性とのバランス

⑤利用時間や利用方法のあり方（夜間、休日の開放）

⑥地域環境の変化（住民層・都市構造）

⑦目的外使用という法的制約（タテ割行政による制約）

⑧民間企業の施設と公共施設の競合化

そこでとりわけ、拡散した公共施設をいかに結びつけるかというネットワーク化の課題

が今後大きなテーマとなってくる。ネットワークとはつまり、地域全体を点→線→面で総

合的に包み込むという発想である。点とは各事業や各施設のことであり、線とはこれらの

連結化（m 能的連動化）であり、面とは施設間の体系化を図ることである。例えば、緑の

ネットワークといえば、記念樹、公園、広場、緑の遊歩道、森林、歴史遺産、恵まれた自

然環境などを適正配置に再開発（公共空間の造型）することである。こうしたネットワー

クでは、当然のことながら、各ユニット間に格差があり競争激化し、複数の連合や吸収合

併（統廃合）が促進され、各施設が存亡の危機に晒されることもありうる。

具体的に公立図書館の有効活用の実態と方向性について考察してみよう。ある市では、

全市レベルの市立図書館（7 つ）、各区レベルの分館（8 つ）、その他、地域レベルの子

供文化センター図書室、老人文化施設図書室、公民館図書室、さらに学校図書室や大学図

書館、あるいは家庭文庫や巡回（移動）図書館など、地域別・施設別に極めて多元的に分

散管理されている。日本図書館協会によれば、全国自治体に現在(1986 年度）1,633館あり、

さらにここ数年60館前後ずつ増えているという。このような図書館の乱立は、専門図書、

所蔵書数、特色、利用料金、開館時間、規則など、さまざまなサービス形態の違いを生む。

そして管理運営はバラバラに分断され、夕子割型業務内容はますます煩雑になっていく。

市の担当部局は社会教育課や学校教育委員会に分かれ、あるいは市民の自主管理に任ざれ

るといった具合である。

一方市民サイドからすれば、一冊の本を借りたい、見たいといっても、バラバラに所蔵
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されていて極めて不便である。1 ケ所に行っても在庫がなかったり、紛失、貸出し中など

でなかなか見出せない。その本は他の図書館にあるかもしれない。そこで市民は希望に応

じて他の市内図書館から取り寄せてくれろことを望む。電話や文書や口頭で「こんなこと

を調べたいのですが」と申し込めば、図書館側で参考文献を検索、紹介してくれることを

希望する。これに対して図書館側はレファンスサービス（問い合わせ）によって対応して

いるがまだ十分ではない。「いつでも、どこでも借りられる」という配本の有機的結びっ

きが、つまり図書館オンライン化による情報ネットワーク化かまだ未確立なのである。

さらにいえば、新興住宅地の手狭な団地や兎小屋的マイホームに住む住民は、近隣図書

室を書斎代わりに利用したいと思っても、児童や受験生のたまり場になっていたりする。

そこであらゆる図書館施設の一般開放化や利用時間の延長などを期待するようになる。つ

まり今日の図書館施設は、ライブラリーセンターとしての総合的機能や図書館情報のシス

テム化を求められているのである。［図3 －∠1］のような「図書情報のネットワーク化」

計画を図り、各種施設間に散在する公共図書を収集・整理・保管・検索・公開できるよう

な機能的役割分担体制が確立されていくべきであろう（2 ）。

( 図3-4 J図 書情報のネヴトワーク化

このように図書館を例にとっても、既存施設の統合化、すなわち共同計画・共同建設・

共同利用・共同管理運営などのおり方が問われている。そのあり方は、端的にいえば
「ヽ
所

有権→管理権→利用権」へと転移しつつあり、利用する住民サイドに立った施設の優先的
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有効活用の方法が摸索されているといえる。このような傾向は、さらに財源不足（建設費、

人件費、維持費など）、地価の高騰（土地取得の困難性）、広域行政圏化などを背景に、

予算措置、設置の数と場所、施設自体の設計、プログラム内容、労働条件や資格や組織な

どの体系的再検討が迫られているといえるであろう。

従来の施設は、単一の目的機能をもって地域社会に分散配置されてきたが、今日では新

しい変化が求められている。その方向は次の3 つが考えられる。（1) 施設の開放化一施設

そのものの使用目的は変えずに、一般に開放する、（2 ）施設の複合化一単一目的の施設を

多目的に複合化させ、ワンセ ソヽトで地域社会のセンターとする、（3）施設の体系化 一都市

計画的な展望に立って配置転換しながら施設のネッワーク化を図っていく、といった方法

である［図3 －5 ］。

（ 図3  才 丿公支忿S のネ。トワーク化

(ユ)施 設の5; 放化 (2洗 設の碩合化
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（1）施設の開放化

これは、特定目的のためにつくられた公共施設を利用時間外にオーブンし、利用者のニ

ーズに対応して開放するという方法である。例えば、学校施設は校庭、プール、教室、体

育館、図書室などを近隣住民に開放する。これは、　’砧 年来、神戸市高倉台小学校を始

め、杉並区、世田谷区などでも試行済みであり、多くの自治体で導入されつつある（3) 。

施設の開放目的を練馬区の答申から引用すると、「学校開放を従来の“あそび”と ス

ポーツ ’から更に一歩前進させ、知的教育の側面を加え、充実を図るべきであり、このた

め、児童、生徒を主とした地域住民の余暇利用、情操育成をはかり豊かな人間関係をつく

るため、学校教育に支障のない範囲内で開放を進める」（∠1）というものである。その他、

市役所会議室の住民団体への開放、消防署会議室の地元団体や消防団への開放など、各種
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の公共施設の開放事業がさらに促進されるべきであろう。

（2）施設の複合化

これは、施設を地域活動の拠点としてもっと有効活用するために、単一目的・単一機能

から多目的・複合機能化を図ろうとするものである。一つの施設を複合化させ、複合的に

使用する、いわぱ同一の建物から単一サービスだけでなく複合サービスを提供するのであ

り、施設のマルチ化、多目的利用化を図る。例えば、出張所と児童館、公民館老人センタ

ー、青少年センターなどを複合化したり、学校公園構想（神戸市）にみられるように「学

校と公園と保育園と図書館とグランドをセット化」したりする。ひとつの施設に行けば。

「子供のための図書館、老人のための保育室、青年団が研修に使う講義室、婦人のための

料理実習室、そしてステージ付きの市民ホールなどが併設されている。これは土曜・日曜

であっても市民なら誰でも使えるようになっている」（5 ）というものである。これは、

点的施設の立体化（高層化、地下化）計画によってより可能となるであろう（6 ）。

（3）施設の体系化

これは、多極分散化したパラパラな施設をひとつの地区に集めたり、あるいはそれらの

有機的な結合を図ろうとするものである。このネットワーク化は、①点と点を結ぶ線的事

業、②線と線を結ぶ面的事業、③面と面を結ぶ全面的事業、などに分けられる。つまり、

①　線的事業とは、水や川や道を使って、点在する施設を結びつける事業である。例えば、

公園一学校一美術館一図書館、学校一児童館一図書館一音楽ホールー展示場－t専物館と

いうコース、あるいは緑の遊歩道やコミュニティ道路などをつくることである。

②　面的事業とは、市街地再開発、区画整理、特定街区などの面的都市改造事業を行うと

同時に、湖沼や森や駅などを空間的に結合させた面的総合的なまちづくりをいう。職場

や学校を核に、教育施設、体育施設、文化施設、集会施設、福祉施設などをワンセット

にしたりソートゾーンやスポーツエリアを形成する。老人から子供まであらゆる要求を

ほぼ一ケ所で充足できるようにしたものである。

③　全面的事業とは、地域全体の中での施設の位置づけを考え、地域を全面的総合的に振

興する事業であり、総合性・長期性をもつ事業を行う。緑化問題（街路樹）、水環境、

歴史文化的環境などについて、緑のネットワーク化、保健・医療・看護・福祉のネット

ワーク化、あるいは地場産業（特産品）のネットワーク化などによって、都市空間・施
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設の全面的システム化を促進していくものである。

総じて、行政サービスのシステム化を進めるためには、自治体はセクショナリズムや

官僚主義によるタテ割型行政から脱皮し、総合的な組織化に取り組むことが必要である。

それはまさに家庭一学校一会社一地域を結ぶ「地域社会全体の有機的な仕組み」を創造

することである。そのためには、学校の建物が貧相でグランドのスペースが少なく文部

省基準に合わなくても、“地域自体を、あるいは都市自体を学校のグランドだと考える”

といった思い切った発想の転換を図る必要があるということである（7 ）。

第3 節　地域内組織のネットワーク化

住民と行政との関係は、大枠、本庁一支所・出張所一住民という相互的コミュニケーシ

ヨンリレートで連結されている。住民に一番身近な行政現場が支所・出張所である。①地

区内施設・団体・住民相互間の連携体制、②地域内官公署相互間の連絡協調（各種事務所

事業所の出張所への統廃合）、さらに③出張所相互間の連環化など、地域内組織のネット

ワーク化か十分に整備されねばならない（［図3 －6 ］参照）。

( 図■ 3 -  6] 地域内組織のネットワーク化

そしてさまざまな地域社会の「地区ネットワークセンター」として支所・出張所を中心

に位置づける（［図3-7 ］参照、第∠1章にて詳述する）。つまり支所・出張所は事業と

人と情報と施設の結節点なのである。
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(図 ふ ー り゙　公共施設のネットワーク化

かくしてさまざまな地域内資源の融合的ネットワーク化を推進し、地域全体をソフトな

ネットワークでつつみこむ。例えば、

・緑のネットワーク（公園十歴史遺産十緑道など）

・健康のネットワーク（福祉・保健・医療・看護・リハビリなど）

・情報のネットワーク（ニューメディアなど）

・人のネットワーク（人材バンクなど）

・施設のネットワーク（適正配置、PR など）

・資金のネットワーク（出資者、基金など）

・生産のネットワーク（伝統・地場産業など）

支所・出張所は、パイプ役として、これらのリエゾン機能を果たすネットワークセンタ

ーとなる。そして地区内のあらゆるデータや二－ズが支所・出張所を中心にインプットさ

れる。さらにこれらの受付二－ズ（意見、要望、苦情、相談など）に対する責任ある回答

のため、フィードバックシステムが体系的に形成されねばならない。ところが、取次業務

の場合、その大半が本庁主管課の判断や回答を待ってしか住民に伝達されない。この窓口

業務が、案内か、受付か、紹介か、それとも完結業務かといった業務範囲がとかく不明確

になりやすい。この原因はおそらくよくいわれるように取次業務が70～80％を占めている

ため、ほとんど慣例的、習性的な職務に従事しているためであろう。

そこで、本庁機能と支所・出張所機能との役割分担、権限関係をもっと明確にすべきで

ある。本庁機能は、地域（全市）レベルの政策決定、上級官庁との連絡調整、中枢管理、

広域行政執行、専門的技術的執行、マクロな総合窓口などをメインに担当する。一方、ズ

所・出張所機能は、地区（地域）行政の総合窓□、地区住民要求の政策決定に対する関与
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機能、まちづくりに関する施策立案と執行機能などを主に担当する。とりわけまちづくり

事業の事業内容決定権や予算編成権、さらには各事業の実施・管理運営権などを大幅に委

譲することである。

第∠1節　 コミュニティ施設のネットワーク化

コミュニティ施設の有機的なつながりが、支所・出張所を中心としてより緊密に図られ

ている。空間的に隣接した各種施設を合併（併設施設化）したり、機能的に統廃合したり

していわゆる「施設の複合化・体系化」が一段と進められている。OA 機器の導入、ニこ

一メディアの有効活用がさらにこれを可能（容易）にしている。ひとつの施設の単一目的

・単一機能から「多目的・多機能型」へ、あるいは「目的外および開放使用」へと移りつ

つある。ひとつの施設にさまざまなコミュニティ・スペースが増設されるようになってき

た。ロビーやサロン（談話室）、資料コーナー、ビデオコーナー、相談室（応接室）、展

示コーナー（住民利用）、会議室（集会室）、印刷室、図書室などが複合的に設置されて

いる。

このように支所・出張所（あるいはコミュニティ・センターなど）の機能が単に行政サ

ービスばかりでなく、入びとの「遊び場空間」あるいは「広場」（仲問づくり）といった

新しい意味ももつようになってきた。つまり、住民相互間の「交流の場」となってきたの

である。出張所にコミュニティ・コーナーを設置した目的について、板橋区は、「コーナ

ーを地域のコミュニティ団体に無料開放（紙代等の実費は自己負担）し、団体の育成およ

び活性化を図るとともに、コミュニティ意識を醸成し、住みよいまちづくりを目指す」と

掲示している。

そうすれば、次には、各コミュニティ施設の①事業面、②施設面、③管理運営面におい

ても自ずと変化が生じる。まず①「事業面」では、住民自身によってさまざまなイベント

内容が企画・実施されるようになってきた。さらに②「施設面」の区民全体への開放（公

問化）、区民全体の共有財産として、もっと積極的に有効活用するようになり、施設情報

の積極的提供（行事案内、利用状況の検索、申し込みなど）も行われるようになった。さ

らに大きな変化は、③「管理運営面」であり、住民管理・市民参加方式がますます一般化

してきた。つまり公共施設の“開放委員会”などへの住民参画が可能になってきた。

これらの要点をまとめると、①すべての住民に開かれた管理運営であること、②多くの
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住民が管理運営に参加できること、③住民にとってもっとも利用しやすい方法が取入れら

れること、④住民の自主的・自発的考え方が採用されること、などである。さらにいえば、

コミュニティ公共施設の「共同建設・共同利用・共同管理運営の時代」になってきたとい

うことであろう。

とりわけ過密な都市化社会においては、地価高騰（土地が高い狭い買えない）、財源不

足（建設費、土地代、人件費、維持費など）、区域の拡大化・広域化・人口（利用者）の

集中化などの理由により、否応なく施設の多目的化、統廃合化、複合化、公開化をせざる

をえなくなっている。施設の多機能型ワークステーション化か不可避的なのである。最近

では、幼稚園や小・中学校の児童生徒数の減少、空き学校の急増などから、学校施設の統

廃合や再建築が盛んに行われている。インテリジェント・スクール、コミュニティ・スク

ールといわれる超高層化か目立つ。このようなコミュニティ・スクールの中に学校以外の、

コミュニティ・センター、図書館、出張所、体育館などを合併、同居するようになってき

た（［図3 －8] の3 部門5 施設を併設している「ちよだパークサイドブラザ」を参照さ

れたい）（8 ）。
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(I'in'i休学研究，36,    p. 21よ'))

コミュニティ・センターや市民センターの中にも、「市民会館十公民館十勤労青少年ホ

ーム十体育館十図書館十出張所十風呂場十アスレチック十カルチャーセンターなど」とい

った社会文化的機能、「国際会議場十大小ホール＋展示場十ホテル十コンベン貸会議室な
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ど」といったコンベンション機能、「仕事紹介所十高齢者の作業場十作品展示場十即売会

会場など」といった産業的機能、「シティパークフェスティバル十イベント会場十祭りの

空間など」といった遊空間的機能など、極めて多種多様な機能をミックスした公共施設が

建設されるようになってきた。一つの建物に、ホテル、シネマスタジオ、旅行案内センタ

ーヽレストラン、コンサートホール、スポーツクラブ、マンションなどの諸機能がそれぞ

れに組み合わされ、ヒト・カネ・モノ・情報・組織が渾然一体とな つヽて新しい活動が展開

されるようになった。まさにそれはいろいろな人のいろいろなイベントの舞台空間である。

そして、それがまちのひとつの新しいシンボルにまで高まる時、この施設は周辺の専門店

や商店街とも全体として調和するようになるであろう。

こうして、シンボリックなコミュニティ施設が、点一線一面一空間へと拡大されて立体

的関係（構造）が構築され、さらなるネットワーク化が形成される。ローカル・エリア・

ネットワーク（LAN ）は、まさにこれらの地域内の店舗、高速道路、鉄道、空港、公民

館、教育施設、レジャー施設などを総合的に結びつけた情報システムである。このような

施設として、例えば、インテリジェントビル、六本木のアークヒルズ、あるいはリゾート

都市、テクノポリス構想、大学誘致（インターナショナルタウン）などを想起することが

できよう。地域振興全体につながるまちづくり事業としては、青梅マラソン、湯布院音楽

祭、町田市の23万人の個展などが有名であろう。

このように複数の施設がドッキングすることにより、その管理運営もまたむずかしくな

る。そのために、①各複合施設内の長の連絡会（定例会）、②地域内公共施設の長の情報

交換会、あるいは③公共施設と民間施設の長との連絡会などが組織され、頻繁に行われね

ばならない。とりわけ、民間活力の導入によって民間施設の開放化か促進されてくれば今

後は公立と私立の協力関係のありかたも重要課題になってくる。その配置、管理、機能補

助金のありかたなどのスタンスのとりかたが問われてくる。事務執行にあたっては、「利

用者懇談会」などを開催し、関係課との事務打合わせの定例化、支所・出張所と各種団体

との関わりかた、管内区施設への連絡調整、各種委員会への連絡など、あらゆるコミュニ

ティ組織団体との関わりにより一層留意していかねばならない。とくに今後の複合施設は、

さまざまな対人接触や情報交換が盛んに行われるようになり、その接触自体がいわば「商

品化」「市場化」されてくるであろう。従ってますますビジネス感覚の導入も必要となっ

てくる。
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注

（1 ）松下圭一『都市政策を考える』岩波新書、1971、p.129 ．

（2)  昼間守仁「公共図書館の今日的再生」松下圭一編『自治体の先端行政一現場からの

政策開発－』学陽書房、1986、pp.58-62参照。

（3 ）臨教審第二部会は、生涯学習体系への移行の具体策として、地域の公立学校を、単

に学校教育を行う場ではなく、地域の生涯学習の中心施設と位置づけ、学校に公民館、

図書館を付設することなどを含めて機能を多角化する……という方針を固めた。学校

や図書館など教育・文化施設を、高度な情報・通信システムを持つ「カルチャー、イ

ンテリジェント（情報化）・スクール」に改める構想を打ち出している。これは学習

情報のネットワークを形成して市民に開放すると同時に、建物を高層化して民間カル

ルテャーセンターをテナントとして入れるなど、地域住民の学習・情報活動の拠点作

りをねらったものである。（読売新聞、1986・12・12、13）。

（∠1）「行政課題研究」論文集、特別区職員研修所、1985、P.145．

（5 ）東京都庁は移転した跡地に多目的ホール「国際フォーラム」を建設するという答申

案をまとめている。具体的には①国際会議の開催できる五千人収容の都民ホール、②

文化・産業関係の展示会、ショー、パーティなどに利用できる展示・イベントホール、

③スタジオなどからなる文化情報センター、の三つで構成するという（朝日新聞、1987

・1・23）。

(7 ）奥田道大『大都市の再生一都市社会学の現代的視点－』有斐閣、1985. ）p.42-3．

（8 ）『自治体学研究』36、神奈川県自治総合研究センター、1988、p.21より引用。
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第∠1章　　地区ネットワークセンターとしての支所・出張所

第1 節　本庁一支所・出張所の現状と課題

支所・出張所は、地域住民の利便を図るべく本庁のサブシステム（出先機関）として設

置されている。しかし最近の地域社会では、人□の増減や土地利用の変動が激しく
、その

統廃合化か推進されているi 日本都市センターのアンケート調査によると
、「出先機関は

もっと統廃合すべきであるj という意見が34.4％あり、「そうは
思わない」というon .0％

をはるかに上回っている(1 ）。

( 表2 －l-i 支所・出張所の設置状況
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ぶぺI　（　)   内I.I 如'li.出張l')i ft

「巾区町村における竹理改何の状況丿自冶竹振叫課　昭和62年3 月

「支所・出張所設置状況」について、1978 （昭和53) 年と'86  （61) 年とを比較してみ

ると（［表3 －1] 参照）、支所数はやや減
少して（21.7→20.1）、出張所がやや増加し

ていろ。しかしそれほど大きな増減ではない。実施率
は町村（10.7→11.2）よりも、むし

ろ市区（39.2→41.0の方でやや上まわっている。都
市部の方では、支所を減らして代わり

に出張所を増設していくという傾向である。これは
、支所・出張所の「統廃合」の実施率

を町村（1.8)と市区（5.9）とて比較しても
、明らかにその3 倍の差が生じている。つまり

都市部の方でその再編成と統廃合がより進んでいろ
。逆に町村部では過疎化、人口減にも

かかわらず、簡単には出張所を統廃合できないと
いう事情もあろう。「今後のおり方」を
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みると、「現状維持」（21.3) が多数であるが、全体的には変化の兆候がみられる。とり

わけ市区レベルにおいては、「廃止」（12.8）、「再編成」(7.7)、「統合」（4.7）が志向さ

れている。これはつまり減少させつつ廃止の方向にあるものと読める。しかも都市部では、

「再編成」（1.5対7.7)か「統合」（0.9対4.7) かという意見が圧倒的に多い。もちろん、そ

うはいっても都市と農村、各地域、各自治体間によって背景はさまざまであろう。全体的

傾向としては、「再編成」「統廃合」しつつ新しいモデルづくりと機能付与を手探ぐりで

見つけ出そうとしているように思われる。

今後、人口減少や区域面積の狭小な所では、一段と統廃合が促進されていくことが予想

されろ。とくに最近の交通網の発達、ニューメディアの導入、維持費の節減などの理由か

ら全体的に廃止の方向にある。しかしその決定にあたっては、地域社会全体で十分討議し

コンセンサスを得る必要があろう。

支所・出張所をめぐる課題としては、（1) 職務、（2）組織機構、(3）住民対応、（4）職

員対応、(5）位置づけなどかおる。その活動と形態からいくつかの問題点を抽出してみよ

つ。

（1）職 務

主たる業務は、住民票の写し、印鑑登録および証明書などの諸証明の受付交付が多い、

同時に住民ニーズの把握は、陳情・請願などの苦情処理、広報公聴のフィードバック機

能なども併せもっている。しかし本庁との連絡において時間がかかり、単なる苦情の受

付役、原課との連絡所（役）にすぎないという不満の声も聞かれる。

（2）組織機構

本庁の出先機関として位置づけられている。原課との間に十分な意思疎通や情報交換

が不足し、現場の処理能力が低下しているという声もある。これは業務を完結するだけ

の十分な役割と権限が与えられていないためであろう。

（3）住民対応

地域に出かけ、実情を把握しながら、これらの住民二－ズにうまく対応しなければな

らない。しかし、行政と住民をつなぐコミュニケーション・チャンネルとしては、必ず

しも有効な住民参加のパイプ役やルートとはなっていない。

（4）職員意識

支所・出張所の事業内容はマンネリ化レ 意欲的に自主事業や訪問指導などに取組む

職員は数少ない。
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（5) 位置づけ

問題は、支所・出張所の位置づけをめぐる問題である。支所・出張所の役割は大きく

①受付・交付業務、②広報・公聴、地域活動の推進などに分けられる。そこでは、地域

住民の生活課題を解決・支援する機関として必要であるか否か、コミュニティ活動の支

援ための拠点となりうろかどうかが問われている。その統廃合の判断基準は次の3 点か

らなされるべきある。

①徐々に簡素合理化・縮小していずれは廃止するという方向、②事務の徹底的効率化を

図り、ニューメディアや○八化の活用により、本庁とのオンライン化を進め、とにかく

存続していこうという方向、③時代の新しい変化に対応して、末端機構としてではなく

「住民との最先端機構」としての新しい機能を付与して「住民自治の前線基地」に変え

ていくという方向、などである。

①は、とりわけ過疎地において多くある事例であるが、地元住民の反対も強く、慎重

に検討すべきであろう。②は、ニューメディアの活用を前提に、高速ファクシミリ、ブ

ワンダー、複合端末機などの情報通信ネットワーク化を進め、本庁との有機的結合を容

易にする。③は、住民サービスのフロンティアとしての連絡所、集会所として位置づけ、

文化価値の創造的な機能などをもたせ、コミュニティ・センター的な役割を期待する。

支所・出張所機能の中核にコミこニチイ活動を位置づけ、その充実を図っていくことで

ある。

第2 節　支所・出張所の今後の方向

人口の変動、都市化の発展、道路交通網の発達、車社会の拡大などの地域社会の変動に

応じて、支所・出張所の機能が大きく変化してきた。とりわけ都市部においては、行政サ

ービスの先端機関として本庁への集中主義の弊害を是正するために重要視されつつある。

そこでの支所・出張所は本庁に直結するサブシステムであるが、同時に、新しい機能が付

与され、「機能的自律性」が高められている。機能的自律性とは、一定の職務内容を立体

的に選び、独自の判断に基づいて行勤し、柔軟で自律的な活動をすることである。新しい

機能の付与とは、住民に最も近い最先端機関（職員）として、情報収集活動、情報提供活

動、地域プランの設計者・評価者としての役割などを遂行することである。

このように支所・出張所が機能的自律性を高めていく必要かおるのは、公共施設などの
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橋渡し機能の担い手としての役割が期待されていろためである。つまり、パラパラな既存

施設をネットワーク化し、その中心的な複合主体として、様々な団体間や組織間の調整役

が期待されている。

今後の支所・出張所は、広報公聴機能の強化、さらにコミュニティ・センターや地区セ

ンター（練馬区の「地域自治センター構想」、世田谷区の「地域事務所構想」など）の機

能の充実強化を図ることとなる。それは、「小市庁」（little city ha 目）化の構想と結

びつくことにもなるであろう（2 ）。そのためには、①地域担当制や個別住区の専担制な

ど、住民との日常的な接触を緊密にし、広報公聴機能の充実、双方向コミュニケーション

の確立を図ること、②住民の便益や行政サービスの向上を図るため、庁内各部局から一定

の権限を委譲させること（例えば、地域レベルにおける行政サービスの優先順位の決定権

予算配分の決定に対する発言権の付与など）、が必要とされる。

何よりも重要なことは、支所・出張所を地方自治・地方政治の最先端機関として位置づ

け、地域社会における住民意思への応答、紛争解決、利害調整、政策立案、優先順位の判

断などの諸機能を改めて組織的に確立させていくことである。かくして支所・出張所は、

地域社会における住民二－ズと行政サービスとの媒介者としての重要な役割を担うもので

ある。

第3 節　出張所イメージの変遷

［表3 －2 ］は、「地域社会において住民と行政とを結ぶもの」として、「中間組織」

「中間施設」および「出張所」（支所を含む）とに分け、それぞれの変遷の特質を分類し

たものである。歴史的流れとしては、大枠、「a  ・ 地区町会連
古
式」→「b  . 地区協議

会方式」→「c  . センター方式」という方向を辿りつつあり、現在は「b →c 」の段階に

あるといえよう。本表の詳細な説明は別稿に譲るとして（3 ）、ここではとくに「出張所」

問題を中心に述べる。以下、出張所イメージを「a. 行政サービス型」→「b  . 地域サー
化

ビス型」→「c.  t也域活
高
」という3 段階に分けて検討していこう。

a.　「行政サービス型」とはー そもそも出張所の沿革は、戦後　'H'で年、町会廃止に

代わって区の連絡事務所が設置され、これがまた廃止されて数町会単位に区役所の出張所

として設置された。さらに　て0  年の地方自治法改正により、「住民の身近なサービス機

関としての役割」を担うものとして合法化された。現在の出張所のイメージは
ヽ
区役所窓
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（ 麦3-2  1 地域社会においてis.Sと行政とを結ぶもの

中間 組 織 �a.

 地区 町 会 運合 金 方 式 �b.  地区 協 議会 方式 �c
 . セ ン-? 方 式
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貝 会,   住民 会 鍍)

〇住 民 と行 政 は協 動 的関 係 （共fi 、

共 同決定 パ ―  ト ナ ー, 両 輪 論）
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出 張 所 �a
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�C行政執行の末端綴関
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つコ ミニ ニ テ イ活 動 の場 ・、コ ミニ ニ

テ イ零業 の 指 導 ・ 助 言・ 援助)
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道化)

〇地 区 事務 事 業 連絡 調 謬合 議 開 催－

〈情 報交 換 の 場〉 �ci

ちづ くり 推 進 の 咳c

管SS 区 内 苑 設行 事 等の 連 絡調 整 ＝
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間 ・団 体間 ・ 施設 間 ・ 地域 間 の 水
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情祇 セ ン ター( み ど') T)窓 口 化)

□の延長として行政サービス機能をもつ場所と認知され、地域に深く浸透している。

出張所の存在意義は何よりも本庁の出先機関、住民への第一線( 窓□）機関、行政執行

の末端機構としてある。住民と行政との接点の“場と機会”を提供し、「日常気軽に利用

できる」「いつでも積極的に参加できる」「容易にコミュニケーションが図れる」ところ

として位置づけられている。出張所の業務内容は主として次の2 つの役割を担当していろ

といえよう。

1.行政サービス機能（行政事務の拠点）

①取次業務( 判定業務、主管課が処理する事務など）

②完結事務（住民基本台帳、印鑑登録、証明事務など）

2.地域サービス機能（地域振興の拠点）

①地域事務の拠点

②コミュニケーション活動（住民参加活動に対応する機能）

③まちづくり

これらの事務事業のうち、1 の「行政サービス機能の取次業務」が全体の約3 分の2 以

上を占め、それがともすれば単なる行政事務の連絡所、あるいは末端機構、執行機関とい
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つたマイナス・イメージとして映りやすい。しかしながら時代的要請は、行政サービス機

能よりもむしろ、2 の「地域サービス機能としてのコミュニティ活動」へと変容しつつあ

り、現在もっとも盛んに行われるようになっている。

b. 「地域サービス型とは」一 出張所の主たる業務内容のウェイトが、住民参加の促

進、住民二－ズの全体的掌握とその組織化、そのためのコミュニティ事業の指導・助言・

援助といった「地域サービス型」へと推移しつつある。住民と行政、あるいは住民と住民

（個人と個人）との「情報交換の場つくり」「人と人、心と心とのふれあいや交流の機会

づくり」などである。要するに、スポーツ、レジャー、レクリエーションなどを通して、

「住民の人間性回復のための活動」「区民交流の促進」「生活の質の向上」「心の豊かさ」

などのアメニティ追求に助力するようになってきた。そのための地区内事務事業の連絡調

整会議などを、出張所が開催・主催・共催する。しかし、このb の段階は、コミュニティ

活動そのものが中心・目的であり、交流の中から何か新しいものをつくるといった創造的

活動とは必ずしも結びついていない。現在および将来に展開されるであろう新しい機能と

は、もう一歩進めて、これらの諸活動を「まちづくりから地域振興へ」と結びつけられる

かどうかという点にある（これについては第6 章で述べる）。

c .　「地域活
高
」とはー ここでの出張所の新しい機能とは、まちづくり推進の中核

となり、事業主体としての重要な役割期待を担うことである。地区内の住民間・団体間・

施設間・住区間の水平的・垂直的統合を図る「地区ネットワークセンター」として位置づ

けられる。管轄区内の諸行事などの連絡調整役となり、両者間の〈協議の場〉を開催する、

つまり単なる〈連絡の場〉や〈情報交換の場〉を超えて、人と情報と知識とサービスとの

ハイブリッド化により、ある新しいイベントなどを決定し生み出すようになる。しかもそ

のイベントは、ただ心の満足だけでなく、「地域経済全体の活性化」ともどこかで結びっ

いているようなものである。

また地域活性化型はコミュニティ活動の成果をさらに、仕事づくり、職場づくり、産業

づくりなどの「まちづくり」へと直結していこうというのである。伝統文化や歴史遺産の

勉強会も、さらに高付加価値化して、商品化、ビジネス化、即売化、ブランド化し、でき

るだけ老人や主婦向けの職場としても開拓していく。こうした地域経営的発想の中でコミ

ュニティ活動を再考していこうとしている。もちろん、このようなアプローチは都市部と

過疎地など、地域間、自治体間に大きなギャップがあろう。とりわけ地方においては切実

な課題であり、地域活性化に役立ち貢献するようなコミュニティ活動を積極的に支援する
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ことになる。そうしたイベントづくりのコーディネーター役やプロデューサー役としての

機能が、今後の出張所に期待されているといえよう。

以上のように、出張所の機能は時代的変化に対応して新しい役割を取得、遂行していか

ねばならないが、さて現実態としてはどうであろうか。

第4 節　出張所をめぐる諸問題

まず、現在の出張所をめぐる諸問題を整理し要点列挙してみよう。

①地域施策の夕子割化か進み、総合行政ができない。

②本庁機能の硬直化（肥大化・細分化）により、総合的対応が不十分。

③本庁への機能・権限の集中（取次業務が多く、完結事務が少ない）。

④地域課題の解決機関ではない（協議し決定し実行するi±組みができていない）。

⑤出先機関の弱体化。

⑥本庁と出張所、出先機関相互の有機的連携の不足。

⑦住民参加の仕組みが不備。

このように出張所本来の機能がかなり阻害されていろ。加えて出張所をとりまく地域環

境条件の変化はもっとドラスティックである。①人口規模の急激な増減、②地場産業の盛

衰、③交通体系の変化（車社会化）、④広域社会化（地域的拡がり）、⑤公共施設相互間

のネットワーク化、⑥地域活性化（まちづくりや個性）の重視など、極めてきびしい新し

い動向か迫っている。ところが現行の出張所機能ではこれらの変化に十分に対応できない。

そこでさらに新しい課題を抱え込むことになる。

⑧地域内の人口変動は明白であるにもかかわらず、出張所の配tS.か旧態依然、アンバラ

ンスのままである。

⑨所管区域内の人口、世帯数、取扱事務量などに不均衡が生じていろ。

⑩関係課（所管課）との役割分担や情報連絡体制が不十分で、本庁とのコミュニケーシ

ョンギャッブやタイムラグのために、住民団体との連絡事務が不明確・無責任になって

いる。

つまり現行の出張所では、新しい住民ニーズにうまく対応しえない構造になっていろ。

検討課題として、①住区協議会等、区民の自主的な活動に対応できろ地域センターの機能

とは何か、②地域センターが地域で行うぺき事業は何か。それを支援する庁内体制をどう
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つくるか、③地域センターと本庁との事務、人員予算、権限などの配分はどうあったらよ

いか、といった問題に集約されるであろう（4 ）。

ここで是非指摘しておかねばならないことはやはり、「住民からの要望」である。まず何

よりも「窓口サービスの向上」ということが期待されている。これを端的にまとめると、

①即時化（迅速化一短時間で目的達成）

②地域化（現地性一近い出張所で用が足りる）

③利便化（窓口の互換性）

④効率化（事務処理の効率化）

⑤総合化（一元的・統合的・完結的なサービス提供）

などである。さらにもう少し最近の状況も踏まえて、住民の要望をリストアップしてみ

よう。

⑧ミニ区役所化（住民がわざわざ本庁へ行かなくても、身近な出張所で行政サービスを

受けられるようにする。どこの出張所でも所管区域に関係なく、オンラインシステム化

やファクシミリなどでつなぎ、サービスを受けられるようにしてほしい。）

⑦時間延長（夜間人口、24時間体制など、新しい労働環境の変化に対処してほしい。サ

ラリーマンやOL や青年なども公共施設を利用できるような新しい管理運営のありかた

に変更してほしい0     ）

⑧公聴機能の拡充（広報機能よりも、むしろ住民ニーズを本庁に伝える窓口とな つヽてほ

しい。出張所を末端機関としてではなく、むしろ先端機関として位置づけ、常に“地域

地元・現場・実務・住民”などのレベルからの発想を大切にしてほしい。）

⑧出張所をコミュニティ・サロンに（住民がより気軽に出入りし、寄り合い、そして話

し合い、また休息がとれろような場所にしてほしい。タウンミーティングともいえるよ

うな身近でソフトなイメージにつくり変えてほしい。）

⑩情報の公開と提供（地域情報やコミュニティ活動、まちづくりやイベント情報など、

できるだけ知らせてほしい。）

このように、環境条件の変化、民間企業の動向、高度情報機器の普及、住民二－ズの多

様化、行政参加意識の向上、住民層の高齢化現象など、さまざまな要因の変化に対応しな

がらヽしかもうまく対処行動していける出張所のありかたが、まさに摸索、検討されてい

るのである。
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第5 節　出張所の新しい機能的自律性

それでは、地域社会の中で今後の出張所をどう位置づけるか。これからの出張所の目的

は、何を、どこまでサービスするのが妥当であろうか。おそらく出張所は、「住民と行政

とを結ぶ最先端基地」「コミュニティ活動と交流の拠点」として、そのための多大な権能

を付与された「総合的行政機関」として位置づけられていくてあろう。ここにいう総合的

行政機関とは、先述の出張所イメージでいえば、行政サービスも地域サービスも併せもつ

「C の地域活性化型」への役割期待ということである。さらにいえば、「本庁重視から出

先重視へ」「行政事務偏重から地域事務重視へ」の方向転換である。

要点をまとめると、出張所は住民自らが地域社会を形成していく住民自治の拠点として、

また地域の核として位置づけられ、各地域資源をネットワーク化していくリエゾン機能を

果たしていくてあろう。住民の身近で重要な第一線機関という多機能型ワークステーショ

ンとして、多様な住民参加組織を調整しまとめていく事務局としての役割も担うであろう。

また新しいまちづくり（故郷づくり）推進の旗手として、単なる主管課事務事業の執行補

助者ではなく、あくまでも「事務事業の実施主体」へと自己変革されていくことであろう。

要するに、地域課題の地域内完結性をめざす、コアとしての新しい機能的自律性が付与さ

れかつ確立されていくものと推測される。それはいわば「ネットワークセンター」「ミニ

シティホール」「タウンホール」「住民情報センター」あるいは「地域（行政）サービス

センター」などと名称されるであろう。ここでは仮に「地区ネットワークセンター」と総

称しておきたい（第3 章第3 節を参照されたい）。

そこで、この「地区ネットワークセンター」としての新しい目的、機能についてもう少

し具体的に考察してみよう（5 ）。

①一般的な窓口事務の縮小

②社会教育活動の充実（まちづくり、家庭づくり、人づくりなどの事務事業の拡充強化）

③地区住民組織の育成および活動の援助

④地域における福祉・文化の中心機関

⑤住民相談（悩みごと苦情相談）

⑧コミュニティ意識の啓発、啓蒙事業の推進

⑦地域住民情報の収集・提供（情報機能の充実）

⑧活動のための場の提供
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⑨まちづくりの推進

⑩各団体の連絡協議会などのシステムづくり

これらに共通していえる特質は、新しい出張所の目的として「住民活動支援機能の充実」

つまり「まちづくり活動の支援機能」が強く要望されているという点てある。情報機能の

収集と提供もあるいはコミュニティ活動への援助や協力も、ひいてはまちづくり（地域振

興）へと帰結されるものであった。今後の出張所のありかたとして、地域社会の核として、

各種地域資源をネットワーク化していく媒介機能が期待されている。そこで、地域住民自

治の拠点として、あらゆる地域課題をできるかぎり独力で解決していく地域内完結性を目

指す。それが人びと（個人）や集団（団体）を結合していく中心的組織としての大きな役

割である。従って出張所の機能は、次の3 大目標に要約されよう。

①従来からの行政サービスの提供

②地域サービスの提供（ソフトなコミュニティ活動の推進など）

③まちづくりの推進（ハードな地域活性化政策など）

それでは、こうした「まちづくりのための地区ネットワークセンター」としての出張所

の新しい組織はどのようにつくられるべきであろうか。当然のことながら、これらの新し

い事務事業を新しい実施主体として積極的に実行していくためには、従来の権限だけでは

不十分である。新しい権能が大幅に付与されねばならない。ここでとりわけ重要な権限は

「調整権」（たくさんの関係部課との調整< 能〉力）である。これはタテ割行政の弊害や

取次業務の繁雑さを克服する地域総合行政にとって、もっとも必要不可欠な権限である。

そのために本庁各部局から一定の権限を委譲してもらう。既得権の譲渡はなわばり意識の

強さからなかなか困難な問題であるが、できるかぎり“現場主義クタ　aオンザスポット(onthe spot

）" という考え方で、「大胆な権限の地域委譲」を図る。そして自主的・自己決

定権の付与・拡充に努め、完結事務化していく。こうして出張所を「自律的な亘思決定単

位」として確立する。つまり出張所を中心として、「自分（地域）のことは自分（地域）

で決められる」という機能的自律性（当事者能力）をもたせていく。そのためにはさ引こ

次のような権限が付与されねばならない。

①地域内計画策定権（独自に地域性を踏まえた優先順位の決定、企画立案内容の判断権

や選択権、あるいは区政策決定会議に関与できる権限など）

②事務事業の執行権（単なる執行補助者ではなく、行為主体としての行動力、独自性の

付与）
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③予算編成権（予算配分の決定に対する発言権、つまり本庁での予算編成過程に参加し

影響力を行使する権利）

④人事管理権（有能な職員の採用と確保、研修、ローテーションなどの決定権）

⑤契約権の確保（専決権の大幅アップ、下位職< 係長級〉への権限委譲など）

ところで、これらの新しい権限が付与された場合、その権限を十分に行使しうる職員の

高度な能力も随伴していなければならない。つまり「組織の活性化」と「ひとの活性化」

とは同時並行でなければならぬ。それぞれの権限に対応して、例えば、意思決定能力、あ

るいは「今何か求められているかを的確に把握できる洞察力」などが求められる。少なく

ともこうした能力開発や自己啓発に積極的・意欲的に取組んでいく志向・態度をもつ職員

が期待されている。

しかし一般的には、出張所職員のモラールは低いという先入観や偏見かおる。例えば、

「窓際族から壁際族へ、追いつめられてベランダ族へ、さらに追い落とされて島流し族へ」

といったコンプレックス、左遷意識、本庁志向、浮草稼業といった自嘲気味な言辞が多い。

しかしもっとも本質的な課題は、先述したような組織論の権限問題に抵触している。現実

に、「取次業務が多過ぎる」「事務化の定型化・単純化」「企画事務がない」「予算編成

・執行を行わない」などの不満の声は極めて高い。これらの意見は逆にいえば、「仕事を

したい、意欲も能力もある。けれども、権限がない、実行が伴わない。」という切実な肉

声でもある。事実、多くの自治体の現場で、有能な職員がジレンマに対峙している姿を何

度も見聞きしたことがある。現場はすでに、「変わりたい、変わったほうがよい」といっ

た価値的・理念論争の次元を超えて、否応なく即時導入せざるをえないという緊張感や危

機感に満ちている。

現実先行→自己変革追随のバターンからいえば、①オンライン化による事務処理方式の

改革（職務能力の向上）、②コミュニティ施策への関与の増大、⑤それに伴う地域住民と

の接触機会の増加、といった職場環境の急激な変化に対応して、いかにどうやって自己能

力を開発していくかが先決問題であろう。

そのための職員研修（実務研修、先進自治体等の実例研修、部門的専門研修、ワークシ

ョップと政策提言など）、適正な人事配置（有能な人材を第一線に）、さらに実質的権限と

貴任を伴った職務の執行体制など、労働条件の思いきった改革が実施されなければならな

い。思いきった改革とは、職員にとって本当に働きがいややりがいのある職場（＝仕事）

にするということである。住民にとってより利用しやすい出張所とはすなわち、職員自身
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にとっても生き生きと活性化している職場に内部改革が優先的に行われるという意味でも

ある。

以上を要約すると、出張所の機能が単なる末端機関的行政サービス付与だけでなく、む

しろより新しい独自の役割を担いつつあるという視点を強調してきた。とりわけ「地域会

議方式」においては、出張所が本庁と住民とのリエゾン機能を果たし、自律的権限委譲を

獲得しつつあった（例えば、資料や情報の提供、関係機関との連絡調整、会議の準備と出

席要望事項の回答、事業への意見の反映など）。そして新しいさまざまな住民間・諸団体

間公共施設間・各地域間を水平的・垂直的に結ぶ「地区ネットワークセンター」としての

位置づけを確立しつつある。もちろん各地域間格差はあるにしても、確かに新しい中心的

複合主体としての調整的機能をもちつつある。それゆえに、今後、出張所が地域住民の切

実な生活課題を解決・支援していく機関・拠点としてどのように再編成されていくか、さ

らに注視していかねばならない。

注

(1 ）『新しい市役所事務機構（現状分析編）報告書』日本都市センター、1986、p.18、142

 ．

（2 ）西尾勝『都民参加の都政システム』東京都民生局、1978、p.52参照。

(3 ）『コミュニティ活動推進調査一東京都板橋区－』前掲書、pp. 35-80．本報告書は、

奥田道大先生を委員長とする板橋区の委託調査研究成果であり、筆者は目次の「第H

部コミュニティ活動と行政をつなげるもの」の2  ・ 3 を担当させて戴いた。ここで多

くの知見やアイディアを得た。その時の「行政と地域を結ぶ中間組織・中間施設のあ

りかた」を手がかりに、出張所問題を中心に再編、展開したものである。

（4 ）衣川光正・渡辺泰弘編著『市民自治の実験一自治体活動の新展開I －』ぎょうせい。1984,pp.271-2

．

（5 ）世田谷区地域行政推進ブロシェットチーム「地域行政推進計画」1987.11,pp.↓-2

参照。
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第5 章　　開放型行政組織への活性化

第1 節　ハイブリッド的発想への転換

開放型行政組織の新しいシステムは、「ハイブリッド的発想」を必要としているといえ

えよう。ハイブリッド的発想とは、まったく異質・異次元のもののダイナミックな接触や

組み合わせによって、新しいものを生み出していくという考え方である。個別な範囲を超

えて、別のディメンジョン（異なる次元）との重ね合わせやつながり合いによって、より

広範な発展性を期待すろ。多くの人びとが異質の考え方（“異見”）をぶつけ合うことによ

って、そこからさらに新しい発想が芽生えてくる。そうした相互の刺激によって、新しい

創造へのモメント（契機）とする。例えば、人間、集団、技術、地域、部門、専門性など

の多彩かつ意外な組み合わせによって、そこにカルチャーショック、ふれあい、自由な気

風を生み、さらに新たな分野や事業や製品を開拓、発明、発見していくということである。

開放型組織はこうしたさまざまな事業間の組み合わせを可能にする多次元的組織のこと

である。異質な専門家同士のハイブリッド化、地域のハイブリッド化（国際交流、姉妹都

市、自治体問提携）など、さまざまなパターンが考えられる。組織の場合には、夕子の機

能的職能別組織とヨコの目的別事業部別組織やプロジェクトチームとのクロスにおいて、

マトリックス型組織が構成される。職員はいくつかのテーマごとに、各部局、各専門分野

から横断的に結集されたメンバーによって編成される。

(図 ヨーり　/ ＼イフ"'lフド 的発想のモデルa

心 分の'摩門慨)

10年陸^ 水草

せ 界司水率E

ヨぷ刀衣ぷ

現を刀ぷ準

b( 他人刀専門性'

このような考え方を図表化したものが、「ハイブリッド的発想」（C 図3 －9 ］参照）

のモデルである。これは、a   （自分の専門性）とb   （他人の専門性）との組み合わせによ

って、(a 十b ）のより新しい・より高い未知の世界を触発・創出・融合していくイノベ-431-



－ション効果をねらっている。しかも、そのレベルは現在の水準から日本の水準へ、さら

に世界の水準へ、加えて5 年・10年後といった時空の中で、より成長、発展していくとい

うことを示唆している。その指標が高ければ高いほど、異業種との融合分野が拡力的 、潜

在能力も無限に向上するということになる。

ハイブリッド的発想は、官僚制組織の変革、つまり脱官僚制・脱組織化 組m の再構築）、

あるいは「ネットワーク型組織論」(1 ）、「プロフェッショナル・オーガニゼーション」

（2) などの分析にとって重要な考え方である。それは外部環境との新たな連結を作り、

内的関係を変えていくことができるからである。そのような関係形成のありかたとして、

「官僚制的ヒエラルヒーからネットワークのダイナミズムへ」と中心的関心が展開しつつ

ある。とりわけ、住民の動向か多元的な「参加」と「開放」といった「新しいルートとル

一ルづくり」を強く要請していることは先述してきた通りである。つまり従来のタテ割組

織対横断的組織、集団主義対個人主義、集権対分権、行政管理対住民管理など、二元的原

理を統合、あるいは共存、共同化（協働化）していく方式が摸索されている。このような

新しい組織モデルは、あくまでも相互の本質的なものを生かしながら、うまく融合・触発

しあう斬新なデザインでなければならない。そこに共通する新しい組織論はおそらく、自

分のことは自分で決められるという意見決定の自律性をもち、また他の単位との相互作用

のなかで、新たな情報を獲得したり新たな意味を見い出したりして自己を更新していくこ

とができる（自己mm 化）ものでなければならない（3) 。それはいわば、「アモルファ

ス（非結晶構造）な組織」（∠1）であり、また「ホロニックな組織」（5 ）ともいわれる

ものであろう。あるいは「それ自身が一つの全体であると同時により大きなものの一部分

になっているという“全体部分”（Vholeparts ）によるネットワーク型組織」（6 ）ともい

えよう。

ところで、自治体をとりまく内外環境状況の変化に対応して、行政組織は自己変革によ

る活性化、流動化、動態化により、なんとか適応しようとしてきた。現在、行政組織が実

施している具体的手法には次のようなものかおる。

①地域的プロジェクトチームの編成（テーマ別検討委員会）

②新組織の設置（まちづくり推進課、国際交流課、都市美課、自治振興課、市民スボ一

ツ課など）

③地域担当制の新設（まちづくり推進委員、地域担当委員など）

④地域会議方式の採用（第2 章で詳述）
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⑤専門職制度の導入（第7 章で詳述）

⑥人事交流（第T  部でも詳述）

これらのm 織活性化のうち、ここでは最近の特徴を、①組織レベル（第2 節）、②集団

レベル（第3 節）、③個人レベル（第4 節）に分けて検討していこう。

第2 節　組織レベルにおける組織開発

新しい自治体組織は、どのような新しい官僚機構を再構築（仕組みの転換）していこう

としているのかといえば、少なくとも2 つの要素が不可欠であった。それは「参加」と「

開放」というコンセプトであった。この2 つのパラダイム原理とは、要するに、「参加」

とは、計画立案一政策決定一事業実施一総合評価という一連の庁内意思決定過程に住民が

直接参加できるチャンスをできるかぎ叫呆障していくということ、また「開放」とは、そ

のような参加を容易にするために、ニュ―メディアなどを導入しつつ、庁内情報のできる

かぎりの公開化を図っていくということである。行政過程への住民参加も、「知ってもら

う→話し合う→考え方→役割分担→共同作品」（7 ）というように、既にかなり高度な段

階にまで参与するようになっている。また情報の公開がなければ真の参加も政策もありえ

ない。そのために広報・公聴機能の充実強化も叫ばれた。さらに住民と行政との日常的接

触、対話、双方向コミュニケーションリレートの確立などが必要であり、そのために行政

では、担当住区、個別住区の専担、地域担当制などを設置してきた。ここではとくに、(1)

「地域担当制」（第1 章第1 節参照）とそのための（2）「コミュニティ・ワークショップ

型研修」について触れたい。

（1) 地域担当制

世田谷区の事例研究を手掛かりに考察を進めよう。「快適で住み良いまちをつくりあげ

ていくためには、出張所を拠点として区の職員が区民と協働して、多様なまちづくり活動

を進めていくことが重要である。区は、1986年7 月、区民の自主的なまちづくり活動を、

区の職員が支援することで、地区まちづくりの一層の展開を図るため、「身近なまちづく

り支援制度」を発足させた。この制度は、出張所に対する支援を制度化することで、地区

まちづくりにおける出張所の対応力の強化を図ることを目的にしている」（8 ）。この「

身近なまちづくり支援制度」のねらいは、①地区まちづくりにおける出張所の対応力の強
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化、②区職員が積極的に地域にでることの制度化、③区民の自主的な活動への参画という。

「区民と行政の協働の場の設定」ということにある（9 ）。つまり、職員が地域に出てい

くことによって、地域の実態把握、活動への参画という「実践的教育訓練の場」（大場啓

二区長）にしようという目的をもっていた。

その支援職員として、全部課長を24地区（出張所単位）に、各lO名前後計250 名以内の

担当職員を配置（係長級以下は庁内公募で102 名）、支援活動に当たらせている。「まち

づくり会議」としての「地区担当者会議」（第1 段階）が所長を事務局長とし、行政と住

民との共同参加によ つヽて運営されている。メンバーは、行政側から支援職員と出張所の所

長、次長、主査など全員参加、住民側からすでに発足している「まちづくり推進員」とし

ての推進員(35 名）と各種団体の長（35名）が参加する。地区のまちづくり推進員とは、

区民から840 名を選び、「安全」「緑化」「健康づくり」「美化・清掃」という4 つのテ

ーマ部会に210 名以内に分かれて、現況の調査、点検、啓発・普及活動、区への提言など

を行っている。庁内に「推進員連絡会」が設けられている。ただし実数は各地区によって

異なる。各種団体の長とは、青少年対策委員会、民生委員、日赤奉仕団、区議会議員など

である。この「地区担当者会議」で十分に検討され集約されてきた課題が、さらに第2 段

階として、支所区民課主催の「地域担当者会議」において討議される（∠1地域）。そして

第3 段階として、助役主催の「調整会議」が行われるという構成になっている。

本区の特徴をまとめると、①地域担当者会議が出張所長の主催で行われていること、②

責任と権限をもつ部課長管理職をリーダーとして前面に立てていること、などである。し

かし反面、①住民メンバーは特定の人たちや有力者で占められ、一般住民が入っていない

こと、②なおも自治会・町内会中心型であること、などが目立つ。これは「町会連絡会新

年会」や「町会・自治会連絡会」「連合町会長会議」などに、行政の支援職員が多数（あ

る地区では全員）参加していることからも窺われる。住民自身の会議との厳然たる区別（

一定の距離を置くこと）もまた必要であろう。さらに推進員の事業内容が4 つしかないこ

と、これらの∠1課題を統合する機会が未確立であること、あるいは住民の推進員と職員の

担当者との合同会議の場がまだ設定されていないこと、などが今後の課題となるであろう

（10）。

（2 ）コミュニティ・ワークショップ型研修

職員のありかたが、端的にいえば、「労務・書記型から計画・調整型へ」と移行してい
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る。その内容も、①階層別研修、②専門研修、③課題研修、④派遣研修、⑤研修事業推進

など、多種多様な手法が導入されている（11）。

従来のように実務（職務）研修中心ではなく、自治体全体・地域全体に対応できるよう

な「政策課題研究型」の総合的能力育成が求められている。そのためにはそこに住む生活

者としての言動や動機づけが必要である。仕事のやりがいを「地域社会のまちづくり」に

求めるような「ひとづくり」（人事政策）である。そのために研修のありかたも変わらね

ばならない。現地に入り、各地域固有の諸課題を見出し、「考えさせ、意見を出させ、行

動させる」コミュニティ・ワークショップ型の研修スタイルが導入されつつある。まさに

「地域を見ずして、地域を語るなかれ」の論理である。企業においては新製品開発が至上

命令であるように、行政においては新規事業の政策立案こそ生命線である。

それは知識注入型によってではなく、問題解決型の思考能力を必要としている。さらに

は市民感覚、複眼的思考、プランナーやプロデューサー的な政策形成能力などが求められ

ている。「新しいモデルは自分たちで独自に創造していくしかない。10年先を読んで、地

域資源を有効活用していくアイデアを考え出せ。」ということである。こうした「政策研

究と組織開発」とを結びっけた研修方法が採用されつつある（行政計画研修、まちづくり

研修など）。

世田谷区の「まちづくりファミリー研修」は、政策研究型のグループ研修制度で、約ア

ケ月間にわたり共同作業（グループワーク）し、その成果を報告書にまとめ提出する。各

グループ10名前後（課長1 人、係長3 人、主任7 人）で、年齢、性別、職業、部門もバラ

エテバこ冨み、異質なメンバーのマトリックス型集団である。水道、児童、戸籍、道路な

ど各専門的知識や立場を生かして共通課題に対処し、何らかの問題解決に向けた具体案を

提起することになっている。

こうした研修方式はかなり一般化しつつある。武蔵野市では、職員が実際に街を歩いて

調査表に書き上げていく点検運動、「職員タウンウォッチング」が行われている。これは

庁内全部門から調査員を選び、全区域を対象に、土・日曜日に観察し、これを長期計画作

成の基礎資料にしている。

また、住民組織であ引主民協議会のコミュニティ・カルテ作成委員会と、庁内職員チー

ムの「コミュニティ推進会議」とが編成され、その合同検討会によって、約半年間（月2

～3 回会合）にわたる基本計画のカルテづくりが行われていろところがある（先述の三鷹

市）。この「コミュニティ推進会議」はコミュニティ課が事務局となり、各コミュニティ
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住区担当職員は1 テームフ～8 人（部長：リーダー、課長：サブリーダー）、フブロ ソヽク

に56人が任命されている。メンバーは最初庁内公募し、2 回目からは経験者と各課からの

指名により横断的に組織されている。手当はない。報告書を作成して、各課にまわし検討

させ、要望の具体化に力を入れる。市としてできることは、各住区へ可能性と順位づけを

説明しに行く。またできないことは、都・国レベルに要望するが、実現不可能な場合、住

民の慢性的不満に応えて「できない構造」を説明してまわる。

このように、他の自治体においても、道路、ガス、終バス延長、まちづくりなどの住民

要望に対して、「まちの総点検」「コミュニティマッブづくり」などを職員チームがする

ようになっているケースは多い。こうしたコミュニティ・ワークショップ型の研修は、自

主的研究グループの編成によって、課題発見・問題設定・解決方法、そして実践という一

連のプロセスを体験させているわけである。そしてこの研修体験から職場に戻り、「自己

変革から対象変革へ」と結びつけていくモメントにする。これは、「地域社会の現状認識」

（問題の脳り起こし）と、政策開発、さらには職場や組織全体の活性化をねらったもので

であるといえよう。

第3 節　集団レベルにおける職場開発

職員の高学歴化、資質・能力の向上などにより、仕事に対する基本姿勢が徐々に変わり

つつある。職員数の実質的削減は少数（多数）精鋭化を余儀なくし、能力開発とハイクォ

リティ化の時代を迎えた。プロジェクトチーム編成の頻繁化、庁内自主研究グループの活

動、政策研究会の設立、ワーキンググループ、あるいはスタッフ部門の充実、学会（自治

体学会など）への参加など、組織内外にわたって職員の意識啓発のチャンスが急増してい

る。しかも個人中心ではなく、共同研究・共同参加が主流になりつつある。小集団活動に

よる活力ある職場づくりや職場の活性化である。その大きな目的は、明るい職場づくり、

個人の成長、仕事の改善などであろう。小集団活動は、職員自らが自主的に職場の問題点

を発見し(action ）、その改革案を作成し(plan ）、実践し（do）、評価（see  ）し、さ

らにチェック（check ）、フィードバック(feedback ）していくチャンスである。これら

のプロセスの中で、職員の自己実現欲求や問題解決能力などが形成され、それがまた生き

がいのある職場づくりへとつながっていく。こうした勉強会グループへの加入は、否応な

く、多様かつ異質なメンバーの中でブレーンストーミング的ショックにさらされる。こっ-436-



した体験の深化と蓄積か職員の意識変革、モラールの向上に多大な影響を及ぼしていろ。

横断的職場づくりのためには、こうした自主的政策研究グループ編成をより容易にし、

「職員参加」を活発化する必要がある。提案制度・人事評価（メリットシステムの導入）、

リーダー研修、人材アセスメント（人材登用、適正配置）、専決権の大幅付与、人事異動

（自己申告制の採用）、処遇制度（ポストレス時代への対応）、情報処理システムとプロ

セス（コミュニケーションルートの見直し）などの再検討を図る。

とりわけ、職場における人間関係の集団力学の転換にとって、中間管理職のありかた（

戦略化）は今後の最重要課題となっていくてあろう。係長グラスを中心にした小集団（5

～8 人）による問題解決型活動や活性化運動が大いに推進されねばならない。しかも単に

各課係内の「基本方針・重点目標」による業務の進行管理だけでなく、職場を超えた組織

全体の目標管理についても認識を深めていかなければならない。つまり、「職員個々人が

組織全体の目標や部内の目標を踏まえっつ自らの仕事の目標を具体的に設定し、その目標

を自己統制しつつ実施し、その達成の結果を自己評価し、次のステップへの能力開発に生

かしていく」（12）ということである。こういうコンテクストにおいて、組織全体の理念

一職場の目標管理一小集団活動一個人の自発性－などをどうリンクさせていくか(13 ）、

が問われている。

オープンなネットワーク型組織を構築するためには、何よりも人材の内外交流化（流動

化）やクロスオーバーが不可欠である。民間企業への派遣、民間人の登用（ヘッドハンテ

ィング）、中途採用、選択定年制など、異質・異次元人材の混在・相互触発のチャンスを

できるかぎり用意する。

広域的な地域開発を考えていこうと、近隣市町村の若年職員や県職員が参加して調査研

究を行い、「サミット」や「フォーラム」を開催したり、広域観光について討議、報告書

をまとめ、政策提案したりするようになってきた。例えば、大洲市と関係6 ケ市町村で偉

成する肱川流域開発促進協議会では、市町村の縄張りを超えた新しい肱川流域の生活文化

圏づくりに取組んでいる。各地域の個性を生かし、大洲市はボルドー村構想、長浜町は渚

公園、内子町は明治の商いと暮らしの博物館などと、“流域全体”の生き残り計画を立て

ている。

また外部人材を取り込むために待遇格差をなくし、同等に扱い、民間人のいわゆろ経営

感覚や競争原理を導入して活性化を図る。最近、自治省では、語学力やイベント企画、電

算機操作などに優れた多彩な人腿を自治体が中途採用できる道を広げるため、地方公務員
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制度の見直しに着手したという（14）。こうした多様な人材を内包（同居）するだけの「

しなやかさ」や「ゆらぎ」や「ゆとり」をもつ受容能力が、組織やリーダーに求められて

いるのである。

第4 節　個人レベルにおける能力開発

新しい職員像としての質的転換が急務である。これはいわば行政のブロフエツションと

しての新しい能力開発（行動と知恵と技術と専門性など）が期待されているといえよう（

第7 章で詳述する）。個人の生きがい、仕事のやりがいなど、職員の人格特性をこの方向

で大きく自己変革していかねばならない。そのための研修体制は、職員個々の自主的 、主

体的なきびしい自己研謀が前提である。とくに業務の高度化・専門化に対応して、職場外

の他の機関に派遣・委託するようになってきている。例えば、海外研修（留学）、通信教

育応募制研修への参加、大学院・研究所への派遣、先進自治体視察、民間企業との人事交

流夜間講座への出席など、新しい手法が採用されている。［図3 －10］は、キャリア開発

プログラム（CDP ）をめざした「能力開発体系」のひとつのモデルを引用したものであ

る（15)。
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最近、新しい専門的知識として、例えば、法律、医療、会計、税務、デザイン、社会調

査などの部門において、専門職業人としてのブロフェ ンヽションのウェ イトが増大しつつあ

る。プロフェッションとはあくまでも、組織志向・部門責任ではなく、「仕事志向・個人

責任」において業務を遂行しうる者のことである。かかるブロフェッションとしてのかな

り高度な能力、知識、技術、情報、経験、教育訓練などが複雑な問題解決に大きく貢献し

ている（資金運用の財テク担当、訴訟を担当する法務担当、都市計画プランナーなど）。

従って、研修の方針もジェネラリスト（オールラウンドブレイヤー）の育成だけでなく、

より質の高いプロフェッション（エキスパートやスペシャリスト）の確保にも力を入れて

いかねばならない。「デスクの専門家（職務中心）から自治体の専門家（施策中心）」へ

の発想転換である。人事異動のローテーションも、全部門をなんでも一通り経験させると

いう組み方ではなく、「予算統制、企画立案、住民対応、国・県・市町村対応、プロジェ

クト管理、といった行政業務の諸機能を体験させる」（16）というセミプロ的ジェネラリ

ストを混成する。多くの職場経験の中から本当に自己の能力・適性にあった少数分野に精

通する専門職を育てるのである（17）。そして個々の職員の複数能力開発により、昇進ル

ートの複線化を図り、「ジョブローテーション」への展開を可能にする必要かおる。

とりわけ、「複数所属制」のマトリックス型組織に対応しうる組織像とは、異種能力を

併せもつ「マルチ・タレント型のスペシャリスト」である。“夕子・ヨコ・ナナメ”から

の専門職能に通じた有能な人材でなければならない。そのためにはより一層の「人材の多

能化開発」を図り、かつ「複数職務制度」の創設が必要であろう。そのための昇進評価シ

ステムとして「マルチ・キャリア・パス（MCP ）制」の常態化、流動的ジョブシステム

の早急な制度化などが確立されねばならない。マルチ・キャリア・パスとは、年功的昇進

システムではなく、複数のキャリア・パス（昇進ルートのシステム）のバリエーションを

設け、できるだけキャリア・パス間の格差をなくしていくことを目的にしていろ。中途採

用でも外国人でも海外勤務であっても、要するにその部門の仕事を十分に達成しうる企画

力、実践力、判断力、発想力、指導力、調整力などを発揮し能力評価されれば、同等にト

ップや管理職になれる可能性を開いていこうというものである。つまりポストと賃金体系

を切り離し、能力や実力さえあれば高給の専門職として登用する。こうして人材のモラー

ル向上に動機づけを図る。こうなると、職員の欲求は次第に「楽な仕事をしたい」から「

自分らしいいい仕事をしたい」「自己能力をもっと伸ばしたい」というレベルへと昇華し

ていくてあろう。
セ凹-



こうして、「住民とともに考え行動する」個人的活動領域が徐々に活性化しつつある。

あるいは「市民自治を内質化し深化させようと努力する職員の参加の群れ」（18) が急増

しつつある。職員が仕事以外に地域に入って（まちへ出て）、地域活動に参加するヶ一ス

も増えている。行政職員が地域活動に個人的に積極的参加し、住民と連携・協力して、さ

まざまな新規事業を検討し、行政課題化（政策提案）するようになった。労働者や公務員

としてのみならず、「一人の生活者として」「まちづくりはひとづくりから」を率先垂範

する職員が少しずつ生まれつつある。

前提は、「いい職員が育てば、組織は必ず伸びる」という発想である。組織が先行する

のではなく、個々人の自発性が最優先する結びつきである。個々の創造性の能力開発のた

めには、「私へのこだわり」「独自性」「多様性」「認め合い」「柔軟性」「協働」とい

ったコンセプトは欠かせない。そして、企業の新製品開発＝行政の新規事業策定であると

か、また予算配分や補助金のとり方だけでなく、新しい税金を生み出す方策や自主財源ル

ートの確保などを考え出すユ二－クな人材が大切に育てられねばならない。そのためには

能力差ばかりでなく、「好きかどうか」という適性度という観点も十分に考慮される必要

があろう。住民参加のまちづくりを□にすることは容易であるが、これを本当に実現する

には、まずこうした「組織づくり」や「職員づくり」が伴わなければならないのである（19

）。

注
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